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はじめに 

 

本稿は、グローバリゼーションと呼ばれる現象、特に生産過程が国境を越えた形で細分化さ

れオフショアされることによって、人々がいかなる影響を受けているのかという問いに答

えようとする試みである。人口に膾炙し、幅広い文脈で登場するグローバリゼーションとい

う用語であるが、本稿では特に、国際貿易を通した国家間のつながりという一側面に焦点を

当てる。ただし、国際貿易それ自体の歴史は古く、単なる貿易量の増加だけでは現代的なグ

ローバリゼーションを満足に説明することはできない。そのため、現代的なグローバリゼー

ション（特に 1990 年代以降）の特徴として、（１）貿易相手国の変化、（２）生産工程の細

分化による貿易財の変化という二点を重視する。まず（１）については、伝統的に貿易活動

が先進国間でおこなわれていたことから、徐々に発展途上国の国際的な影響力が高まった

ことで、先進国と途上国間の貿易の割合が増えた。次いで（２）については、技術進歩、特

に情報通信技術の進歩によって、生産過程を細分化し、複数の国を跨いだ生産のチェーンが

構築されるようになったことで、国際貿易の中で最終財貿易でなくオフショアを通した中

間財貿易の割合が高まった。中間財貿易の割合が増加することの重要性は、Arkolakis, 

Costinot, and Rodríguez-Clare（2012）による、貿易からの利益をいかに測定するかという議

論に照らすことによってより確たるものになる。最終財のみを扱うときの貿易からの利益

についての定式 𝑊̂ = 𝜆̂1/𝜀と、中間財貿易を1 − 𝛽の割合でおこなうときの完全競争下の貿易

からの利益 𝑊̂ = 𝜆̂1/𝜀𝛽を比較すれば、貿易に占める中間財の比率が高くなる（すなわち𝛽 が

低下する）ほど貿易からの利益は𝑊̂ は上昇する1。そして独占的競争下の経済であれば、中

間財を含んだ貿易からの利益はさらに大きくなることが示されている。こうした国際貿易

の実態の変化は、伝統的な国際貿易理論とそれに従ってデータを集計してきた貿易統計に

ついて再検討を迫るものであった。 

本稿は、グローバリゼーションのなかでも、この国際貿易の在り方の変化を重要視する。

先進国と途上国の貿易の増大、そしてオフショアによる国際分業の進展と中間財貿易の増

大という変化を経たグローバリゼーションを説明するために役立つ概念として、GVC

（Global Value Chains）というアイデアを用いる。以降の各章は、いずれも GVC という概念

を明示的であれ黙示的であれ利用している。ここで GVC とは、商品の創案・設計から原材

料の調達、生産、流通、販売そして消費に至るまでの一連のチェーンのことである。本稿で

は、この GVC にかかわる、企業と企業の関係性や企業と労働者との関係性、特に各主体間

で作用する「権力」について注目しつつ分析をおこなう。 

まず「GVC 分析の系譜学」と題した第一章では、GVC についての研究がいかなる過程を

経て成立してきたかを検討する。ここでの一つ目の目標は、現在の GVC 分析がある時点か

 
1 ここで、𝑊̂ は貿易開始前と開始後の実質所得の変化、𝜆̂ は国内の財への支出割合の貿易

開始前後の変化、𝜀 は貿易費用に対する輸入の弾力性をあらわしている。 
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ら依拠する前提を変更したことと示すことである。そのうえで、前提の変更によって現在の

GVC 分析が注力する問題が変わってきたこと、かつては重要視され、現在でも社会的に重

要な問題を等閑視していることを明らかにする。その結果、大きく二つのことが明らかにな

る。 

第一に、GVC の理論的な変遷には一つの大きな転換点が存在しているということである。

加えてこの転換は、進化論的発展を意味するものではなく、優劣をつけることが難しい時代

認識、分析対象、分析目的の転換であり、必ずしも現在の GVC 分析を絶対視すべきではな

いことがわかる。これを明示するため、Hopkins and Wallerstein（1977）で提起された CC

（Commodity Chains）分析を起点にして、その後 GCC（Global Commodity Chains）分析を経

て現在よく知られる GVC 分析として成立するまでの経過を描写した。この点で本稿は、近

年の GVC 研究の精緻なサーベイである Inomata（2017）が、主に新古典派国際貿易理論と

の接地点から GVC 分析を概観したのとは異なる視点から GVC 分析を相対化することがで

きた。結果として、CC/GCC/GVC の順の変遷からは、CC と GCC の間でモデルの前提条件

に関連する大きな転換があったこと、GCC と GVC の用語の変更は理論的な意味での転換

ではなく批判に対する修正であったことを示した。 

第二に、新・南北問題―北にあたる先進国の産業が空洞化していることと南にあたる途上

国が常に北の後塵を拝し、経済の発展のために誤った方向に利用されているのではないか

という不安―と呼ばれる問題（猪俣，2019）とそれに対する現代 GVC 分析の取り組みとを

概観し、転換後の GVC 分析がこうした大きなスケールの問題を扱う方法論としては瑕疵あ

ることを明らかにした。現代 GVC 分析は新・南北問題を細分化し、個々別々に緻密な議論

を繰り広げてきたが、それらはいずれもグローバルなスケールでの問題が生じることのな

い調和的な世界観のもとで練られたアイデアであり、問題に対するアプローチとして適切

ではない。したがって、新・南北問題を取り扱うにあたって GVC 研究は、CC 分析からの

転換時に放棄された前提条件を改めて取り込み、そこから再度分析を進めることが必要で

あると結論付けられる。以降の各章では、GVC それ自体の分析ではなく、GVC の進展が企

業と企業の関係性（第二章、第三章）や企業と労働者の関係性（第四章）に与える影響に焦

点を当てて分析をおこなう。 

続く第二章と第三章では、第一章で示した GVC 分析から欠落した視点の一つである、ヘ

ゲモニー的な権力関係について、企業の社会的責任（CSR）という観点から取り扱う。ここ

で CSR を利用する理由は、外部から観察困難な企業間の権力関係とその変化について、CSR

レポートの取引先企業といかなる関わり方をしていくかについての記述を追うことで把握

できるからである。まず第二章では、フィールドワークや企業への直接のインタビューなど

を通して明らかになった定型化された事実をフォローしつつ、これらを成立せしめるグロ

ーバルな経済構造をシンプルな形でモデル化していく。一般的な GVC 研究や経営学領域で

の CSR 研究は企業の意思決定の問題を重視するが、ここでは GVC における CSR の形態と

それが企業間関係に与える影響に焦点を当てる。このモデルは、リード企業、サプライヤー、
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消費者という三つのアクターから構成されている。これら三つのアクター間の関係を、イタ

リアの思想家アントニオ・グラムシのヘゲモニー概念を用いて記述する。第一に、リード企

業と消費者の関係は、CSR に関する妥協均衡を形成するヘゲモニー的な関係である。第二

に、リード企業とサプライヤーの関係は、サプライヤーがリード企業から妥協を引き出すこ

とができない一方的な支配従属関係となる。第三に、サプライヤーと消費者の間には直接的

な相互作用がほとんどない。それぞれの関係の違いから、CSR それ自体は、リード企業とサ

プライヤーの間の非対称構造を緩和する効果はなく、むしろ、サプライヤーがリード企業に

対してより従属的であることを要求することがありうる。以上の考察は、これまでの GVC

における CSR 研究の個々の結果を踏襲した上で、それらを統合する新しいフレームワーク

として機能しうる。続く第三章では、第二章で提示したフレームワークを踏襲し、具体的な

事例として 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の発生から日本国内の大企業が取り組んだ復

興のための CSR が、企業と被災地との関係性にいかなる影響を与えたのかに焦点を当てる。

震災発生直後は、復興のための CSR として採用されていたのは、金銭の寄付、物資の提供、

ボランティア人員の派遣といった、その企業がコストを支払う形で行われる社会貢献であ

った。しかし、震災から五年後の 2016 年度の CSR レポートでは、震災についての記述から

復興のための社会貢献という側面は失われ、震災を経営上のリスクとして捉える記述へと

変化した。この変化の結果として、GVC における CSR は、復興のための被災地のサプライ

ヤーの地位向上、そして彼らがリード企業と対等なレベルで交渉することを可能にすると

いう、一般に CSR という用語から想像される結果をもたらすことはない。むしろ、サプラ

イヤーにたいしてより強い従属を求めるように変容してきたことを明らかにした。 

第四章では、ここ半世紀ほど低下傾向にある労働分配率に着目し、GVC に沿ったオフシ

ョア活動が盛んになった先進国内において、労使関係がいかなる影響を受けてきたのかを

明らかにする。分析にあたっては、雇用者と労働者の間の単純なナッシュ交渉モデルを考え

る。このモデルから、雇用者がオフショアという選択肢を持たない場合、労働者は賃金を引

き上げる交渉力を持つことができるが、雇用主がオフショアによって生産過程を移転する

という威嚇をオプションとして持っている場合には、労働者は交渉力を失い、賃金が低下傾

向になるという仮説を得た。この仮説を確認するため、OECD 加盟国のうち十八カ国の 1975

年から 2017 年のパネルデータを用いて、オフショアの威嚇を伴わない状況であった初期の

グローバリゼーションと、オフショアの威嚇を伴う後期のグローバリゼーションとを比較

した。その結果、労働者の交渉力は、第一段階では労働分配率に正の影響を与えるが、オフ

ショアリングが労働分配率に負の影響を与える第二段階ではその効果が失われることが明

らかになった。つまり、オフショアの進展というグローバリゼーションの質的な変化は、労

働者に対する威嚇効果を通じて労使関係を根本的に変化させたと結論づけることができる。

そして、この実証分析の結果は、第一章で言及したグローバルな経済構造の非対称性を考慮

した GVC 分析と整合的であり、そこには国際的な分業体制への参加と協調によるポジティ

ヴな効果を強調する楽観的な主張とは異なるグローバリゼーションの力学がありうると解
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釈できるものである。また、こうした結果の政治的な含意、特に二十一世紀の排外主義的な

右派ポピュリズム政治の台頭との関係性について、その可能性を提起した。 
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第 1 章 GVC 分析の系譜学 

 

1. はじめに 

ここ数十年，広く語られるグローバリゼーションなる現象は，それ以前の類似の現象と異

なるものであると考えられる。その変化はおよそ 1970 年代を端緒として，そして 1990 年

頃からより顕著にあらわれた。それはヒト・モノ・カネの移動の量的な拡大のみならず，質

的な変化でもあった。一つは，貿易における発展途上国の存在感の増大である。1970 年に

は世界全体の輸出の 18%ほどであった途上国からの輸出は，特に 2000 年以降大きな伸びを

見せ 2018 年時点で 30%を超えている。また，一つの商品の生産工程が細分化され，そのう

えで生産拠点が分散されることで，中間財の輸出入が飛躍的に増大した。これらの変化は伝

統的な国際貿易理論，および貿易統計に再考を迫るものであった。 

本稿は，質的な変化を経た現代グローバリゼーションを説明するための有力な方法論と

みられている GVC（Global Value Chains）分析に焦点をあてる。GVC とは商品の設計から生

産と流通を経た最終消費までの一連のチェーンのことであり，そのチェーンに関わる企業

と労働者の活動を描写することによって，グローバル経済を広範に分析することをその目

的としている。この GVC 分析は，特に途上国の発展のための具体的戦略を提供する理論と

して 2000 年以降確固たる地位を築いてきた。現在では，途上国の研究に限らず多くの領域

で研究されており，特にミクロデータを駆使した実証研究の豊かさには目を見張るものが

ある。しかし本稿では，GVC 分析の実証主義的な流行からは距離を置き，GVC 分析に関す

る理論と概念について検討したい。 

本稿の目的は，現代の GVC 分析を陰で支える前提と概念を相対化し，考察することによ

って GVC 分析が抱える限界を指摘し，そのうえで限界を解消するための方策を探ること，

これである。そのために，まず，GVC 分析が暗黙の裡に依拠している前提条件と資本主義

経済に対する世界観をそれぞれ明らかする。2 節と 3 節では GVC 分析が現在の形になるま

での変遷を辿る。その際，チェーン分析全般の起源として 1980 年代によく知られるように

なった CC（Commodity Chains）分析，次いで 1990 年代の半ばから一般的になった GCC

（Global Commodity Chains）分析，そして 2000 年以降から主流となる GVC 分析の三つを取

り上げる。今回取り上げる各分析は、相互に重なり合う部分もあり、非常に複雑な様相を呈

しているため，本来であれば三つの分析を厳密な形で区別することは不可能である。しかし，

現在広く GVC 分析と呼ばれる手法を相対化し，他の分析との非連続性を示すためには上の

三つの区別が有用であることから，本稿ではこの区分を用いて分析を行う。この相対化によ

って，現代の GVC 分析が一つの転換の上に成立していることが示される。 

続く 4 節では，GVC 研究が取り組もうとしている問題として，新・南北問題（猪俣, 2019）

を取り上げる。まず，この問題に対して GVC 研究がこれまでいかなる研究を蓄積してきた

かを概観する。その後，その取り組みが問題に対して十分でないこと，理論の枠組みそれ自



6 

 

体に瑕疵があることを示す。以上から，GVC 分析の抱えている限界を明るみに出し，その

乗り越えのためには，転換前の分析視角が有用であることを述べる。 

 

2．世界システム分析のもとで：Commodity Chains 

本稿では，分析の起点を CC（Commodity Chains）に設定する。以下では，この CC の登

場から GVC に至るまでの理論的変遷を辿ることにする。CC とは，最終商品にいたるまで

の労働と生産過程のネットワークのことであり，この概念は Hopkins and Wallerstein（1977）

で初めて登場した。CC の概念の理論的基盤は，ウォーラーステイン自身が提唱する世界シ

ステム分析にある。そこで，CC 分析に関係する限りで世界システム分析が示そうとしてき

たことを三点にまとめておく。（１）世界=経済2は十六世紀から存在しており，拡大期と縮

小期を繰り返す循環的な性質をもっている。（２）世界=経済は中核-半周辺-周辺の三層構造

のもとに成立している。（３）世界=経済の内部には不均衡な権力関係が存在しており，分配

問題に関する対立が常に存在している。つまり資本主義という経済システムが，特定の政治

的領域を超えた社会を規定する構造として存在してきたということである。ウォーラース

テインをはじめとする世界システム論者が CC 概念を用いたのは，世界システム分析が主張

するこれらの主要論点の妥当性を示すためであった。 

例えば，初期の CC 分析の代表的な研究である Hopkins and Wallerstein（1986）では（１）

を主題としている。彼らは，1590 年から 1790 年までのヨーロッパにおける主要産業であっ

た造船業と小麦生産を取り上げ，両産業について CC 概念を用いて分析をおこなった。その

結果，両方の産業において原材料から最終商品までの生産過程が複数の政治的領域を横断

しており，地理的に分散した分業体制が十六世紀以来存在していることが明らかになった。

この結果は，伝統的に国家を分析の軸に据える一国史観が強い国際経済学や開発経済学に

対して異議を唱えるものであった。さらに彼らが CC 分析を用いて明らかにしたことは，CC

でつながった分業体制が時間を通じて変化することである。この分業体制の変化は経済の

拡大と停滞という景気循環に関わっており，変化の大部分は経済の停滞期に生じていた。こ

れは，経済の停滞期に生産者がコスト削減のため相対的に低い賃金である地域へと生産過

程を移転するためである。生産過程の移転がまさしく CC でつながった分業体制に変化をも

たらし，CC そのものを再編成するのである。ここから世界=経済は利潤を目的とした生産

を行うという意味で資本主義的であり，循環的な性質をもつことがわかる。以上より，CC

によってつながれた分業の進んだ世界=経済が 1800 年以前から存在し，かつ循環的性質を

十六世紀より有してきたといえる。したがって経済の発展は一国単位で完結したものでは

 
2 世界=経済もしくは世界システムといったときの世界は，地理的な意味での世界ではなく，一

つの世界であるようなシステムという意味である。特に世界=経済は，多元的な政治的中心と

多元的な文化を有した，単一の経済を意味している。歴史上この世界=経済を体現することの

できた経済システムは資本主義のほかになく，それゆえ世界=経済は資本主義的である

（Wallerstein, 2004）。 
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ありえない。さらに言えば，グローバリゼーションや多国籍企業の登場など，現代の経済に

特徴的な新しい現象であるとみなされているものも，世界システム分析の視角においては

新しい現象とはみなされず，いわゆる長い十六世紀以来の現象として認識される

（Wallerstein, 2000）。 

他に Arrighi and Drangel（1986）では（２）と（３）について焦点を当てた分析がなされ

ている。この論文では，まず（２）に関して当時世界システム分析内でも曖昧であった半周

辺概念の定義づけをおこない，その定義に基づいた実証研究を行った。それによれば，歴史

的に中核-半周辺-周辺の三層を上下する国は個別的に存在している一方で，三層構造それ自

体は安定的に再生産されていることが示された。次いで彼らは（３）であげた CC における

権力関係と分配問題に焦点を当てる。Hopkins and Wallerstein（1986）でもなされた，国の発

展と衰退が単独でなされるものではないという一国史観批判と，半周辺の安定化機能のも

とで世界=経済における競争活動は階層の上昇と下落とを伴うゼロサムゲームとして捉え

られることから，アリギらは世界=経済における中核と周辺の関係は常に対抗的であると想

定する。ここから Arrighi and Drangel（1986）は，資本主義的経済では，各経済主体が競争

圧力を相互に押し付け合う対抗的な関係性の中にあることを前提とし，所与の経済環境の

下で自らの能力を最大限発揮しようとするという従来の経済学的前提を否定する。この競

争圧力の押し付け合いの結果，経済活動から得られる報酬の格差が必然的に生じる。したが

って世界システムは，CC でつながった諸々の活動について常に分配に関する問題を抱えて

いる。分配に関する問題は中核-周辺関係のみならず，労働者-資本家関係においても存在し，

さらに工程の違いによる労働者間の不平等な分配も存在すると主張する。Arrighi and Drangel

（1986）は，世界システムの階層構造がグローバル化によっては収斂せずむしろ再生産され

ていくこと，そして経済主体は競争圧力をより低い階層に属する経済主体へ移そうと試み

ることから，CC はその内部に常に分配問題を抱えていることを初めて洗練された形で示し

た研究であった。 

以上から，世界システム分析を基盤に発展した CC 分析は，世界=経済についての考察と

いう全体論的な視角を持ち，経済の循環や資本主義の起源についての長期の歴史性を重要

視し，かつ中核-半周辺-周辺構造や資本家-労働者間における非対称的な権力関係を常に意

識した手法であったとまとめることができる（Bair, 2005; Brewer, 2011）。 

 

3．グローバリゼーションの下で 

3.1 世界システム分析からの脱却：Global Commodity Chains 

冷戦終了後，グローバリゼーションという用語が絶大な影響力を持ちはじめる中，CC分

析も転機を迎えた。その転換点となったのは Gereffi and Korzeneiwicz（1994）である。これ

はウォーラーステインが総編集を務めるシリーズの一冊であり，1992 年にデューク大学で

開催された 16th annual conference on the Political Economy of the World-System で提出された論

文を集めた，全四部からなる著書である（Bair, 2005）。第一部ではウォーラーステインとホ
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プキンスの共著論文をはじめ世界システム分析の流れを汲む論文が並ぶ。しかしながら第

二部以降の各章では，世界システム分析からの乖離が明確に見てとれる。第二部以降は分析

の対象を工業部門に限定し，そこにおける企業間ネットワークに焦点をあてた分析をおこ

なっている。この第二部以降の諸論考は，世界システム分析内部の概念としての CC と区別

して，GCC（Global Commodity Chains）として急速に発展，普及していく。この影響は現在

ひろく GVC（Global Value Chains）として知られる分析においても色濃く残っており，その

意味で Gereffi and Korzeneiwicz（1994）はその後のチェーン分析全体の方向性を決定づけた

といえる。例えば Kaplinsky（2016）はこの転換を主導したことから，ジェレフィを現代 GVC

分析の生みの親と位置づけている。 

以下ではこの GCC 分析について，前節の CC 分析と対比させながら記述する。前節で述

べた通り，CC 分析は世界システム分析の一部であり，世界システム分析が主張する構造を

正当化するためのツールであった。ジェレフィを中心とした CC から GCC への転換は，チ

ェーン分析そのものを一つの理論的な枠組みとして構築することに成功したと評価できる。

これによって，GCC 分析は数多くの理論的研究と実証的研究がなされる独立した研究領域

として，国際経済学や開発研究の中で確固たる地位を築くことができた。転換後のチェーン

分析は，世界システム分析以来の仮説的な前提条件を外し，よりシンプルな前提条件の下で

グローバルな分業体制を描写するよう方向づけられた。こうした状況下で，世界システム分

析の前提が具体的にいかなる変貌を遂げたのかを以下，前節の（１）から（３）に対応させ

て示そう。 

まず（１）の長期的な歴史性と循環性に関してだが，ジェレフィらによる転換以降の現代

GVC 研究はその両方にほとんど関心がない。というのも，GCC 分析は，グローバリゼーシ

ョンを二十世紀の後半になって初めてあらわれた特異な現象であると認識しているからで

ある。前節でみたように世界システム分析は，十六世紀の時点で既に国際的な分業体制が存

在しており，現在グローバリゼーションと呼ばれる現象はそれと同一視でき，本質的には新

しい現象ではないと認識していた。それに対して，GCC 研究のグローバリゼーションとは，

1970 年頃から始まるグローバルな経済統合の深化を意味している。ただしジェレフィ以降

のチェーン分析研究者にとって，経済統合の深化は世界システム分析のいう世界=経済にお

ける開放圧力が高まることのみを意味しているわけではない。そこには特異性が含まれて

おり，特に重要な役割を果たすのが，IT 技術や輸送システムの発展である。これらの二十

世紀後半に発展した技術によってオフショアコストが低下し，中間生産物の貿易が最終生

産物貿易に比して大きな割合を占めるようになり，これこそが過去には見られなかった現

代的な現象であると主張する。つまり GCC 分析は，グローバリゼーションを長期的な歴史

分析から相対化しようとする世界システム分析に対して，現代のグローバリゼーションが

いかに特異な構造を持っているかを主張するのである。以上により，GCC 研究はグローバ

リゼーションを現代特有の現象とし，それにより分析のタイムスパンを狭め，理論の一般化

を容易にしたといえる。上の時間性に関する両者の議論は，つきつめれば，グローバリゼー
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ションの本質を十六世紀以来の資本蓄積原理に求めるか，二十世紀の技術進歩の結果と捉

えるのかという「時代認識の転換」に還元できる。 

次に（２）の三層構造を GCC 研究がどのように取り扱っているかについて焦点を当てる

が，端的にいえば，こうした構造は GCC 研究において不在である。というのも，GCC 研究

への移行にしたがって研究対象が世界=経済という全体的なものから，特定の産業内でグロ

ーバルに結合した企業ネットワークへと移行したからである。これによって，GCC 研究は

非対称的な構造がいかに再生産されるのかという問題意識から離れ，個別的なアクターに

注目するようになった。この変化によって，単純化された分析ツールをもって部分的で個別

的な対象を描写することに研究の力点が移動した。膨大な実証研究、実地調査や事例研究が

なされるようになったのもこのためである。ここでの変化は、CC 分析が着目してきた構造

から個別的なアクターへの分析対象の転換といえる。 

最後に（３）の権力関係と分配問題に関して，世界システム分析と GCC 研究の差異につ

いて述べる。これまでみてきた（１）および（２）とは異なり，（３）についての問題意識

は GCC 研究への転換後も議論の対象となり続けている。GCC 研究において，権力関係およ

び分配問題が最も顕著にあらわれるのはガバナンス概念においてである。ガバナンス概念

は現在でも頻繁に言及される概念であるが，GCC 研究のコンテクストにおいては，Gereffi

（1994）で描写された，PDCC （Producer-Driven Commodity Chains）と BDCC（Buyer-Driven 

Commodity Chains）と呼ばれるガバナンス形態の区分が最も影響力があった3）。このガバナ

ンス概念において主導企業（lead firms）が直接商品を生産するか，それとも生産された商品

を購入するかという違いはあれど，一つのチェーンにおける主導企業とそれ以外の従属的

な企業との関係性に着目していることは共通しており，ガバナンス概念は権力関係と分配

に関する問題を取り上げているといえる。しかし，CC 分析が権力関係と分配関係にもつ問

題意識と，GCC 分析の権力関係と分配関係に関する問題意識を同一視することはできない。

まず権力関係については，CC 分析と GCC 分析との間に「対象の差異」が存在している。

CC 分析における権力分析は，三層の階層構造の関係や資本家-労働者関係を代表とする階級

関係の存在する構造のもとで，いかなる非対称性が作用しているのかに着目したものであ

った。一方で GCC 分析における権力に関する記述は，特定のチェーンにおける主導企業と

それに従う企業との関係性を主要な対象としている。さらにこの主導企業とそれに従う企

業の関係性は，競争圧力の押し付け合いという対抗的な関係性ではなく，主体間の契約関係

として記述される。次に分配問題については，CC 分析と GCC 分析との間に「目的の差異」

 
3） PDCC は資本集約的な耐久財産業，例えば自動車産業でよくみられるガバナンス形態とさ

れ，そこでは主導企業（lead firms） が自ら生産手段を保有しつつ，いくつかの子会社などを

含めた垂直的分業体制をコーディネートしながら生産を行う。他方，BDCC はアパレル産業な

どの軽工業に多くみられる形態をいう。この場合，主導企業は生産手段を直接保有せず，生産

工程は契約企業に委託し，自社はデザインや小売，ブランディングに従事することが典型的で

あるとされる。 
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が存在している。CC 分析が分配関係に配慮するのは，世界=経済において階層的構造を再

生産するメカニズムが存在していると考えるからであり，彼らはその階層的構造から生じ

る不等価交換を問題として取り上げているのである。しかし，GCC 研究では，一つのチェ

ーンの中でだれがどのようにして商品に価値を付与するか，そして分配するかを探求する

ことが目的となっている。したがって，GCC 研究において分配が取り扱われる場合，その

目的はチェーン全体での利潤の獲得を最大化するための最適な状態を描写することのみに

ある。この（３）に関する CC 分析と GCC 分析の二つの差異は，世界=経済という全体的な

経済システムにおける非対称的な構造を明らかにしようとするのか，一つのチェーンにお

ける生産と配分の効率性をいかに達成するかという分析目的の転換であるといえよう。 

ここまで，前節の世界システム分析の（１）から（３）の問題意識を軸に CC 分析から GCC

分析への転換を見てきた。これらの転換は，チェーン分析にいくつかの重要な結果をもたら

した。一つには，国際的な生産ネットワークを個別的に共時的に捉えることで，より具体的

で実証的なケーススタディが可能となったことである。この方面の研究は，貿易統計や国際

産業連関表などの統計データを用いる研究が盛んな一方で，より実際的なフィールドワー

クに基づく研究も多い。もう一つには，世界システム分析の一方のアップグレードが他方の

ダウングレードと繋がるという，開発に対するゼロサムゲーム的主張を否定し，むしろ GCC

が開発へ与える影響を積極的に肯定しようとするようになったことである。これは世界=経

済を全体的に見ようとする視点から，個別事例へと焦点を当てて生産工程を最適化しよう

とする視点への変化が大きく作用している。この個別主義的で進歩主義的な傾向は，ウォー

ラーステインら世界システム論者が ‘developmentalist illusion’ と呼んで批判を繰り返して

きたこととは対照的である。GCC が開発にとって正の効果をもたらすと考える進歩的な傾

向はますます強まり，GCC 研究が産業のアップグレードのための効率的な政策を提言する

までに至った。Gereffi and Korzeneiwicz（1994）以来 GCC 研究は，国際的分業体制の理解の

ためにチェーン分析が不可欠であるという点において CC 分析と同じ意識を持ちながらも，

理論に期待するものの差異から分析の枠組みは大きく変貌した。 

次項では，GCC 研究を批判的に検討し，より発展的な理論へと進化させた，GVC 研究に

ついて GCC との対比を用いて記述する。これによって GCC から GVC への移行が，CC か

らGCCへの転換と異なり，その分析的な枠組みそのものが組み替えられることはなく，GCC

分析では説明できなかった問題点を解消していく形での理論の修正および進化がなされた

ということが明らかになる。 

 

3.2 商品から価値へ：Global Value Chains 

ジェレフィらによる革新的な GCC 分析は，開発研究を中心に様々な分野に影響を与えた

が，同時に多くの批判も喚起した。この GCC に対する理論的，実証的批判に応えるため，

2000 年頃から GVC（Global Value Chains）という概念が GCC 分析をより洗練させた形で登

場した。本項では，この GCC 分析に寄せられたいくつかの批判の中から三点に絞り，その



11 

 

批判に応答する形で GVC 理論の概観を描写することにしよう。 

第一に，GCC 研究の中で批判が集まった概念として，ジェレフィの提起した PDCC/BDCC

の二分法的なガバナンスの類型があげられる。一方では，実証研究の中でこの二分法に適合

しない多様なガバナンス形態が存在するという指摘があり，他方では理論的にこの二分法

がいかなる条件で成立しているのかが不明であり，一面的な分類にすぎないという批判が

あった。こうした批判を受けて，国際経営学の研究を援用することでガバナンス理論を一般

化しようとした試みがなされた。それ以前の GCC 研究におけるガバナンス理論は，主導企

業が生産手段としての工場を自社で保有しているのか否かで分類されるという意味で，主

導企業に偏重した理論であった。現実には主導企業のタイプで二分されるよりはるかに多

様なガバナンス形態が存在し，主導企業とそれに従う企業との関係性としてガバナンスは

成立している。したがって，より多様なガバナンス形態を描写可能な枠組みが必要であった。

そうした中で GVC 分析におけるガバナンス理論の起点となった Gereffi et al.（2005）は，ガ

バナンス形態を決定する変数として三つの外生変数を与え，その強弱の組み合わせから五

つのガバナンスの類型を提示した。三つの外生変数はそれぞれ，（1）取引の複雑性，（2）情

報のコード化可能性，（3）サプライヤーの能力である。（1）と（2）が示すように，現代 GVC

分析におけるガバナンス理論は制度派経済学が重視する取引コストの理論に影響を受けて

おり，したがってガバナンス理論とは取引コストでもってグローバルな生産が組織され管

理されているのかを説明しようとする理論であるといえる（Bair, 2005）。これらの変数の強

弱の組み合わせで描写されるガバナンス形態は，主導企業の支配力が弱い順に，[1]市場型，

[2]モジュラー型，[3]関係（relational）型，[4]専従（captive）型，[5]階層（hierarchy）型に分

類される。[1]市場型のガバナンス形態は，主導企業とそれに従うサプライヤーが共にプラ

イステイカーとして平等な関係性の下で取引を行う状態を表している。対照的に[5]階層型

のガバナンス形態において，主導企業が自らに従うサプライヤーを垂直的に統合している

状態を指している。この両極端なガバナンス形態の間で，主導企業の支配力の程度から[2]

モジュラー型，[3]関係型，[4]専従型がそれぞれ区分される。[2]モジュラー型のガバナンス

形態においてサプライヤーは比較的主導企業から独立的であるが，相互の結びつきは持続

的である。これは中心的なサプライヤーが生産に関してユニークな能力を保持しているた

めである。[3]関係型では情報のコード化が困難であり，そのため主導企業とサプライヤー

は知識の共有を頻繁に行うようになる。[4]専従型においてサプライヤーは能力が低いため

に，主導企業からの支援がなければチェーンの一部分を担うことができない。これら五つの

分類を提起する新たなガバナンス理論は，現実のガバナンス形態に目を向けて分類を行う

だけでなく，いかなる要因によってガバナンス形態が決定されるのかを取引コストの観点

から一般的に説明しようとする点で革新的であった。 

第二に，上で示したようにガバナンス形態をより一般的に分類できるようになれば，特定

のガバナンス形態の中で，企業がいかなる行動をとることが望ましいのかという点が問題

となる。この望ましさへの変化はアップグレード（upgrading）というキーワードで表現され，
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現在に至るまで GVC 研究の中心的テーマであり，目的であり，さらにいえば規範であり続

けている。Humphrey and Schmitz（2000）による定義によれば，企業のアップグレードには

三つのパターンが存在している。第一は工程のアップグレード（process upgrading）で，こ

れは企業が現在担う工程の中で技術進歩や生産システムの再編成などによって効率性を上

げることを意味する。第二は製品のアップグレード（product upgrading）で，これは企業が

生産している商品よりも付加価値率の高い商品の生産へと変更することをいう。第三は機

能のアップグレード（functional upgrading）で，企業がチェーン内でより付加価値の高い工

程へとチェーン内で担う役割を変更ないし拡大することを意味する。Kaplinsky and Morris

（2001）ではこれらに加えて，第四のアップグレードの形態としてチェーンのアップグレー

ド（chain upgrading）を提示する。これは例えば台湾の企業がトランジスタラジオの生産か

ら，テレビモニターやノートパソコンなどより高い付加価値を期待できる産業へ移行した

ことのように，全く新しいチェーンへの移行を指している。この Humphrey and Schmitz（2000）

および Kaplisnky and Morris（2001）の定義したアップグレード概念は，現在の GVC 研究で

は一般的なものとなっており，これはシュンペーターが提起したイノベーション概念との

つながりを見出すことができる。 

シュンペーターは『経済発展の理論』において，イノベーション概念の五つのケースを次

のように提起している。一，新しい生産方法もしくは新しい産業組織形態の導入。二，新し

い財貨あるいは新しい品質の財貨の生産。三，原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得。

四，新しい販路の開拓。五，独占的地位の形成もしくは独占の打破。特に五を除く四つのケ

ースは，GVC 分析におけるアップグレードの四つのパターンにそれぞれ対応している。そ

の一方で，GVC 分析におけるアップグレード概念は，シュンペーターが強調したいくつか

の点を排除した単純化のもとに成立している概念であるともいえる。ここで，GVC 分析に

おけるアップグレード概念で無視されている点を二つあげておく。まず一点目は，イノベー

ションがもつ非連続的な性質についてである。シュンペーターによれば，生産のイノベーシ

ョンが達成されるとき，それは旧い生産システムに連続的に取って代わるのではなく，旧い

ものと並び立ってあらわれる。このことは，発展を主導する担当者が非連続であり，主導者

の社会的地位の向上は，他方で旧来の生産者の社会的地位の下落を付随することを意味し

ている。次いで二点目は，イノベーションの達成のための外部からの資金供給，つまりは金

融についてである。イノベーションの達成のためには，旧来の生産によって賄われる収益以

上の資金を必要とするため，貨幣あるいは貨幣代替物についての信用を求め，これでもって

イノベーションに必要となる生産手段を購入しなければならない。GVC 分析におけるアッ

プグレードは，これらのシュンペーターが考慮していたイノベーションに付随する要件を

捨象した単純化のもとで成立している。次にこのアップグレード概念が，GVC 分析の中で

いかなる形で応用されてきたかに視点を移そう。 

アップグレード概念が開発途上国の発展というGVC研究の一つの目標と適合的であると

されたことから，GVC 研究のコンテクストではアップグレードと経済発展を同一視するよ
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うになった。しかしこの視点は，GVC における途上国企業の位置しか考慮しておらず，ア

ップグレードの利得が途上国の労働者に適切に分配されているのか，アップグレードが途

上国の持続可能な社会の形成に積極的な効果をもたらしているのかなどは何も語らない。

Barrientos et al.（2011）はこうした従来のアップグレード概念の偏狭さを批判し，アップグ

レード概念を拡張する。これ以降，従来のアップグレードとして言及されるものは経済的ア

ップグレード（economic upgrading）として分類されるようになる。そして，彼らが新たに提

起したのが社会的アップグレード（social upgrading）である。この概念はアマルティア・セ

ンの潜在能力アプローチから強い影響を受けており，社会的主体としての労働者の権原が

改善することと定義される。経済的アップグレードが生産過程における付加価値を尺度と

していたのに対して，社会的アップグレードは労働者の福祉を尺度とすることで経済的ア

ップグレードとは異なる見解を提示できるようになった。社会的アップグレード概念の登

場以前は，経済的アップグレードの達成が至上目的とされ，その達成は企業を通して労働者

を含めたすべての人々の社会的厚生の向上をもたらすと暗黙裡に前提とされていた。しか

し社会的アップグレードについての研究が進むにつれて，経済的アップグレードと社会的

アップグレードが両立することはむしろ少なく，両者はある程度独立していることが明ら

かになった。Milberg and Winkler（2013）では経済的アップグレードを満たしたケースのな

かで社会的アップグレードを同時に達成した例は半数に過ぎないことが示された。また

Bernhardt and Pollack（2016）は，経済的アップグレードと社会的アップグレードが両立する

ケースが全体の 1/4 にすぎないことを明らかにした。これは，企業が賃金の切り下げや長時

間労働の強制によって生産コストを押し下げ，より多くの利潤を得ることが可能になると

いう，社会的アップグレードの可能性を切り崩し経済的アップグレードを果たすという戦

略が存在していることを意味している。 

ここまで，ガバナンス理論とアップグレード理論という現代 GVC 研究を象徴する二つの

概念がいかなる問題への応答として形成されてきたのか考察してきた。第三の批判への応

答として，GCC 研究と GVC 研究の字義的な差異，つまり商品（commodity）から価値（value）

への変化について述べる。ここまで記述してきたように，GVC 研究は国際経営学，取引コ

ストを重視する制度派経済学，シュンペーター的イノベーション概念，センの潜在能力アプ

ローチなど数多くの隣接分野からの影響を受けて形成されている。こうした従来の研究領

域の外部との交流のため，GVC 研究は専門用語の意味と用法との統一を求められることに

なった（Bair, 2009）。そこで問題となったのは，商品（commodities）という用語の曖昧さで

ある。商品には，生産要素，生産物，さらにサービスといった多様な意味が包含されている。

商品生産の過程をより詳細に区分して考察を試みる GVC 研究において，商品概念がひろい

意味を持つとこれらの区分が曖昧になり不都合であった。そこで生産の過程全体を、経済的

レントを共通の尺度として記述するようになる。この経済的レントこそが価値（value）であ

り，この価値は利潤率や労働者の技術を内生変数とした貨幣で表現される尺度である。これ

以後，価格に還元される価値がどの工程で多く付与されているか（付加価値: value added）
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についての調査が様々な産業，もしくはより個別的な製品を対象になされている。現在の

GVC 研究は，これらの付加価値に関する実証研究と，ガバナンスやアップグレードに関す

る理論とを組み合わせ，企業，産業および国家の発展戦略を提供することがトレンドとなっ

ている。 

現在広く GVC 研究が提供する途上国の発展のために提示する戦略に共通している点は，

いかにして高い付加価値を生産において付与しアップグレードを達成するのかという点で

あり，議論の始点からチェーンへの参加が大前提となっている。これは CC 研究で，例えば

Arrighi and Drangel（1986）がチェーンにおけるアップグレードは世界=経済全体で見ればダ

ウングレードを伴うゼロサムゲームに過ぎないと主張したこととは対照的である。こうし

た GVC 研究が途上国に提示する発展戦略は，国境を開放しグローバルに広がるネットワー

クをより強固なものにしようとする政策と共通し，自由主義的な政策を推し進めるための

ツールとして国際機関でひろく利用されるようになった（Fernández, 2015）。 

本節では，GCC 分析と GVC 分析について，CC 分析を対置しながらそれぞれの差異，そ

して各分析の背後にある世界経済への認識の差異に注目して議論を展開してきた。上で明

らかにしたことは，CC 分析から GCC 分析への転換には世界経済そのものに対する認識，

分析における前提条件といった根源的な部分の変更があったこと。その一方で，GCC 分析

から GVC 分析への移行は，GCC 分析が転換した世界経済についての認識そして前提条件

を引き継いだうえで，いくつかの概念や方法論を修正し洗練したものだということである。 

 

4. GVC 分析と新・南北問題 

本稿ではこれまで，チェーン分析が CC から GCC，GVC の順にいかなる変遷を辿り，現

在に至ったかを描写してきた。ジェレフィを中心とした論者たちが，CC 分析の世界システ

ム分析的な諸前提を転換することで，チェーン研究を一つの独立した理論的な研究領域と

して確立した貢献は絶大なものがある。このことを認めたうえで，本節では，現代の GVC

研究が抱く問題意識を確認する。その後，この問題意識へのアプローチとして，転換後のチ

ェーン分析の諸前提にダイナミックな構造を導入することが有用であることを示す。 

一般に開発に関する政策決定の文脈で，GVC への参加はその関係者すべてに潜在的に利

潤をもたらすため，GVC への参入と環境に適応するための制度改革が経済発展にとって重

要であるとされてきた。しかし現代世界の政治・経済情勢が示すのは，GVC がますます拡

大していくことから先進国と途上国の間に緊張関係が生じるということであり，GVC への

参加と内部での競争による価値の創出という楽観的なストーリーが普遍的ではないという

ことである。この緊張関係を Baldwin, Ito, and Sato（2014）がパラドキシカルな懸念として

端的に提示している。（１）先進国において低スキル・低賃金の雇用が途上国へ流出する，

そして（２）途上国においてアップグレードの可能性が先進国によってブロックされてしま

うという懸念である。つまり，北での産業空洞化問題と南における従属理論的問題という古

色蒼然たる問題を指しており，現代においてこれが再燃しているという。この相異なる懸念
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に由来する先進国と途上国との緊張関係を，猪俣（2019）にしたがって「新・南北問題」と

呼ぶことにしよう。 

新・南北問題に対して，GVC 研究は問題を細分化し，それぞれの問題の解消する条件を

探求してきた。まずは（１）北の産業空洞化問題に関する研究を取り上げよう。オフショア

の進展が先進国の労働市場にいかなる影響を与えうるのかを，最も洗練したモデルで提示

したのは Grossman and Rossi-Hansberg（2008）である。タスクの貿易という概念を提起した

このモデルは，オフショアの進展によって三つの効果が先進国内の労働者にもたらされ，そ

の組み合わせよって賃金が決定するとされている。この三つの効果とは，生産性効果，相対

価格効果，労働供給効果であり，生産性効果が労働者の賃金にポジティヴに作用し，対照的

に相対価格効果と労働供給効果はネガティヴに作用する。しかたがって，Grossman and Rossi-

Hansberg（2008）の重要な帰結は，生産性効果が十分に大きければオフショアは先進国全体

の経済厚生を向上させうるという点にある。 

次いで（２）南のアップグレードがブロックされてしまうという懸念に移ろう。GVC 研

究においてこの懸念はサプライチェーンのガバナンスに関する問題として扱われることに

なる。サプライチェーンのガバナンスは主に取引コスト理論によって説明されてきた。前節

で言及したように，Gereffi et al.（2005）において提示されたガバナンスの類型もこのアプロ

ーチの流れをくむものである。ジェレフィらが取引コストアプローチによってガバナンス

を類型化したのであれば，それを利用して精緻なモデルとして構築したのは Antràs（2003）

であり，不完全競争下の貿易モデルに不完備契約に基づく企業論を導入することによって，

南の企業がアップグレードを達成するための戦略が開かれたものになった。不完備契約を

用いた研究が示唆することは，従属理論が主張するような南の途上国は常に北に収奪され，

発展の余地がないという帰結への反論となっている。 

以上，新・南北問題に対する GVC 研究からの応答として強い影響力を持つ理論枠組みを

概観した。現在，これらの理論枠組みに則して多くの実証研究が行われており，これが GVC

研究の主流をなしているといってよかろう。しかし，本稿では再び理論枠組みに着目して，

現代 GVC 分析が新・南北問題へのアプローチとして瑕疵ある方法論だということを示した

い。 

現代 GVC 研究に寄せられる批判のうち有効と思われる批判には共通点がある。それは，

分析対象が企業偏重で，分析視角が狭隘だという批判である。前節で示したように，GVC 分

析はその分析対象を世界システムという極めて大きな構造から，産業もしくは企業へと変

更したことによって，詳細な定量分析を可能にした。しかしながら，この変更は同時に，企

業レベルでのアップグレードをより大きな単位でのアップグレード，例えば途上国の発展，

そして世界経済の発展へと接続できるのかという難問に突き当たってしまう。つまり部分

的な事象をかき集めることで全体を描写しえるのかという問題が浮かび上がる。GVC 研究

は対象を細分化し一つのチェーン内で完結する分析であるがゆえに，あるサプライチェー

ン内のアップグレードがその外部にいかなる影響を及ぼすのかについては関心を示さない。
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この批判は，Gereffi et al.（2005）のようなガバナンスの類型化，タスクの貿易という新たな

領域を切り開いた Grossman and Rossi-Hansberg（2008），不完備契約に着目しオフショアに

関する企業行動の分析に多大な貢献をなした Antràs（2003）のいずれにも当てはまるもので

ある。これらの研究を軸にした GVC 分析は，独立した主体が所与の関係性の中で，それぞ

れの主体にとって最適な戦略を選択するというモデルを採用している。ここにおいて，モデ

ルを成立せしめている構造はすべて外生的な仮定として扱われ，構造そのものがいかに再

生産ないし解体していくのかということへ言及することが不可能になった。これこそが，

CC 分析から GCC/GVC 分析への転換がなされたときに捨て去った分析視角であった。 

新・南北問題は極めて巨大なスケールの問題であり，かつ南北間の構造的な問題でもある。

そうした問題へのアプローチとして現代 GVC 分析は，分析対象をサプライチェーン内の競

争に限定し，分析主体の布置を規定する構造を所与として扱うという点から不適格である。

GVC 分析が新・南北問題を取り扱うにあたって必要となることは，CC 分析に立ち返り，サ

プライチェーン外部を考慮した全体論的な視角を取り戻すことにあるだろう。それは例え

ば，南北関係を動的な構造としてとらえることであり，多くの国際貿易モデルに欠けている

失業の効果を考慮することであり，主導企業の独占力を認識することであり，主導企業が利

潤をいかに配分するのかを踏まえて分析を行うことである。以下ではこれらによって新・南

北問題に関して新たな知見が得られることを示そう。 

Milberg and Winkler（2013）が，転換後の GVC 研究を踏まえたうえで 2008 年の金融危機

後の情勢を勘案したポスト・ケインジアン的構造主義マクロ経済学を援用したモデルを提

示しており，構造を前提として導入したGVC研究のベンチマークとして重要な研究である。

彼らはサプライチェーンの背後に市場構造の内生的な非対称性が存在しているとして，従

来の GVC 研究とはかなり異なったモデルを提示している。この非対称性は，南に多数存在

するサプライヤーが競争環境に置かれている一方で，北に存在する主導企業は買い手寡占

の地位にあり，高いマークアップを維持できる価格決定力を保持しているという構造のこ

とを指している。また，この構造は非対称的な関係性を維持し高いマークアップを確保しよ

うとする主導企業の戦略によって再生産されうるものであり，競争プロセスの結果である

とする点にこのモデルの独自性があらわれている。 

非対称な構造を導入したモデルにおいて，先の新・南北問題はどのように説明されるだろ

うか。まず（１）北の雇用がオフショアにより南に流出し雇用状況が悪化するという懸念を

考えよう。Grossman and Rossi-Hansberg（2008）が，生産性効果が十分に高ければむしろオ

フショアによって北の雇用状況が改善されると述べたことはすでに見たが，対照的に短期

的な失業を勘案したミルバーグらのモデルでは，オフショアの進展は生産性効果を弱め，北

の労働者の交渉力を低下させ，結果的に雇用状況の悪化という第一の懸念が現実化される。 

オフショアの進展が北の労働者の交渉力にネガティヴな影響を与えるメカニズムについ

てもう少し詳しく見よう。オフショアが国内の労働需要の増減にいかなる影響を与えるか

は不明瞭である。その一方で，オフショアの拡大が労働の代替可能性を高めるという結果は，
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Acemoglu and Autor（2011）などで得られている。労働力を国内外で代替可能になることは

雇用する企業側の戦略がそれ以前よりも多くなることを意味している。例えば，国内で労働

者がより高い賃金を要求すれば，生産拠点を国外へ移すことで従来の企業活動を展開でき

る。このとき，企業側は国内の労働者に国外移転という戦略でもって脅しをかけることが可

能になり，支払わねばならない賃金をより低く抑えることが可能になる。つまりオフショア

の進展による労働の代替可能性が高まることは，オフショア可能なタスクに従事する労働

者が過剰になることを意味しており，そこでは企業利潤の上昇の一方で賃金の低下，労働環

境の悪化，失業があらわれる （Rodrik, 1999; Burk and Epstein, 2001）。Sung et al. （2020）は，

オフショアの進展と，企業の総収入のうち労働者の分け前である賃金分配率が低下し企業

の利潤分配率が上昇していることを実証的に示している。さらに企業は手にした利潤を，国

内の投資よりむしろ安価な賃金に引き付けられて国外投資へ，もしくは高い利回りの得ら

れる金融資産への投機へと振り分ける傾向にある（Milberg and Winkler, 2013）。以上のこと

から，失業の存在や外国労働との代替可能性を含めて労使間の交渉を考慮した時，Grossman 

and Rossi-Hansberg（2008）がいうところの生産性効果による労働配分にたいする正の効果を

縮減してしまう。この一連のプロセスによって，北の雇用状況の悪化という一つ目の懸念は

現実化されうる。 

同様に，（２）南のサプライチェーンのアップグレードがブロックされるという懸念を考

えよう。前述のとおり Antràs（2003）の不完備契約モデルは，アップグレードのための企業

戦略の選択肢が南のサプライヤー企業にも開かれたものであり，所与の構造の下でも南に

も発展可能性があることを示した。しかし，非対称的な構造を前提としたとき，やはり懸念

それ自体と等しい結論が導出される。これは北の主導企業は買い手寡占の立場を利用して，

南に多数存在するサプライヤーからより安いオファーが選択可能となり，結果としてより

高いマークアップを確保できる一方で，南のサプライヤーは相対的に過酷な価格競争に晒

される。加えて，企業理論から主導企業は高いマークアップを維持するための戦略として，

サプライヤー間の競争を誘発させ，またより高い付加価値率のタスクへの参入障壁を設け，

技術のシェアリングを必要最低限に限定し独占しようとする。Durand and Milberg（2020）

は，この非対称性を再生産しようとする主導企業の傾向を知的財産の独占という観点に絞

って論じている。こうした分析から明らかになることは，先進国と新興国との間の貿易摩擦

は，先進国の主導企業が保有する，知財に代表される買い手寡占状態を維持するためのコ

ア・コンピタンスを新興国によって掘り崩されそうになった時の抵抗のあらわれと捉える

こともできるということである。いずれにせよここでの要点は，取引コスト理論およびそれ

を引き継いだ理論が所与としてきた構造それ自体が，主導企業が自らの独占的な地位を維

持し，より高いマークアップを確保するために利用され，そしてより強固なものとして再構

築されうるものだということである。 

以上，非対称的な構造を導入した GVC モデルが示唆することは，新・南北問題と呼んで

きたパラドキシカルな懸念が必ずしもパラドキシカルではないということである。つまり，
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主導企業とその周辺のみが独占的にオフショアの利潤を得ており，それ以外の北の労働者

は南の安価な労働者との競争に晒されることで雇用状況が悪化し，南もまた北の労働者と

代替可能なタスクのみが与えられ，主導企業が設けた高い参入障壁によってアップグレー

ドの可能性が限定されてしまうという，二つの懸念を合わせたもの全体がサプライチェー

ンでつながれた経済の抱えるジレンマであるということである。 

現代 GVC 分析は分析対象を個別的なものに細分化し，その対象が位置する構造を所与と

することで洗練されたモデルを構築してきた。それゆえ，この理論モデルは，一定の範囲を

持った領域，例えば国という単位の経済発展についての含意を厳密には持たない。あくまで

も個別的なサプライチェーンを対象とした部分的な議論に終始しており，その含意は特定

の産業ないし企業戦略という範囲にとどまる。そのため，CC 分析の文脈から Brewer（2011）

が指摘したような，個別のアップグレードと全体の所得水準の改善とが両立しないという

パラドックスについては GVC 研究の中心議題になりえなかった。しかしながら，2008 年の

金融危機を経て先進国を中心に経済成長のトレンドが危機以前の水準に戻らない長期停滞

の状態にある中で，新・南北問題のようなより大きなスケールの問題に注目が集まりつつあ

るならば，GVC 分析もまた従来的な個別研究に加えて，Milberg and Winkler（2013）がおこ

なったように非対称的な構造という前提条件から新・南北問題にアプローチする方法論を

手にする必要があるだろう。Rodrik（2015）が述べるように，異なる前提条件を基にした理

論モデルをより多く手にすることが GVC 研究においても重要になるであろう。 

 

5. 結論 

本稿では，現在の国際経済学や開発研究に大きな影響を与える GVC と呼ばれる方法論に

焦点を当てて，大きく二つのことを明らかにした。第一に，GVC の理論的な変遷には，一

つの大きな転換点が存在しているということである。加えてこの転換は，進化論的発展を意

味するものではなく，優劣をつけることが難しい時代認識，分析対象，分析目的の転換であ

った。これを明示するため，Hopkins and Wallerstein（1977）で提起された CC 分析を起点に

して，その後 GCC 分析を経て現在よく知られる GVC 分析として成立するまでの経過を描

写した。この点で本稿は，近年の GVC 研究の精緻なサーベイである Inomata（2017）が，主

に国際貿易理論との接地点から GVC 分析を概観したのとは異なる視点から GVC 分析を相

対化することができた。結果として，CC/GCC/GVC の順の変遷からは，CC と GCC の間で

モデルの前提条件に関連する大きな転換があったこと，GCC と GVC の間には転換ではな

く批判に対する修正であったことを示した。 

第二に，新・南北問題と呼ばれる問題とそれに対する現代 GVC 分析の取り組みとを概観

し，転換後の GVC 分析がこうした大きなスケールの問題を扱う方法論としては瑕疵あるこ

とを明らかにした。現代 GVC 分析は新・南北問題を細分化し，個々別々に緻密な議論を繰

り広げてきたが，それらはいずれも問題そのもののスケールに比してミクロ的な取り組み

であった。そのため，現代 GVC 分析は新・南北問題に対して部分でもって全体を説明しよ
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うとする取り組みであると評価せざるを得ない。したがって，新・南北問題を取り扱うにあ

たって GVC 研究は，CC 分析からの転換時に放棄された分析視角を認識し，そこから再度

全体論的な取り組みを進める必要がある。 
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第 2 章 ヘゲモニーと GVC における企業の社会的責任 

 

1. はじめに 

2000 年に採択された MDGs から 2015 年の SDGs へと変化し、途上国の開発を促進するとい

う視点から、社会的包摂という観点が重要視されるようになった。SDGs の浸透は、企業に

たいして corporate social responsibility（以下、CSR） への取り組みを強化するインセンティ

ブを強めた。企業側からの CSR への関心もますます高くなり、グローバル・ノース の多く

の企業がさまざまな取り組みを掲げ、実践している。同様に 2000 年頃から、アウトソーシ

ングが盛んになり、財の貿易からタスクの貿易へと、国際貿易の在り方が大きく変化し

(Grossman and Rossi-Hansberg, 2008)、結果として、価値の創出と地理的な立地とが断絶する

ようになった(Levy, 2005)。それゆえ、CSR について考察するにあたり、グローバルな経済

構造が CSR の形成にいかなる影響を与えているのか、そして CSR は関連する各主体にいか

なる影響をもたらすかという、グローバリゼーション下での CSR の形式とその作用を分析

することが重要である。しかしながら、これまでの多くの CSR 研究は、企業がなぜ CSR を

選択するか、そしてその内容と結果に焦点を当てており、CSR の形式と作用についてはこ

れまで十分に研究されてきたとはいえない。 

CSR にかかわる企業の意思決定については、Campbell (2006)が制度論の観点から、より強

力な政治による規制や業界内の自主規制などに対峙した時、企業は社会的な責任ある行動

をとりやすいとして、企業の意思決定と制度のかかわりについて言及している。また、この

分野でもっとも影響力のある Porter and Kramer (2011)は、Creating Shared Value（以下、CSV）

という概念によって、CSR と企業の意思決定に関して重要な解釈を与えている。彼らによ

れば、企業業務に直接かかわらない慈善事業としての CSR と異なり、CSV においては、企

業の業務に直接かかわる領域で社会的な価値を確保することで、企業が競争優位を獲得で

き、企業価値と社会的価値の両方を高めることができるとする。つまり、企業の戦略として、

社会的価値に配慮することが総合的に合理的選択であるとし、企業が CSV として社会的な

行動を実践する理由についての説明をおこなっている。また、Farache and Perks (2010)は、

正当性理論(legitimacy theory)の観点から、企業が CSR を公表し、企業活動の社会性・倫理性

を人々に認めてもらうことを通して、社会における正当性を確保することができていると

主張する。 

CSR の内容については、さまざまな地域、国、業界、企業を対象として、多様な研究がな

されている。例えば、Chapple and Moon (2005)は七つのアジア諸国を対象に、50 の企業の

CSR について、そのウェヴサイトの分析をおこない、各国で CSR の内容に差異があること

を示した。Doh and Guay (2006)および Matten and Moon (2008)は、制度理論を用いながら、ア

メリカ合衆国とヨーロッパにおける CSR の比較分析をおこない、CSR がグローバルに展開

する一方で、両地域の CSR は、制度や政治的正当性によって差異が持続すると主張してい
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る。また、Chen and Bouvain (2009)はアメリカ合衆国、イギリス、オーストラリアそしてド

イツの四カ国の大手企業の CSR についてのテキスト分析をおこない、CSR の内容が自然環

境と労働者にかかわる特定の領域に偏っていることを示した。Witt and Redding (2012)は、ア

メリカ合衆国、ドイツ、香港、日本、韓国の五カ国の経営幹部（senior executives）を対象と

した調査によって、どのように企業が社会貢献をするかについて、それぞれが異なった意見

を持っていることを明らかにした。ほかに、2013 年のバングラディシュで発生した Rana 

Plaza 崩落事故を起点にして、労働規制を中心とした CSR 活動がいかなる進展を見せたかに

ついても多数の研究がある（Reinecke and Donaghey, 2015; Sinkovics et al., 2016; Donaghey and 

Reinecke, 2018; Schuessler et al., 2019; Bair et al., 2020）。 

これらの研究は、企業がなぜ CSR をおこなうかという意思決定の理由と、各企業の CSR

の文言がいかなる社会問題を重視しているか、その問題を解決するために実際にいかなる

取り組みが行われているかという CSR の内容に注目し、それなりに説得的な議論をおこな

っている。しかしながら、これらはいずれも企業の内部に注目しているため、その外部にあ

たるグローバルな政治経済構造をすべて外生的なものとして扱っている。したがって、既存

の多くの CSR 研究からは、いかに CSR の形式とグローバルな経済構造とが相互に影響して

いるのか、CSR 活動を通して主体間の関係性がいかなる変化を見せるのかという関係的で

ダイナミックな視点が欠落している。 

本稿では、グローバル経済構造について記述するために、GVC（Global value chain）とい

う分析視角を導入する。GVC とは一つの商品がデザインされ、生産され、最終的に販売さ

れるまでの一連のユニットのことであり、この生産過程にかかわる主体間での価値の創出

と分配、あるいはガバナンス形態を分析するのに役立つ(Milberg and Winkler, 2013; Ponte et 

al., 2019)。特に、Levy (2008)が従来の GVC 研究に、イタリアの思想家であるアントニオ・

グラムシのヘゲモニー概念を導入したことは重要である。ヘゲモニー概念を通して、社会を

不安定で変動する均衡として認識し、より連続的でダイナミックな視点でとらえること、そ

して GVC における主体間の関係性を政治的争議（political contestation）として捉えなおすこ

とを可能にした。これによって、それ以前の定性的な GVC 研究とは異なり、GVC にかかわ

る主体間で巨大な多国籍企業であるリード企業のみが支配的な地位を築き、そしてその支

配力を GVC における活動を通してより強化していく（そして、一部の特定の主体がますま

す抑圧されていく）というダイナミックなプロセスを内生的に議論できるようになった。こ

のヘゲモニー概念を GVC 分析に導入するという Levy のアイデアを継承し、GVC における

CSR の分析へと応用しようとしたのが Bair and Palpacuer (2015)である。彼女らは、一方で、

GVC における CSR がリード企業の支配力を維持するために利用されていること、また他方

で、CSR をめぐってヘゲモニー闘争が継起的におこなわれることによって、CSR もまた繰

り返し開発、評価、批判され修正されていくことを明らかにした。つまり、GVC における

CSR は、既存の支配関係を固定化し強化するツールである一方、ヘゲモニー空間が開かれ

た場であることによって、CSR それ自体は絶え間ない変革の要請に晒されるという多面性
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を持つということである。 

しかし、GVC における CSR がすべての主体にとって開かれたものとして機能していると

いえるだろうか。GVC における CSR について批判をおこない、その内容や実践にたいして

変更を要求できる主体に偏りはないだろうか。変更を要求する発言力を持たない脆弱な主

体はいないだろうか。Ponte and Gibbon (2005)によれば、複雑な情報を標準化およびコード

化することによって、ますます買い手であるリード企業主導で GVC のガバナンスがなされ

る傾向がある。また Nadvi (2008)は、情報のコード化が進むことによって、リード企業はチ

ェーンを標準化し調整コストを抑えることができるが、多くの途上国は GVC において「基

準を受け入れる主体」にとどまり、「基準を定める主体」になりえていないことを明らかに

している。こうしたチェーン内のグローバル・ノースのリード企業とグローバル・サウスと

の非対称性は、生産の調整に限らず、CSR についてもアナロジーとして読み取ることがで

きる。当然ながら、こうしたリード企業主導で決定される CSR は、グローバル・サウスの

主体にとっても開かれたものでなければ、それは南の労働条件や自然環境の改善にたいし

てほとんど無意味である(Nadvi, 2008; Strambach and Surmeier, 2013)。しかし、Fransen(2012)

や Ponte and Cheyns(2013)によれば、CSR が南の声を反映させ、その政治経済や文化の独自

性を織り込んだものであることはめったにない。むしろ、Khan and Lund-Thomsen(2011)によ

るパキスタンでの実地調査では、リード企業主導の CSR がグローバル・サウスの慣習を破

壊し、経済的かつ文化的な帝国主義としてネガティヴに作用していることすら示されてい

る。 

以上の諸先行研究は、個別的なバリューチェーンについて、実地調査やアンケート調査な

どを組み合わせて詳細な実証分析をおこなっており、そこから GVC における CSR につい

て次のような stylized facts を提示することができるだろう。GVC における CSR がしばしば

グローバル・ノースの決定にあまりに強い影響を受け、グローバル・サウスの声がほとんど

反映されておらず、そのために、CSR が実質的な効果を持たない、むしろサウスの状況を悪

化させることもあり、現行の CSR はしばしばチェーン内のガバナンスにおいて存在する南

北の非対称性を強化させうる(Lund-Thomsen and Lindgreen, 2014)。 

本研究の目的は、実証研究を通して明らかになった定型化された事実をフォローしつつ、

これらを成立せしめるグローバルな経済構造をシンプルな形でモデル化すること、そして

GVC における CSR が持ちうるダイナミックな影響力が各主体の関係性にいかなる影響を

与えるかについて、グラムシのヘゲモニー概念を用いて描写することにある。これによって、

これまで蓄積されてきた多くの個別的な実証研究について共通の理論のもとで解釈するこ

と、一貫した論理を与えることができるようになり、GVC における CSR にかかわる際のベ

ンチマークを提供できる。そのために、第二節では、モデルの要素として、GVC における

CSR にかかわる主体を定義づけ、その特徴を確認する。第三節では、要素として導入した各

主体の関係性を区別して記述し、それぞれについてヘゲモニー概念による解釈をおこなう。

第四節では、これらの関係性を一つのモデルとしてまとめ、GVC における CSR の構造につ
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いて図示する。また、GVC における CSR が抱える問題点についてもモデルにもとづいて改

めて整理する。第五節は結論であり、いくつかの今後の研究に向けた展望を提示した。 

 

2. GVC において CSR にかかわる主体 

本節では、グローバルな経済構造を可能な限り単純化し、そこでの CSR の決定と実行にか

かわる三つの主体について記述する。これは、つづく第三節において、CSR にかかわる場で

の各主体間の関係性について抽象化し、その解釈をおこなうための基本的な要素となる。 

本研究では、ますます細分化する国際分業体制を GVC というユニットでとらえることに

する。この GVC は単純化すれば次の二つの主体から構成されている。第一の主体は、先進

国において、消費市場において自社ブランドの商品を販売するリード企業であり、第二の主

体は、リード企業からのアウトソーシングを請け負うサプライヤーである。それに加えて、

GVC の終点である消費市場において、それぞれの商品を評価し購買する消費者が存在して

いる。 

 

2.1. リード企業 

リード企業は、その名の通り、GVC 全体のガバナンスを引き受け、チェーン内の生産の調

整から分配に至るまで、その活動全体について大きな影響力を持つ主導的な主体である。こ

のリード企業は、GVC の拡大と深化のなかで、自らが生産過程の中で担うタスクを、デザ

イン・マーケティング・ファイナンスといった付加価値率が高く、コア・コンピタンスが発

揮される領域に集中させる一方で、製造・組立といった国外労働（特に発展途上国の労働）

への代替可能性が高く、付加価値率の低いタスクをますますアウトソーシングする傾向を

もつ。このことは、リード企業は経済活動を通して得られた利潤を、生産拡大のための設備

投資ではなく、コア・コンピタンスにかかわるタスクの参入障壁を高め、自社のブランド化

を促進することに振り向けていることを意味する。リード企業は知的独占によって、チェー

ン内で強力な影響力を行使することができる(Durand and Milberg, 2020)。 

リード企業は、チェーン内において、付加価値率の高いコア・コンピタンスにかかわるタ

スクを掌握することで、確固たる主導的地位を堅持する一方で、消費市場においては他のリ

ード企業との市場競争に晒されている。そのため、自社の市場シェアを拡大させるためには、

市場価格の制約の中で、他社の類似商品から差別化することが必要となる。こうした競争的

制約のもとで、リード企業は GVC のつながりを利用してより大きな利潤を追求することに

なる。 

グローバル・ノースにおいて、GVC の拡大と並行して、利潤分配率が上昇（労働分配率

が低下）し続けていることが実証的に知られており(Milberg and Winkler, 2013; Karabarbounis 

and Neiman, 2014)、さらに Autor et al. (2020)によれば、このトレンドにはスーパースター企

業の登場が強く影響しているという。しかし、マクロ的な利潤分配率の上昇をもたらすほど

のリード企業（superstar firms）の巨大な利潤は、消費市場の独占によって商品価格を釣り上
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げることによるのではない。そうではなく、対外的にサプライヤーからの買い付け価格を低

く保つこと、対内的に国外労働との代替可能性が高まることから生じる威嚇効果を利用し

て国内賃金の上昇を抑えることによるのである。つまり、リード企業の利潤の源泉は、GVC

において特徴的な構造を利用したコスト・コントロールにある(Rodrik, 1999; Burke and 

Epstein, 2001; Pariboni and Tridico, 2019)。 

本稿の主題となる CSR は、上記のコスト・コントロールの末に市場で販売される商品を

差別化し、市場における企業ブランドの正当性を確保するための一つの競争戦略として機

能する (Farache and Perks, 2010; Porter and Kramer, 2011)。実際に、偶発的な事故によって傷

ついた企業の社会性や倫理性を回復させ、正当化するためのツールとして、CSR が利用さ

れている(Vourvashis et al., 2016)。特に、GVC における CSR を考えるときには、その対象範

囲は、コアとなるリード企業のみならず、チェーン内のさまざまな国や地域に分散したサプ

ライヤーに及ぶ。例えば、2013 年にバングラディシュで発生した Rana Plaza 崩落事故を機

に、先進国のアパレルブランドは、自社の CSR として、チェーン内の待遇改善や環境の整

備に尽力し、バングラディシュ労働者の安全と健康を高めることを目標として掲げるよう

になった(Schuessler et al., 2019)。 

リード企業はこうしたチェーン全体の状況を踏まえたうえで、CSR を最終的に決定する

役割を果たす。このとき、いかなる内容を重視した CSR を選択するかは、個々のリード企

業の独自性——消費者層、スポンサー、そして企業のアイデンティティや哲学——が反映されて

おり、多様である(Reanecke et al. 2012)。また、リード企業は、GVC における CSR の最終決

定主体であると同時に、CSR の内容を途上国のサプライヤーへ履行するように要求する主

体であり、そして CSR の内容が遵守されているかの監視をおこなう主体でもあり、CSR が

遵守されていなかった際にサプライヤーへの勧告および指導をおこなう主体でもあり、そ

して CSR の内容を遵守せず、改善勧告にも耳を傾けないようなサプライヤーをチェーンか

ら排除する権限をもった主体でもある。つまるところ、リード企業は、CSR にかかわるこれ

らのプロセスに携わることで、CSR 活動を一つの指標として利用しつつ GVC 全体をマネジ

メントしているといえる。 

 

2.2. サプライヤー 

リード企業は、GVC についてのガバナンスをおこない、デザインやマーケティングといっ

たタスク担う主体であるが、その他の製造や組立といった代替可能性が高く付加価値率の

低いタスクはアウトソーシングされ、それを担う主体はサプライヤーとよばれる。1990 年

代以降、IT 技術の急速な進歩も手伝って、リード企業は自国内のみならず、国外、特に賃金

の安い発展途上国からもサプライヤーを探し出し、アウトソーシングすることが可能にな

ったことでサプライチェーンはますますグローバルに展開されている。それ以前は、一国内

でリード企業とサプライヤーの完結した生産過程が成立していたが、サプライヤーの担う

タスクに限って他の地域のサプライヤーと取り換え可能となったため、サプライヤーは他
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のサプライヤーとの激しい競争関係に晒されるようになった。こうしたサプライヤー間で

の競争が激しくなる一方で、リード企業は、サプライヤーに対して相対的に少数であり、多

数の競争的なサプライヤーを選択可能な立場にある(Milberg and Winkler, 2013)。多くの途上

国が国際的な貿易体制に参加すればするほど、リード企業はサプライヤーに対して寡占的

な地位を強化することができ、チェーン内のリード企業とサプライヤーとの非対称性は拡

大していく。 

このリード企業とサプライヤー間の非対称性は、サプライヤーの CSR へのかかわり方に

もアナロジカルな影響を及ぼしている。サプライヤーは、リード企業が決定した CSR の内

容に適う経済活動を一方的に要求される。この CSR の内容についてサプライヤーが議論を

提起するようなことはない。競争的で多数存在するサプライヤーは、リード企業にとって代

替が比較的容易な存在であり、一部のサプライヤーと CSR の内容について熟議し、再検討

をおこなうよりも、既に決定した CSR の内容に適したサプライヤーへと取り換えるコスト

のほうが小さい。そのため、サプライヤーはリード企業からの CSR に関する要求に対して

抗議することは少なく、むしろ自らコストを支払い、その要求を満たす努力する。 

既に紹介したように、Khan and Lund-Thomsen (2011)は、かかる CSR にかかわる非対称的

な状況を指して「帝国主義としての CSR（CSR as imperialism）」と呼び、CSR が発展途上国

のサプライヤーに大きな負担を強いていると、パキスタンでの実地調査の結果を踏まえて

示している。Lund-Thomsen (2020)は、リード企業の競争戦略としてではなく、サプライヤー

へ及ぼす影響に主眼を置き、GVC における CSR について分析することの重要性を強調して

いる。CSR について GVC というフレームで批判的に考察する端緒を開いた Levy (2008)お

よび Bari and Palpacuer(2015)もまた、同様の非対称性に注目し、GVC を政治的争議の場とし

て描写することによって、CSR について従来の研究とは異なった解釈に達している。これ

らの研究は、GVC におけるリード企業とサプライヤーの非対称的な構造が、CSR にかかわ

ることのリターンとコストの配分にも決定的な影響を与え、CSR を通してこの非対称構造

が維持もしくは強化されてしまうことを示している。これらの研究が含意する CSR につい

ての批判的視角は、我々の CSR 解釈にも重要な影響を与えている。 

 

2.3. 消費者 

最後に、さまざまなリード企業のブランドを冠した各商品について、消費市場において評価

し、購入の意思決定をおこなう消費者が存在する。彼（女）らは、商品の評価をその商品自

体のクオリティーにおいてのみおこない、消費するのではない(Baudrillard, 1970)。同じクオ

リティーの商品から選択する際に重要になることは、他の商品といかなる差別化がなされ

ているかであり、その一つの尺度となりうるのが、各リード企業が独自性をもって取り組む

CSR である。ここでリード企業が CSR を用いて商品の差別化をおこなうにあたり重要なこ

とは、消費者には消費を通して自らの倫理性を実現しようとする傾向があるということで

ある。こうした消費は一般的に倫理的消費と定義される。倫理的消費は、（１）自らの効用
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を倫理的な選好にもとづいた特異なタイプの消費者による消費として位置付ける立場

(Vitell etal., 2001)、（２）自らの政治的な主張を消費によって実現しようとする政治的消費と

して位置付ける立場(Clake et al., 2001)、（３）自らの社会的地位に要求される消費を実現し

ようとする立場(Niinimäki, 2010)など、想定する消費のタイプによって多様な分析がなされ

ている。（１）～（３）のいずれのタイプを想定するにせよ、倫理的消費について考える上

で重要なことは、それが社会においていかに作用するかである。その意味で、倫理的消費は

社会運動と密接につながっている。倫理的消費は、ボイコット運動などの消極的消費にたい

して、自らの価値基準に整合的な商品を購入する積極的消費という側面を持つ(Harrison et al., 

2005)。倫理的消費のこうした側面は、消費者が表立ってボイコット活動をおこなわないと

きであっても、販売者であるリード企業にたいして、直接観察できない形で CSR を要求し

続けていることを意味する。 

したがって、リード企業にとって、消費者（ほかに、途上国の労働環境などの社会問題に

深い関心を寄せる NGO やマスメディアなど）からの社会的なプレッシャーへ対応し、消費

者の選好の変化に合わせた商品ラインナップの拡充が必要となる。そうした時に、いかなる

CSR が消費者の倫理性の着地点として合意されるのであろうか。この着地点に応じて、消

費者を三つの階層——コア層、非コア層、無関心層——と区分することができる（Harrison et al., 

2005）。フェアトレードを例にとってこの区分をみれば、第三世界ショップなどの非メイン

ストリーム店舗で購買行動をおこなう熱心な消費者をコア層、スーパーなどでフェアトレ

ード商品が置かれている際に選択をおこなう消費者を非コア層、そしてそもそもフェアト

レード商品などの倫理性に関心を示さない無関心層として、それぞれを特徴づけることが

できる。 

販売業務を担うリード企業にとって、自らの顧客がどの区分にあたるのか、どのような

CSR が他社の同質商品との差別化に有用であるかを、マーケティング・タスクを通して知

ることがますます重要となる。そのため、企業の戦略論として、CSR をアピールする際に、

なんらかのラベルを付与すべきか否か、そしてその方針に沿った最適なガバナンス形態と

はいかなるものかが大きな議論となってきた。倫理的消費の場において、このように、消費

者によって異なる倫理性への関心の度合いに加えて、属する業界ごとの特徴やリード企業

のアイデンティティなどが相互に関連しながら、CSR が形成される。 

 

3 主体間の関係性とヘゲモニー 

本節では、上で明示した三つの主体を要素として、それぞれの関係性——リード企業と消費者、

リード企業とサプライヤー、消費者とサプライヤー——を区別して記述する。このように GVC

における CSR にかかわる主体の関係性を抽象化することによって、各関係性が CSR にたい

していかなる形で関与しているかについて、その差異と同一性をより明確に理解可能にな

る。ここで我々は、Levy (2008)および Bair and Palpacuer (2015)の示唆を引き継いで、アント

ニオ・グラムシのヘゲモニー概念を用いて、各関係性について解釈をおこなう。 
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3.1. リード企業と消費者 

 リード企業と消費者は、ある程度競争的な消費市場において出会うため、両主体の欲求は

双方にとって妥協的な、セカンドベストの結果に調整される。調整の対象となるのは、商品

の価格に限らない。CSR の内容、商品に内在する倫理性もまた市場において商品を差別化

する記号として作用するため、同様に調整の対象である。例えば、Reanecke et al. (2012)によ

れば、多様な取り組みがみられる CSR だが、それを評価する共通の語彙やプラットフォー

ムが消費者との間で形成されてきたことによって、それぞれの CSR の目標には一定の収斂

傾向がみられるという。こうした点からも CSR の内容は、リード企業によって一方的に決

定されるものではなく、それをいかに消費者に理解され、受け入れられるかという双方向的

なプロセスの中で形成されていることが分かる。こうした CSR は、まさしくグラムシのい

う意味でヘゲモニー的産物であり、リード企業と消費者の関係はヘゲモニー的関係である。 

 

ヘゲモニーという事実は、うたがいもなく、ヘゲモニーが行使される諸集団の利害

関心と傾向が考慮に入れられること、ある種の妥協的な均衡が形成されること、す

なわち、指導的集団が経済的－同業組合的種類の犠牲を払うことを前提にしてい

る。しかしまた、そのような犠牲やそのような妥協が本質的な部分にかかわるもの

であるわけにはいかないことも、うたがいのないところである。（Gramsci（1999）

邦訳、pp.155-156） 

 

リード企業と消費者とのあいだが、グラムシ的意味でヘゲモニー関係であり、そこで形成さ

れる CSR がヘゲモニー的産物であるということは、次の意味で重要である。ヘゲモニー的

な妥協的な均衡の産物である CSR は、それが決定されたあとも両主体の関係性の中で絶え

ず変更されていく不安定な均衡なのである。ゆえに、消費者の中で途上国の労働環境への関

心が——例えばバングラディシュでの Rana Plaza 崩落事故についての報道によって——高まっ

たとき、リード企業は自発的に CSR を倫理的な消費者の関心に適応させるために再形成す

る(Schuessler et al., 2019)。ただし、この絶えざる形成プロセスによって CSR がいずれ十分

に普遍的な社会倫理をもった内容へと進歩していくと考えてはいけない。Bair et al. (2020)に

よれば、Rana Plaza の事故以降のバングラディシュにおいて、リード企業の CSR として労

働者の安全と健康についての改善が進められる一方で、政府と産業界が労働者の権限拡大

によって組合が組織されることについては懸念を示している。これは、先の引用でグラムシ

がいうところの、妥協的な均衡が本質的な部分にかかわるものとはなりえないという主張

と重なる。GVC における CSR の内容は、リード企業がコア層、非コア層に分類される倫理

的な消費者を引きつけるのに十分なだけの譲歩に限定され、サプライヤーの動向とはほと

んど無関係に決定される。 

グラムシのヘゲモニー概念における一つの重要な特徴は、強い影響力をもつ主体であっ
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ても一方的に自らの要求を相手に押し付けることはできず、むしろ形成される均衡は両主

体にとって妥協的であり、両者の合意にもとづいた支配を意味する点にある。一般の世界シ

ステム分析や覇権安定論が、ヘゲモニーを物質的な基礎付けをともなった権力として捉え

ることと対照的に、グラムシは各主体の関係性に焦点を当て、権力が妥協的合意のもとで各

主体に内在化されるプロセスに着目している。 

このヘゲモニー概念の差異は本稿の分析にとって決定的に重要である。なぜならば、二つ

の主体間に圧倒的な物質的基礎の格差があり、一方が他方に権力を行使するという関係が

あるときにも、そこに妥協的な合意にもとづいた支配が存在しないのであればヘゲモニー

的関係は存在しないとみなされるからである(Laclau and Mouffe, 2001)。そこには単なる支配

関係のみがある。次に取り扱うリード企業とサプライヤーの関係性は、まさしくこのヘゲモ

ニーなき支配関係であり、リード企業と消費者の関係とは区別される。 

 

3.2. リード企業とサプライヤー 

リード企業とサプライヤーの関係性についてグラムシのヘゲモニー概念によって解釈をお

こなう前に、Amengual et al. (2020)の研究を概観しておく。彼らのアンケート調査にもとづ

く実証研究は、GVC 内部のリード企業とサプライヤーの関係性についてより具体的な内容

を与えてくれる。彼らは CSR をめぐるリード企業のふるまいが、サプライヤーにたいして

いかなる影響を与えているかを明らかにするため、北アメリカのとあるスポーツ用品ブラ

ンド（偽名として Active 社） の労働に関するコンプライアンスとそれに関係した取引の変

化について調査した。特に興味深い点は、CSR にもとづいた労働規制について、サプライヤ

ーがこれに違反したときに、リード企業であるActive社がいかなる反応を示したかである。

リード企業の反応は、その強制力が弱い順に次の三つに区別できる——勧告および指導

(persuasion and problem-solving)、成果に応じた発注数の調整(changing in order volumes)、そし

てサプライチェーンからの排除(factory terminations)。彼らがまず示したことは、サプライヤ

ーの違反行為にたいして、Active 社は熱心に勧告および指導をおこなう一方で、違反行為へ

の罰則として、もしくは勧告に従ったことへの報酬として発注数の調整はおこなわれてい

ないということである。つまり、Active 社にとって、サプライヤーが CSR を遵守している

かという評価と、サプライヤーへの発注数を決定し、チェーン全体の生産を調整することは

独立的であり、連動してはいないということである。しかしながら、サプライヤーにとって

CSR を無視して違反行為を続けることは、短期的な発注数には影響せずとも、サプライチ

ェーンからの排除というもっとも強い手段に訴えられるリスクを高めてしまう。Amengual 

et al. (2020)が示すこれらの結果は、一定のマッチングにかかわるコストさえ支払うのであれ

ば、リード企業は、勧告や助言に従わないサプライヤーを排除し、他のサプライヤーへ代替

可能であるということ、つまりリード企業とサプライヤーとでは選択可能な戦略にギャッ

プが存在していることを意味する。 

では、リード企業にサプライヤーの一方的な代替を可能にしている要因はどこにあるか。
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リード企業に GVC の大規模な変更や調整なしに、CSR の内容を満たした生産プロセスを可

能にさせている構造はいかなるものか。この疑問へのもっとも説得的なフレームワークは、

Milberg and Winkler (2013)によって提起されたリード企業とサプライヤー間の非対称的な構

造である。グローバルに分散するサプライヤーは絶対数が多く、かつ代替可能性の高いタス

クを担う傾向にあるため、サプライヤー同士で激しい競争が生じる。しかし、リード企業は

サプライヤーに対して少数であり、その寡占的地位を利用してサプライヤーの取捨選択が

できる。この非対称構造によって、リード企業はサプライヤーの代替が可能になり、自らの

構築した GVC を維持したまま、CSR にかかわるコストをサプライヤーへ押し付けることが

可能となる。 

チェーン内がこうした非対称的な構造から成るのであれば、リード企業とサプライヤー

間に妥協的な均衡が形成されることはない。リード企業はわずかなコストでサプライヤー

を代替可能なのだから、サプライヤーから不満の声があがり、自らのプランへの抵抗がみら

れた際には、そのサプライヤーを排除することで問題を解決できる。この一方的にリード企

業がサプライヤーをガバナンス可能であるという構造は、グラムシのヘゲモニー関係と全

く異なる。この関係に内在するのは、単なる支配と従属である。 

リード企業と消費者はヘゲモニー関係にあるが、リード企業とサプライヤーはヘゲモニ

ー関係ではない。この差異は、消費者はリード企業に一定の譲歩を引き出すことができるが、

サプライヤーはリード企業への敵対性を完全に喪失した無力な存在であることを意味して

いる。 

 

3.3. 消費者とサプライヤー 

最後に、残った消費者とサプライヤーの関係性について触れておかねばならない。しかし、

GVC 内で階層関係を形成するリード企業とサプライヤーの関係や、市場というプラットフ

ォームで出会うリード企業と消費者の関係と異なり、消費者とサプライヤーの間に特定の

プラットフォームは形成されておらず、直接的なインタラクションもほとんど存在しない。

しかしながら、この両主体の直接的な交流が不在であることこそが、逆説的に、グローバル

経済においてリード企業が確固たる地位を形成し、維持することを可能にしている。 

これまで、消費者がリード企業とのヘゲモニー的関係の中で大きな譲歩を獲得できた場

合というのは、NGO や人権団体、そしてメディアにより大々的な報道があった場合であり、

消費者がサプライヤー（また、そこで働く労働者の状況や自然環境）への意識が偶然的に高

まるような契機に限られている。例えば、2013 年に発生したバングラディシュでの Rana 

Plaza 崩落事故や、中国におけるウイグル族に関する人権問題についての報道、また 2021 年

のミャンマーでの軍事クーデターなどのセンセーショナルな問題を契機として、リード企

業は何らかの対応をとるよう迫られてきた。しかし、実際には、Rana Plaza 崩落事故の以前

にもバングラディシュでは類似の事故が複数発生していた。そして、それらの事故は CSR

の充実には繋がらなかった(Bair et al., 2020)。また、ウイグルやミャンマーのほかにも、人権
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問題や軍事独裁政権は各地で慢性的に存在しており、その状況を改善することなく利用し

てきたリード企業が多数存在する。つまり、消費者とサプライヤーに交流がないということ

は、CSR の形成に際してリード企業がなす譲歩を偶然的かつ個別限定的なものとしてしま

う。この偶然性と個別限定性は、リード企業と消費者のヘゲモニー的関係においてリード企

業優位に作用する。結果として、CSR を通してリード企業は、サプライヤーにたいして厳し

い支配関係を一方的に押し付けることが可能になり、GVC 内の非対称的構造を強めること

となる。 

以上で、GVC における CSR にかかわる三つの主体と、それぞれの関係性がすべて出そろ

った。これを整理したうえで、GVC における CSR が抱える問題点について改めて議論し、

その変革のための一つの方針を提示して本研究を締めくくろう。 

 

4 Discussions 

我々のモデルにおいて、リード企業とサプライヤー、そして消費者という三つの主体が存在

する。GVC の内部でのリード企業とサプライヤーの関係性は、ヘゲモニーなき支配関係で

ある。リード企業と消費者は市場において出会い、ヘゲモニー的関係となっており、CSR の

内容はヘゲモニー的産物である。そして、消費者とサプライヤーには共通のプラットフォー

ムがなく、インタラクションが存在しない。各主体の布置と関係性を描いたものが、図 1 で

ある。ここから読み取れるように、リード企業にたいして、サプライヤーの労働者やその地

域の自然環境に配慮した GVC であることを要請可能なのは、消費者の市場における行動の

みに依存している。しかし、その消費者も、既に述べたようにリード企業の本質的に重要な

部分——GVC 内における非対称的権力の確保——についての譲歩を獲得するに至っていない。

リード企業と消費者の間のヘゲモニー関係は、偶発的に消費者のサプライヤーへの関心が

高まるケースを除けば、基本的にリード企業がイニシアティヴをもっており、CSR の内容

もまたリード企業主導で決定されるからである。 
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図 1 GVC における CSR にかかわる各主体の位置 

図 1 として描写されるような構造のもとでは、CSR の内容が充実したとしても、それによ

ってサプライヤーの相対的な地位の向上を達成することや、リード企業からの圧力を回避

することは不可能である。むしろ、非対称構造において、サプライヤーが CSR にかかわる

ことは、リード企業にとってチェーン内の自らの権力を強固なものにするためのツールと

して利用されてしまう。 

以上より、この図式は、Nadvi (2008)による CSR の内容決定にグローバル・サウスが重要

な役割を果たしていないという指摘、そして、Khan and Lund-Thomsen(2011)などによる、現

行の CSR がグローバル・サウスの実情に適した内容を伴っていないという指摘を成立せし

めている構造を示している。それでは、サプライヤーの地位を高め、その声を CSR に反映

させ、CSR を普遍的な社会倫理性をもった内容にするためには何が必要となるか。本研究

で我々が提示したモデルが教えるところは、サプライヤーと消費者の間のプラットフォー

ムの形成と相互交流によって、従属関係にあるサプライヤーを孤立させないこと、そして消

費者がヘゲモニー空間でリード企業に求める譲歩の内容をサプライヤーが要求する内容と

すり合わせることが重要となろう。こうした戦略が実現すれば、これまでリード企業が熱心

に強化してきたサプライヤーとの非対称性を緩和させることにつながるかもしれない。 

 

5 結論 

この研究において、GVC における CSR の形式とその作用について分析をおこなった。リ

ード企業、サプライヤーそして消費者という三つの主体からなるシンプルなモデルを構築

し、それぞれの関係性についてのヘゲモニー概念を用いた解釈によって、主体間の関係性が

それぞれ異なることを明らかにした。リード企業と消費者は CSR についての妥協的な均衡

を形成するヘゲモニー的関係である一方で、リード企業とサプライヤーの関係は、サプライ

ヤーが譲歩を引き出すとこのできないヘゲモニーなき支配関係といえる。また、消費者とサ

プライヤーの関係性は欠如しており、それによってリード企業はサプライヤーとの非対称

構造をより強化することができる。それゆえ、GVC における CSR は、サプライヤーの地位

向上、そしてリード企業と対等なレベルでの交渉をもたらすものではありえない。むしろ、

サプライヤーにたいしてより強い従属を求めるのである。 

本研究で提示したシンプルなモデルは、従来の CSR 研究および GVC 研究の個別的な成

果をフォローしつつ、それらを総合し、一貫した解釈を可能にする新たなフレームワークと

なりうる。今後、このモデルを基礎として、いくつかの研究の可能性が考えられる。一つは、

先進国のサプライヤーと発展途上国のサプライヤーについて地理的な区分をおこない、考

察することである。近年、先進諸国において、GVC の進展に伴うタスクのアウトソーシン

グによって、雇用が国外へ流出することへの懸念が高まっており、排外主義的なポピュリズ

ム政治の台頭を引き起こす要因の一つとなっている(Autor et al., 2020a)。ゆえに、先進国の

サプライヤーが GVC の拡大と CSR から受ける影響について考察することは重要である。
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また、単純化のために今回のモデルは、Strambach and Surmeier(2018)や Serdijn et al. (2020)が

指摘するようなチェーン内の知識や流通にかかわる媒介者の存在を含めていない。今後、こ

うした媒介者をモデルに組み込むことで、構造的に抑圧的な立場に追いやられているグロ

ーバル・サウスのサプライヤー、労働者の状況について、よりリアルに近づけた複雑な分析

をおこなうことも可能となる。 
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第 3 章 バリューチェーンの深化と CSR の変容に対する一考察 

 

1. はじめに 

2013 年に発生したバングラディシュのラナ・プラザの崩落事故は、先進国の消費生活が

途上国の労働環境と密接に繋がっていることを明らかにした象徴的な出来事であった。自

己の消費の享楽が他者の労働の苦痛の代替であることへの自覚は、企業にたいしてその社

会的責任（Corporate Social Responsibility、以下 CSR と表記する）を問いかけ、利潤獲得以外

のさまざまな取り組みを強化する圧力となった。この圧力のもと、多くの企業が自社の CSR

の内容の充実を目指すようになっている。それと並行する形で、グローバル化の波の中で、

各企業は自らの活動を細分化し、その大部分をアウトソーシングするようになっている。こ

の分業構造は国内のみならず国境を越えて存在しており、より複雑な国際的な分業体制が

構築されているとみることができる。 

大企業を中心とした現代の国際分業体制が CSR に与えた影響については、いくつかの示

唆的な先行研究が存在する。これらの諸研究はその重視している点から、およそ次の二つに

分類ができる。一つには、CSR の内容を充実させる圧力から、取引先に遵守すべき要求水準

が上がることで企業間ネットワークが健全化するという見方であり、他方にはリード企業

と取引先企業の権力関係の非対称性から企業間ネットワークが不健全化するという見方で

ある（Bair and Palpacuer, 2015; Amengual et al. 2020）。結局のところ、企業が誰にどのような

CSR を実施するのかという問いは、企業がどのような社会を想定しているのかという問い

に繋がる。 

 企業が実施する CSR の定義によって、CSR はいくつかの種類に分けることができる。ひ

とつの分類軸として、企業の本業からの距離という基準があげられよう。その中でも近年注

目を浴びるものが、Porter and Kramer（2011）に端を発する共通価値の創造（Create Shared 

Value、以下 CSV と表記する）という理論である。CSV が提起される以前であれば、CSR は

本業で得られた利潤の一部を社会貢献活動に振り向けるコストとして考えられており、CSR

と本業による利潤追求とは距離があった。CSV 論は、むしろ本業の利潤追求プロセスに CSR

を内部化することで、社会的価値と企業価値の両立が可能であるという新機軸を示した。そ

れ以降、多くの企業は、CSR としてより CSV 的な利潤追求と社会性の両立を目指すように

なった。こうした「CSR の CSV 化」という変化は、企業が取引先や消費者、そして社会と

いかなる関係性を志向しているのかを考える上で重要な点である。 

日本での CSR への注目度が上がった契機としては、2011 年に発生した東日本大震災をあ

げることができる。実際に多くの日本の主要企業は、震災発生直後の CSR レポートにおい

て、金銭の寄付や物資提供などの支援活動を積極的に記載している。ただ、時間とともに日

本企業の震災への認識、そして復興にかかわる CSR 活動は大きく変化した。この変化とは、

震災被害の回復から、次に起こりうる震災などの経営上のリスク対策に重点を置いた利潤
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追求プロセスを強化するものであり、CSR の CSV 化が進展しつつあるといえる。 

本章では、CSR の CSV 化と、IT 技術の進歩やグローバル化のますますの進展のなかで、企

業がとる経営戦略のトレンドとが一致していることに注目する。そのうえで、近年の企業が

とるようになった戦略が、社会（特に被災地）にたいしていかなるインパクトをもったもの

であるのかを示す。そして、企業にとっての震災復興とそれにかかわる CSR の CSV 化が、

被災地の復興とどのような関係性にあるかを明らかにする。 

 以上のために、まず第二節では企業活動の在り方と CSR の関係性について概観する。第

三節では、かつては企業活動からは離れた慈善的活動とみなされていた CSR が、より企業

の事業そのものとつながった活動へと変化したことを示す。この変化は、企業が「社会」と

いう言葉がもつ意味の範囲の変化でもあった。第四節では、いくつかの日本企業の CSR レ

ポートを参考に、各企業が震災等の影響をどのように捉え、その後の戦略にどうつなげてい

るかを検討する。第五節では、被災地の復興という言葉について確認し、被災地が企業に求

める CSR の内容を示す。第六節で、近年の日本企業がとる CSV 的 CSR は、被災地の求め

る復興に資するものではないことを示す。特に、企業側が取引先の代替可能性を高めること

によって、自社の活動を最適化し競争優位を確保しようとすることが、結果的に被災地から

の要求を回避するシステムが形成されており、企業の利潤と復興のあいだにジレンマが存

在していることを明らかにする。第七節は簡単な結論である。 

 

2. バリューチェーンのもとでの分業と CSR 

グローバル化と IT 技術の大幅な進歩のなかで、一つの商品についての創案から最終消費

までの一連の活動は、細分化され、また地理的にも広い領域に分散するようになった。本稿

ではこの一連のユニットをバリューチェーンと呼ぶ。バリューチェーンはしばしば国境さ

え越えるほど広域に分散し、これによって複雑なチェーン全体をいかに調整するかという

ガバナンスが問われるようになった。初期のバリューチェーン研究では、ガバナンスの問題

として、誰がチェーン全体の調整プロセスを規定し、操作する権力をもつのかに焦点が当て

られていた。しかし、現在では誰がガバナンスをおこなう主体であり、いかなる権力関係の

もとにあるのかについて問題となることはほとんどない。ガバナンスの主体は本社機能を

もち、それ以外のタスクをサプライヤーへ外注するリード企業と前提され、その関心はむし

ろリード企業がどのようにガバナンスを実践するのかという点に移っている（Bair and 

Palpacuer, 2015）。現在のバリューチェーンの典型的なモデルは、少数の寡占的リード企業と

多数の競争的サプライヤーの間での非対称的な権力関係を前提としているといえる。 

バリューチェーンが国境を越えて拡大し、複雑化するにともなって、財やサービスを生産

する社会的もしくは環境的な条件への懸念が高まるようになった。特に、NGO や労働組合、

学生団体により、児童労働や奴隷労働を利用したスウェットショップの実態が報道された

ことによって、社会的で環境への負荷を配慮したコンプライアンスを遵守することを求め

る声が、先進国を中心に高まっている。こうした傾向の中で、先進国のリード企業を中心と



35 

 

して CSR を取り決め、その内容を外注先のサプライヤーを含めたバリューチェーン全体に

適用することが推進されている。 

リード企業がサプライヤーを選定する際に、自社の定める CSR 基準に則って選定するこ

と、もしくはすでに外注をしているサプライヤーに CSR 基準を満たすように要求すること

を CSR 調達という。リード企業は CSR 調達のためにサプライヤーを監視し、CSR に違反し

た場合にはリード企業から是正勧告がなされ、また担当社員を派遣しての指導がおこなわ

れる。そして、こうした勧告や指導に従わないサプライヤーは、契約を打ち切られる可能性

が高まる（Amengual et al. 2020）。サプライヤーは常にリード企業が定める CSR 基準を満た

すよう求められる一方で、サプライヤーやその位置する地域の声がリード企業の CSR の内

容に反映されることはない。この意味で、現在までおこなわれている CSR 活動は、前述し

たバリューチェーン内の非対称的な権力関係を基にしており、このガバナンスの非対称性

を緩和するものではない(Lund-Thomsen and Lindgreen, 2014)。 

バリューチェーン内で生じていた非対称性を利用したスウェットショップや環境破壊へ

の反発から広がった CSR 活動ではあるが、その活動が企業マネジメントの中に組み込まれ

ていくにつれて、当初の目的からは離れるようになった。特に 2010 年代に入ってからは、

CSR 調達の文脈で語られるのは、リード企業が定める CSR 基準のもとでいかにサプライヤ

ーを管理するかという点であり、ここにガバナンスの非対称性を緩和する兆しは存在して

いない。次節では、バリューチェーンにおける CSR の変容について詳述する。 

 

3. 震災と CSR の CSV 化 

本節では、CSR の CSV 化によって、CSR における「社会」という言葉の対象領域が変化

したことを指摘する。そして、その変化によって、上述した権力の非対称性がより鮮明にな

ったことを明らかにする。その事例として、2011 年の東日本大震災や 2016 年の熊本地震な

どによってリード企業が国際展開を図ったことと、それによって CSR の対象となる社会の

構図が変遷したことを取り上げる。 

CSR の定義として、Carroll and Buchholtz（2003）は、企業は経済・法律的責任という法人

として法律的に求められる基礎的責任を果たした上で、倫理的・社会貢献的責任を満たすと

いう CSR モデルを提示している。その上で、CSR を暗黙的 CSR、受動的 CSR、明示的 CSR、

戦略的 CSR の四つに分類できると指摘した。まず、暗黙的 CSR とは、企業の社会的責任は、

経営者の哲学・良心・使命に由来するタイプであるとするものである。第二に、受動的 CSR

とは、企業活動のネガティヴな側面を CSR で解消する或いは企業による本業とは関係のな

い社会貢献活動（フィランソロピー）を行うタイプのものである。第三に、明示的 CSR と

は、CSR が企業組織に制度化されて存在し、経営戦略の一環をなしているタイプを指す。最

後に、戦略的 CSR とは、企業が自らの経営領域を通して社会課題を解決することで経済的

価値と同時に社会的価値を生むタイプのものである。このように、いかなる CSR を実行す

るかは企業が持つ要素によって相違があり、企業がどのような形で社会にコミットメント
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するかの態度を示している。 

企業の CSR 活動への態度は、バリューチェーンが進展し、それを管理する必要性からよ

り戦略的な CSR へ変化してきたが、それに理論的な言語を与えたのは Porter and Kramer

（2011）による Creating Shared Value（以下、CSV）概念であった。CSV 以前の CSR はブロ

ックホルツの分類でいう暗黙的、受動的な CSR であり、企業の経営戦略から離れた社会貢

献活動や慈善活動という意味合いが強く、その活動は企業にとってのコストとみなされて

いた。CSV は企業の本業を通した社会課題解決こそが、企業ができる社会貢献であるとい

う論点を打ち出し、暗黙的、受動的な CSR の在り方を明示的、戦略的な CSR へと転換させ

た。つまり彼らは、CSV という概念を企業の本業を通しての社会貢献を目指すという一つ

の企業の競争戦略として提起することで、企業経営とその社会性とを一体化して考える筋

道を与えた。 

Porter and Kramer（2011）では具体的な CSV への取り組みとして、（a）社会問題を事業機

会とみなして製品と市場を見直すこと、（b）バリューチェーンの生産性を再定義すること、

（c）事業展開地域の産業クラスターの開発という三つのアプローチが示されている。この

うち、本稿の主題とかかわりが深く、かつ近年の企業の経営方針に強い影響を与えているの

は、バリューチェーンにかかわる（c）のアプローチである。彼らは、エネルギー利用とロ

ジスティック、資源利用、調達、流通、従業員の生産性、ロケーションといった具体的な項

目をバリューチェーンの枠組みで最適化することによって、社会問題の解決とバリューチ

ェーンのコストを削減し、スムーズで安定した供給の両立を可能になるとしている。以下で

は、バリューチェーンの生産性の再定義を目的とした CSV を示す際に「CSV 化した CSR」

というタームを利用する。 

CSRの CSV化とその対象領域の変化の過程においてバリューチェーンが果たした役割は

大きい。バリューチェーンの進展は生産工程の細分化と地理的な分散を意味しており、企業

は自らの戦略的優位性に集中した特化が求められる。つまり、生産システムのネットワーク

に最適な形で入り、そのネットワーク維持に主体的に関与することが必要となる。結果とし

て、企業のコア領域がより狭く特殊的な領域へと集中するという工程分業が国際的に発生

する。 

CSV は同時に、企業が CSR を実施する際の射程を、企業の経営目的とは外れた周辺領域

から、本業へと限定する。この論理の変更は、結果的に「社会」という言葉の対象領域を変

更させた。これまでの CSR は、企業の経営の周辺に存在する領域も含めて社会を定義し、

CSR 活動の対象としてきた。それは、必ずしも資本主義的ではない理念や事業の文化を残

した活動も包括してきたといえる。かつての CSR が周辺領域も含む社会への参画余地を残

す物であったのに対して、バリューチェーンの進展に対応した CSR は、本業の戦略的意義

を重視した CSR を選択することとなった。 

 

4. リスクに対するバリューチェーン・マネジメントの事例 
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本節では、復興 CSR において、GVC による CSR の CSV 化が発生した具体例として、日

本で発生した東日本大震災をはじめとする自然災害からの復興のプロセスで、CSR の CSV

化がバリューチェーンの進展のもとで強化されたことを示す。特に、日本のリード企業が用

いた復興 CSR という言葉の変化を通して考察する。 

一般に、震災などの自然災害に対して多くの企業が復興 CSR を行う。東日本大震災発生

直後の被災地への復興支援活動は、CSR への注目度を高める契機でもあった。実際に多く

の日本の主要企業は、震災発生直後の CSR レポートにおいて、金銭の寄付や物資提供など

の支援活動を積極的に記載している。高浦（2013）によれば、震災発生時点での日経平均株

価指標を構成する 225 社の CSR レポートのうち、実に 94 パーセントにあたる 212 社で、な

んらかの震災復興に関する CSR 活動をおこなっていたという。矢口(2014)では、被災地企

業と非被災地企業を区分する基準が提案された。相沢(2015)は、以下のように 4 つの分類に

再整理を行っている。 

 

（１）被災地域に本社と事業所を構えて事業活動を行う企業で、津波被害を直接受けた企業 

（２）被災地域に本社と事業所を構えて事業活動を行う企業で、津波被害を直接受けなかっ

た企業 

（３）本社が非被災地にあり、当該企業の中核的事業所の一つ以上が被災地域に存在し、か

つその事業所が大規模な被害を受けた企業 

（４）本社が非被災地にあり、事業所が非被災地にあるか、あるいは事業所が被災地に合っ

ても小規模な被害で済んだ企業 

 

矢口(2014)は、本社が非被災地に存在する企業と被災地に存在する企業では、復興 CSR に

対する対応が異なることを明らかにした。（４）に該当する非被災地企業では、金銭的支援、

物資提供、ボランティア派遣といった本業と関連性の低い被災地支援が行われていた。こう

した傾向は、日経 225 企業の初期の復興 CSR を明らかにした高浦(2013)も支持している。

他方で、（３）の震災から本業に一定の影響を受けた企業は、事業との関連性が高い被災地

支援に重点が置かれるようになってきていると指摘されている。 

本稿は、これらの先行研究に対して、（３）の分類の企業も震災から十年が経過する中で、

CSR を戦略的に利用した CSV を採用する事業の再編成などをおこない、（４）の企業群と

同様の CSR に移行していることを示す。つまり、震災によるバリューチェーンの途絶リス

クをリード企業が重要視し、それを避けようとしていること。そこにおいて、バリューチェ

ーンのレジリエンスが要求されるようになり、そのためチェーン内部の狭い範囲に限定さ

れた戦略的 CSR が採用されるようになったことを明らかにする。 

 

4.1 震災によるチェーンの途絶とレジリエンス 

日本企業が、バリューチェーンのレジリエンスを強調するきっかけとなったのは、2011 年
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3 月 11 日の東日本大震災によってバリューチェーンの一部が途絶し、生産活動に大きな支

障が出たことにある。また、東日本大震災の同年にタイで発生した洪水は HDD 生産拠点を

中心に大きな被害を与え、さらに 2016 年 4 月に発生した熊本地震は、自動車部品などの製

造拠点が被害を与え、複数の日本企業のバリューチェーンが途絶した。 

こうした自然災害の被害は、それ自体が部分的なものであってもその影響はチェーン全

体へ拡がり、結果的に企業の事業全体を停止させねばならず、企業の経営や競争優位に甚大

な影響をもたらした。この経験は、今後も発生するであろう自然災害も含め、IT 技術への

依存度が高まることに伴うサイバー攻撃など、様々なバリューチェーンの途絶リスクへの

対策が急務であることを企業に認識させるのに十分な出来事であった。 

そこで企業はレジリエンスという概念に依って、途絶リスクへ対応可能なバリューチェ

ーンへの再編成をおこなうようになった。リード企業にとって、途絶リスクに対するバリュ

ーチェーンのレジリエンスを高めるということは、単純に施設の耐震性や防災機能を強化

することに限らない。むしろ本稿において重要な点は、リード企業が調達先のサプライヤー

を複数化することによるリスク分散というレジリエンスを高めるための戦略である。リー

ド企業が生産拠点を複数化することは、生産を担うあるサプライヤーが何らかの理由で機

能しない場合にも、他の業務可能なサプライヤーから調達することで、チェーン内の各事業

を継続可能になることを狙った戦略である。その意味で、サプライヤーの複数化は、リード

企業にとって重要なレジリエンスを高める戦略として認められており、実際に日本企業の

多くが上述の戦略をおこなっていること、もしくはおこなう計画をもっていることを自社

の CSR レポートに明記している。 

一方で、リスクに合わせたバリューチェーンの再編は、リード企業にとっての新たな困難

をもたらした。リスク分散のためにサプライヤーを複数化することによって、自社の定める

製品の品質を満足させるだけの能力があり、かつ環境基準や労働基準など CSR 調達が可能

であるようなサプライヤーをチェーンに組み込む必要がでてくる。従来よりも多くのサプ

ライヤーと連携することは、リード企業に新たなバリューチェーンのガバナンスを要求す

るものでもある。以上、バリューチェーンの発展に伴う分業の細分化が、企業間ネットワー

クの強化を必要とし、ネットワークの脆弱性に対するレジリエンスという概念が企業の戦

略と CSR において重要な要素となったことを概観した。 

 

4.2 震災における CSR 対応と地域との関わり 

本節では、東日本大震災と熊本地震について、本社は被災していないがコアとなる事業所が

被災した（３）のカテゴリーに分類される半導体企業、ルネサスエレクトロニクスと Hoya

を分析対象とする。これらの企業が震災をきっかけにして、CSR の内容をバリューチェー

ンのレジリエンスを高める方向に戦略化していった事例を、藤本(2011)の概念である製品の

代替可能性と設計情報の可搬性を用いながら分析する。製品の代替可能性は、製品の取引市

場における他社製品の代替可能性を、設計情報の可搬性は他の工場や取引先企業への石灰
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情報を移転することの容易さを表している。これらは、バリューチェーンのネットワーク形

成における重要な要素であると規定している。 

ルネサスエレクトロニクスは 2010 年の時点で車載用半導体の世界大手であった。同社は

本社が東京都江東区に位置し、同社の茨城県ひたちなか市に位置する那珂工場は車載用半

導体の主力工場であった。したがって、同社は本社が東日本大震災の非被災地域であり、重

要な事業所が被災地域に存在する（３）に分類される企業である。 

東日本大震災において那珂工場の操業停止は三カ月、完全復旧には半年を要した。震災後

の電力供給の不安定化も生産の安定に大きな影響を及ぼし、鎌田・中野（2011）は「日本の

半導体メーカーの売上シェアが世界の上位に位置していることから、その影響は国内にと

どまらず海外にも及んでいる」（p.40）と、総括している。そうした影響下の中、藤本(2011)

は同社の那珂工場で生産されていた半導体は完成品メーカーをはじめとした取引先各社の

協力を仰ぐことが可能で、復旧を早期に行うことが可能であったと結論付けている。これは、

藤本(2011)の枠組みに従うと、他社製品に代替可能性が低いタイプの製品であり、他の工場

への設計情報の可搬性も低かったであるとする。すなわち、代替可能性と設計情報の可搬性

というバリューチェーンにおける相対的な有利さが重要な要素であったことを示唆してい

る。 

 次いで、Hoya が熊本地震から受けた影響ついてみていく。同社は本社が東京都新宿区に

位置し、同社の熊本県熊本市に位置する熊本工場はマスク事業部の主力工場である。つまり、

本社が非被災地域で、重要な事業所が被災地域に存在する（３）のカテゴリーに属する企業

である。同社は、熊本地震震災によって、バリューチェーンの再編を決定し、熊本工場を技

術開発の拠点と変更し、その生産業務については、台湾、韓国の拠点への業務移管を行って

いる。藤本(2011)の分類に従うと同工場で生産されていた液晶パネル用フォトマスクは、国

外への生産拠点の移転を可能とする代替可能性と設計情報の可搬性の高い製品であった。 

これらの事例は、バリューチェーンが拡大し深化することによって企業の意思決定が被災

地域との共生よりもむしろ、企業間ネットワークの維持を重要事項ととらえていることを

示している。もちろんこれは、企業がリスクを回避し安定的な事業継続をおこなうための戦

略としては、妥当な判断であるといえる。しかしながら、のちに検討するように、これは同

時に地域の復興と企業の復興の間のジレンマを指し示す好事例であるともいえる。 

 

4.3 CSR レポートにおける変化 

次に、日本の代表的なリード企業の CSR レポートをみながら、東日本大震災以降のバリュ

ーチェーンのレジリエンスを高める戦略について、そしてサプライヤーとの関わり合いに

ついて考察する。 

ここではトヨタ、パナソニックといった日本の代表的なリード企業の CSR レポートをみ

ていく。これらの企業は、バリューチェーンのレジリエンスを高めること、そしてサプライ

ヤーとの関係性の構築について先進的な取り組みを実行している。これらの企業の取り組
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みは、他の日本企業が CSR レポートで予告している取り組みと近く、今後バリューチェー

ンのあり方とそのガバナンスのロールモデルとなりうる内容であるため、ここで取り上げ

る価値がある。 

 

パナソニックは 2020 年の CSR 報告書の中で、以下のように（出典：パナソニック(2020); 

p.34）復興と CSR の考え方をまとめている。 

 

また、災害・事故対策の体制強化の取り組みとして、リスク管理担当役員を委員長

とし本社の職能部門責任者で構成されるグローバル＆グループリスクマネジメン

ト委員会の傘下に「災害・事故対策委員会」を設置し、地震や洪⽔等の自然災害か

ら火災・爆発等の大規模事故などの重大リスクに関する対応体制の強化に取り組

んでいます。また、同委員会傘下に各種対策ワーキンググループを設置し、リスク

発現時に備えた対策等の検討を関係部門合同で行っています。調達活動において

は、調達部材の重要度や代替可能性を評価の上、代替調達先の確保、 緊急時の在

庫の積み上げなどの管理を行っています。これらの取り組みにより、影響は軽微で

あります。 

 

トヨタは 2020 年の CSR 報告書の中で、以下のように（出典：トヨタ自動車(2020）; p.56）

復興と CSR の考え方をまとめている。 

 

これまでトヨタは「１．人道支援」「２．被災地の早期復旧」「３．自社の業務・生

産復旧」の優先順位の考え方に基づき、復旧支援をしてきました。特に東日本大震

災以降は、さらなる初動迅速化、復旧早期化を目指し、各国・各地域でサプライヤ

ーと一体となった「災害に強いバリューチェーンの構築」に努め、平時からの「バ

リューチェーン情報の見える化」と「災害に備えた対策」を推進してきました。日

本における「バリューチェーン情報の見える化」では“日本のモノづくりを守る”

という思いの下、非常に機密性の高い情報をサプライヤーからご提供いただき、デ

ータベース（RESCUE システム）を構築しました。トヨタは、各社の情報について

守秘義務を厳守しつつ、災害時に有効活用するための定期訓練をサプライヤーと

共に実施しています。本システムは汎用化され、活動事例を含めて日本自動車工業

会を通じて他社へも展開しており、災害に強いバリューチェーン基盤構築の一助

となっています。海外でも各国・各地域で、サプライヤーと一体となった同様の取

り組みが進められています。 

 

以上の日本の代表的なリード企業の CSR 報告書から読み取れることは、東日本大震災から
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十年が経ち、その間に拡大した国際的なバリューチェーンを維持することが求められるよ

うになったこと。そしてそれを踏まえて、復興 CSR の中身が被災地域の広い範囲を含めた

復興から、自社の生産ネットワークにおけるレジリエンスを高めることに変化したことで

ある。バリューチェーンを強靭化し、自社活動を安定的におこなうことが目標となったこと

を示している。 

リード企業が選択するバリューチェーンの強靭化という、CSR の CSV 化はなにをもたら

すだろうか。例えば Tamura and Ohno (2021)は、CSR の CSV 化によってバリューチェーン内

のリード企業とその取引先のサプライヤーとのパワーの非対称性が強化されうることを、

サプライヤーの代替可能性の高さに焦点を当てて分析している。この分析によれば、CSV 化

する以前の CSR が目指した消費者と労働者/生産者の近接性が、近年ますます失われている

ことを示唆している。消費者の購買活動を通して生産の条件・環境がどのように改善された

かが、消費者が求める CSR として重要な点であったことは、SDGs や CSR 投資などが脚光

を浴びていたことからも明らかである。つまり、CSR という言葉で社会が期待していたこ

とは、生産現場の改善であったのだが、実際には、バリューチェーンのレジリエンスのため

に生産現場の移転可能性を高める戦略がとられた。これによって、利潤をリード企業に集中

させる一方で、生産を担うサプライヤー側の立場を相対的に弱めるという結果を招いてい

る。 

企業の復興 CSR のプロセスにおいて企業の CSR レポートから復興や支援活動の文言は

消え、バリューチェーン・マネジメントとしてのチェーンの強靭化に注力したことは、CSR

レポートのアピール先が、一般の消費者からステークホルダーに変化したことを意味する。

これは、CSR が対象とする社会の転換であり、CSR レポートにあらわれる復興という言葉

の転換でもある。 

 

5. 復興という言葉の転換 

本節では、復興という言葉を巡るステークスホルダーの期待を分析する。そのために、まず

復興の法的枠組みについて検討し、その制約の下で自治体、被災者、企業の各ステークスホ

ルダーの期待と行動インセンティブを検討し、復興という言葉の概念の変化を考察する。 

まず、公的なステークスホルダーの行動を縛る法律上の復興という言葉の定義と理念か

ら、復興という言葉に存在する期待を明らかにする。法律的には復興という言葉には確固た

る定義が存在しない。復興に関する法律である、災害対策基本法、大規模災害からの復興に

関する法律、には復興の定義が記載されていない。大規模災害からの復興に関する法律には、

復興の理念として以下の抜粋のような条文が記載されている。 

 

大規模災害からの復興に関する法律（基本理念）第一条三項 

 

【復興の理念】大規模な災害からの復興は、国と地方公共団体とが適切な役割分担の下に、
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地域住民の意向を尊重しつつ協同して、当該災害を受けた地域における生活の再建及び経

済の復興を図るとともに、災害に対して将来にわたって安全な地域づくりを円滑かつ迅速

に推進する。 

 

同法における復興の理念から読み取れることは、以下の三点である。（イ）国・地方公共団

体の役割と対象領域が設定されている一方で、民間セクターに期待される役割が定義され

ていないこと、（ロ）地域住民の意向を尊重するという言葉からも、国よりも地方公共団体

に主体的な役割が期待されること、（ハ）復興の目的として地域の生活再建・経済復興と災

害に対する地域づくりが設定されていること。以上の三点から、公的セクターは地方公共団

体である自治体が主体的に復興の計画策定を行うが、民間セクター（企業、住民）が復興に

果たす役割は明記されていないことがわかる。 

次に、住民における復興という言葉の意味を検討し、経済的要素の重要性を指摘する。小

林ほか(2013)は東日本大震災において被災者が何を語るかという観点から、復興という言葉

を地域住民がどのように捉えているかを明らかにしている。この中で、高齢、資金確保、行

政施策のギャップが複雑に絡み合い復興の制約として被災者は自己決定権を限定にされ、

自らの意志を十分に満たす選択が行えない状態に追い込まれていた。田村、立木、林(2000)

は兵庫県南部地震被災者の発言を分析する中で、「くらしむき」「まち」「すまい」「行政との

関わり」「こころとからだ」「そなえ」という復興過程における重要な七つの要素を明らかに

した。これらの研究は、被災者が何をもって復興がなされたと認識しているかという点を明

らかにしている。これらの研究結果から、行政との関わり方、まち、すまいなどの震災復興

における直接的なインフラ要素と資金・暮らし向きといった間接的な経済要素が、被災者か

ら見た時に重要な制約要素である。 

復興という言葉を巡る先行研究を概観することで、住民にとって、復興とは、生活を再建

するために喫緊のインフラを整備したうえで、経済を立て直し生活の充実感を再興するこ

とにあることがわかった。被災地において、実行される復興は、公共事業を中心としたイン

フラ再建とそのインフラを利用した企業の経済活動を含めた復興の二つがある。震災前に

企業によって雇用と地域経済の活性化が提供されてきた地域は、震災後も生活の再建の復

興の基盤として雇用の維持が必要となる。つまり、地域社会は企業を含めた元通りの復興を

求め、企業の社会的責任として地域社会への持続的なコミットメントを求めるだろう。 

だが、すでに指摘したように、復興に対して民間セクターに対する期待は法的な理念の中に

表れていない。ここで重要な論点として、企業がどのように関わるかは法的に規定されてい

るわけではなく、CSR の役割が重要になるということである。すなわち、法人として社会に

参画する存在である企業は、復興において明示的な役割を与えられていないがゆえに、自ら

の社会との関わり方が問われることになる。 

 

6. 企業のリスク・マネジメントと社会のジレンマ（CSR の社会性の解体） 
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第四節において、CSR レポートを通して、2011 年の東日本大震災直後の慈善活動として

CSR を実施していた企業群が、時間とともにレジリエンスを概念として取り入れ CSV 的な

CSR へと変容したことをみた。震災直後の 2011 年の CSR レポートでは、被災地の復旧・復

興のための義援金の拠出や支援物資や資材の提供、そして継続的な復興のための基金やプ

ロジェクトの設置に記述の力点が置かれていた。しかし時間の経過とともに復旧・復興に関

する記述は少なくなり、むしろ記述の中心は、震災によって引き起こされるバリューチェー

ンの途絶リスクに対応した事業継続計画へと移っていた。この変遷は、第三節でみた CSR

から CSV への関心の高まりをあらわす一つの証左といえよう。 

このように、東日本大震災発生から表立って言及されるようになったバリューチェーン

のレジリエンスを高める戦略であるが、それはおよそ発注先であるサプライヤーの代替可

能性を高めることに焦点が当てられている。調達先のサプライヤーを複数化すること、また

緊急時には在庫を積み上げることはいずれもサプライヤーの代替可能性を高めることで、

バリューチェーン内でのトラブルを回避しようという戦略となっている。 

先ほど CSR レポートを取り上げたトヨタでは、独自のデータベースの RESCUE を構築

し、そこに各サプライヤーの持つ情報を集約している。このシステムの下では、実質的にサ

プライヤーの独自性がトヨタに吸い上げられた状態となり、サプライヤーの代替可能性は

さらに高まっている。パナソニックもまた、CSR レポートへの記述はまだないが、2021 年

にソフトウェア会社である Blue Yonder の全株式を取得し、バリューチェーン全体の稼働状

況を把握し、リアルタイムでサプライヤーへ製造や発送の指示が可能になるシステムを導

入しようとしている 。両社とも、これまで調達先が細分化され、本社において把握しきれ

ていなかったサプライヤーについて、一元化された情報システムの下で管理し、バリューチ

ェーン全体を最適化し、レジリエンスを高めようと試みていることがわかるだろう。 

CSV 的なサプライヤーの代替可能性と管理を通したバリューチェーンのレジリエンス戦

略は、リード企業にとってますます重要な競争戦略となっている。しかしながら、複数化さ

れたうえで厳密な管理下におかれるサプライヤー側からみれば、それは同時に自らの独自

性を失い、激しいサプライヤー同士の競争に晒されることを意味している。管理され競争下

におかれるサプライヤーと、それらから情報を集めてチェーン全体を最適化するリード企

業との関係性は非対称的なものであり、その歪みはますます大きくなっている。Lund-

Thomsen and Lindgreen (2014)が指摘したように、慈善的な CSR からサプライヤーを管理す

る CSV への転換は、この非対称性を強化している。 

また、サプライヤーの複数化によってレジリエンスを高める戦略は、生産と土地とのつな

がりを切断することも注目すべきである。震災などによって、その土地のサプライヤーの機

能が失われた際、レジリエンスを高める戦略を採っていたリード企業は、自らのバリューチ

ェーンの機能を停止させないために、国内外の別のサプライヤーから調達することが可能

である。このことは、被災地の基本的なインフラ等の整備の復旧が完了したのちの持続的な

復興を困難なものにしかねない。というのも、バリューチェーンのレジリエンスを高め、情



44 

 

報を集約することは、サプライヤーのもつ土地、技術、そして労働者の特異性を一般化する

試みであり、リード企業にとって被災地からの調達にこだわる必要が薄れていることを意

味しているからである。日本のリード企業の多くが震災直後に復旧・復興支援を掲げた CSR

の内容とは裏腹に、その後の CSV 化した CSR は、被災地の雇用創出や、被災前の生産拠点

としての役割を取り戻すことによる持続的な地域経済の達成という長期的な復興支援とは

結び付かなくなっている。 

CSV 化した CSR のもとでなされる、リード企業によるサプライヤーの管理、情報の集約

によってバリューチェーンを最適化しようという試みは、リード企業にとって競争優位確

保に不可欠な要素である。しかしながら、これまでみてきたように、これはリード企業の管

理権もしくは支配権の拡充につながっており、被災地やサプライヤーから対等な立場での

発言を困難にする構造として作用している。ここに、現代のリード企業による CSR 調達が

抱えている、企業的な利益の優先と社会的な公正さの欠如というジレンマがみてとれる。 

 

7. 結論 

CSR としての復興支援が、実際の復興にどれだけ役に立つかは、リード企業のマネジメ

ント形態に支配されている。企業が復興をどのように捉えているかを示したのが矢口(2014)

であった。本社の立地とコアとなる事業所の存在が、復興 CSR の在り方を規定していた。

矢口(2014)が示した（４）の企業だけではなく、（３）にあたる域外に本社があり域内に重要

な事業所を持つ企業であっても、CSV に影響を受けた戦略的 CSR マネジメントを取る傾向

が強まっていることを本稿は示した。これらの企業は、震災から十年を経て、バリューチェ

ーンのグローバルなつながりを維持し、安定的に自社のチェーンを稼働させることを優先

させたことで、被災地域の持続的な復興からは離れつつある。 

バリューチェーンの進展は伴う企業活動は、企業の復興 CSR にどのような変容をもたら

すであろうか？東日本大震災などの震災でバリューチェーンの途絶リスクが露わになった

企業は社会的責任として、この途絶リスクをいかに軽減するかを重要な要素として経営計

画を策定する。つまり、バリューチェーンによる生産の細分化と地理的拡散が、CSV 的な

戦略的 CSR の重要性をより強めたといえる。ここで、復興という言葉と復興の対象として

の社会という言葉の持つ意味が、企業の戦略的 CSR という文脈において変容していること

が現実化している。 

被災地域はバリューチェーンが要請する企業の CSV 化した CSR に抗うことができない。

震災によってチェーンのボラティリティが高まった地域は、戦略的 CSR によってバリュー

チェーンの周縁に追いやられてしまうことを意味している。その結果、被災地域の復興にと

っては不要な CSR（レジリエンスを高めるための工場の国外移転など）を被災地域は受け

入れないといけない。これは、被災地域が、法的にも、CSR の決定としても弱い立場に置か

れていることによる。 

復興 CSR という形で出される CSR は、本来的に被災地域の復興のための CSR であると
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いう期待が存在する。しかし被災地域が直面するグローバル化の構造の中での弱さから、望

まざる形の CSR に変容することを受け入れざるを得ない。バリューチェーンの強靭化、複

線化はリード企業の利潤確保ないしリスク管理のための手段だが、これはサプライヤーの

事情（そして被災地の復興）とは無関係であり、それが反映されたものではない。リード企

業がかつて CSR として提示した復旧・復興のための取り組みは、時間とともに、そしてバ

リューチェーンの断絶というリスクの重大さの前に消え去り、今では復興よりもむしろ自

社の利潤追求とリスク管理に舵を切っている。そのため、復興の名のもとにおこなわれる

CSR であっても、バリューチェーンの進展に起因するリード企業と地域のサプライヤーの

非対称的な権力構造から、被災地の希望は常に割り引かれたものになる。これは、リード企

業が常に優位なポジションに立っているためで、CSV という企業の利潤追求と社会的価値

とが共存可能であるという考え方は、グローバル化のなかでの分業体制の細分化のなかで、

社会的価値という意味を局所化しているといえる。 

 

  



46 

 

第 4 章 オフショアの威嚇効果による労使関係の変化と労働分配率 

 

1 はじめに 

近年、資本に対する労働への分配率の低下が世界的な傾向としてあらわれている。AMECO

による推計によれば、1995 年から 2020 年にかけて、労働分配率はイギリスを除く EU 諸国

で 1.94 パーセント、アメリカ合衆国で 2.96 パーセントだけ低下している。労働分配率の低

下傾向は、他の推計でも明らかにされている（ILO, 2019; ILO and OECD, 2015）。こうした労

働分配率の低下傾向は、さまざまな先行研究が指摘するように、利潤に対する相対賃金の低

下による所得格差の拡大に寄与している（例えば、Dünhaupt, 2017; Karabarbounis and Neiman, 

2014; Kristal, 2010; Pariboni and Tridico, 2019; Piketty, 2014; Rodriguez and Jayadev, 2012; 

Stockhammer, 2017）。労働分配率の経験的なトレンドとその決定要因についてはこれまで数

多くの研究で言及されてきたが、労働分配率の決定要因についてはコンセンサスが得られ

ていない。Rodriguez and Jayadev（2012, p.16）が主張するように、「労働分配率は大多数の

人々が受け取る報酬を示す指標」であり、その労働分配率が低下するということは「労働者

の相対的な権力が著しく低下している」ことを示唆している。 

新古典派経済学者による研究のなかでは、労働分配率の低下について主に産業組織やス

キル・プレミアの変化に注目して分析が行われてきた。Borjas and Ramey（1995）は、集中

的な産業において、外国企業との競争が激しくなったことで特に低学歴の労働者の相対賃

金が低下したと主張している。Feenstra and Hanson（1996）は、1972 年から 1994 年にかけて

のアメリカ合衆国におけるアウトソーシングの増加が、非熟練労働者の労働分配率の低下

と、非熟練労働者に対する熟練労働者への需要の相対的増加に寄与したという実証研究を

おこなった。Karabarbounis and Neiman（2014）は、労働分配率の低下は、設備コストの急速

な低下に伴う資本の相対価格の低下と関係があると強調している。また、Barkai（2020）は、

利潤分配率の上昇が大きく、労働分配率の低下を相殺する一方、資本分配率（付加価値総額

に対する資本コストの割合）は労働分配率の低下を相殺しないことを示した。 

ポスト・ケインズ派経済学者による研究では、金融化と政府支出の変化が労働分配率に与

える影響が強調される。これらの研究では、マクロパネルデータを用いて、重回帰分析によ

り労働分配率の決定要因を推定している。Kohler, Guschanski, and Stockhammer（2019）は、

金融化の労働分配率への影響を四つのチャネルに分解し、国際的な金融開放度と企業によ

る金融決済が労働分配率に有意に負の影響を与えることを発見している。Dünhaupt（2017）

は、配当や利払いの増加が労働分配率の低下と強く関連することを明らかにした。Jayadev

（2007）は、雇用主がグローバルな流動性を利用することで労働者との交渉力を強化できる

ため、資本収支の開放度が労働分配率を低下させることを強調している。Stockhammer（2017）

は、金融化、福祉国家の縮小、グローバリゼーションが労働分配率に負の影響を与えること

を明らかにした。Pariboni and Tridico（2019）は、先進国において金融化に伴い、資本主義の
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構造変化と脱工業化によって資本に対する労働の交渉力が弱まり、その結果、労働分配率が

低下したと論じている。 

労働分配率の決定要因として、多くの研究が労働者と資本家のあいだの交渉力に言及し

ていることも注目に値する。Blanchard and Giavazzi（2003）は、労働市場における規制およ

びその緩和の効果に焦点を当て、労働市場における規制緩和が労働者の交渉力を低下させ、

1980 年代のヨーロッパのマクロ経済の状態を悪化させたことを示した。Autor et al.（2020）

は、スーパースター企業と彼らが名づける巨大企業の台頭が労働分配率の低下と関連して

いることを明らかにしている。また、Sung, Owen, and Li（2021）は、労働組合が強化される

ことと労働分配率の低下との間に負の関係性があることを実証的に示した。Guschanski and 

Onaran（2021）は、1970 年から 2014 年までの OECD 諸国のデータを用いて、近年の労働者

の交渉力の低下が、技術変化よりもむしろ、オフショアの進展や労働市場の制度の変化によ

るものであると結論付けている。 

上述の研究者たちはそれぞれ理論的な立脚点や強調する要素は異なっているが、グロー

バリゼーションによる労働市場ないし労使関係の構造的な変化は労働分配率に負の影響を

与えている、という点についてはコンセンサスが得られている。これまでの研究では、労働

分配率の低下をもたらすマクロ的・外生的要因に焦点が当てられてきたが、労使関係の内生

的ダイナミズムを含むミクロ的な視点による研究は乏しい。しかし、賃金の決定は、グロー

バリゼーション（特に国外労働市場へのアクセス）によって大きく変化した労使関係に依存

している。そのため、グローバリゼーションが労使関係にどのような影響を与え、労働分配

率の低下をもたらしているかを検討することは重要である。また、「グローバリゼーション」

という用語には、国境を越えた財・資本・労働の移動という多様な側面が含まれている。そ

のため、グローバリゼーションという用語は、どの側面が労使関係に影響していると考える

かによって、研究者ごとに違った意味で用いられている。グローバリゼーションのうち、い

かなる要素が労働分配率の低下に影響を及ぼしているのかについても精査されるべき点で

ある。もし、グローバリゼーションが労使間のパワーバランスを変化させ、労働分配率を低

下させるのであれば、その背景にはどのような本質的メカニズムがあるのかを問うことが

重要となる。 

本章では、グローバリゼーション、その中でもオフショアが労働者の交渉力に与える影響

に焦点を当てる。そして、ミクロ的な賃金交渉モデルと比較実証分析を用いた分析をおこな

い、長期的な労働分配率の低下との関係性について検討する。グローバリゼーションという

用語は、一般的な用語として流通するあまり、どの年代を指すのか、いかなる影響に着目し

てるのかという点が曖昧になってしまう。そのため、本章では Milberg and Winkler（2013）

による定義に倣って、グローバリゼーションを二つのフェーズとして捉える。彼らによれば、

1980 年代中頃からの海外直接投資とオフショアの台頭によって、グローバリゼーションは

変化を経験したとし、この転換点をもって、グローバリゼーションは歴史的に区別される必
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要があると主張する4。ここで、第一期のグローバリゼーションは主に最終財の貿易がおこ

なわれていたが、第二期のグローバリゼーションでは、オフショアによって国内労働が国外

労働と代替される貿易がおこなわれている。このグローバリゼーションの質的変化は、雇用

者が生産過程を国外に移転するというオプションを新たに持つことによって、被雇用者に

対して脅しをかけることができるため、労使関係に影響を与えるはずである。Burke and 

Epstein（2001）はこれを「脅迫効果 threat effects」と呼ぶ。本章では簡単な雇用者と被雇用

者のゲームモデルを用いて、賃金交渉においてグローバリゼーションのフェーズ（オフショ

アのある場合とない場合）がどのような影響をもたらしうるのかを確認する。そして、比較

実証分析から、グローバリゼーションの歴史的フェーズの違いが、労使関係と労働分配率に

いかなる影響を与えているのかを検証する。 

ここで用いる理論的フレームワークは、Blanchflower, Oswald, and Sanfey（1996）および

Rodrik（1999）に倣った、雇用者（資本）と被雇用者（労働）との間のシンプルなナッシュ

交渉モデルである。このモデルは、レント・シェアリング（非ゼロ利潤）部門から構成され

る小国開放経済で、そこで発生する失業者はプレミアなしの固定的な競争賃金で他の雇用

者に再雇用されるものとする。そして、第一段階で労使間のナッシュ交渉によって賃金が決

定され、次の段階で雇用者が国内での生産か国外生産かという雇用の配置を決定するとい

う二段階交渉ゲームを考える。本研究では、オフショアというオプションのなく国内での生

産を選択するケース、オフショアの威嚇が存在しながら国内で生産するケース、そして国外

にオフショアするという三つのケースについて、オフショアコストの水準に応じた比較静

学をおこなう。上述したグローバリゼーションの各フェーズの下で、それぞれの変化が労働

者の交渉力、賃金、利潤に及ぼす影響を検討する。結果として、このモデルからは労働分配

率に関する次の仮説が導かれる。第一に、オフショアのオプションがない場合、労働者の交

渉力の強化は賃金の上昇に影響を与える。第二に、オフショアのオプションを雇用者が持つ

場合、生産過程が国外へ移転されて自らが失業状態になることを回避するために、労働者は

交渉で賃下げにも妥協せざるをえない。この理論モデルは、オフショアの威嚇を伴うグロー

バリゼーションが、労働者の交渉力を低下させ、結果として労働分配率を低下させることを

示唆している。 

モデルから得られた仮説に基づき、グローバリゼーションの時代における労使交渉の歴

 
4 ここで歴史的というのは、ウォーラーステインによる世界システム分析が意識されてい

る。ウォーラーステインは、グローバリゼーションは二十世紀に発現した現象ではなく、

むしろ十六世紀に資本主義的な世界=経済が形成されて以降、世界の根幹をなすものとし

て捉えている。この視点は、グローバリゼーションを二十世紀後半の限定された期間の現

象であるという従来の定義から解放し、現代の世界を相対化することに役立った。しかし

ながら、こうした視点は、十六世紀のグローバリゼーションと二十世紀のグローバリゼー

ションとの差異を些末なものとして同質化する傾向にある。だが、ミルバーグら、そして

本論文での試みは、現代のグローバリゼーションに特徴的な要素が社会に与える影響に焦

点を当てることにあるので、グローバリゼーションを質的に区別されるものとして分析を

おこなう。 
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史的なダイナミクスという観点から労働分配率の低下について検討する。そこで、1975 年

から 2017 年までというある程度長期の OECD 十八カ国のパネルデータを用い、オフショア

の傾向の違いによって二十五年ずつに分けて、比較分析をおこなう。ただし、Milberg and 

Winkler（2013）が指摘するように、1980 年代中頃から海外直接投資やオフショアが台頭し

始めていたが、それがグローバルな生産の顕著な特徴となるまでにはラグがあり、転換点を

具体的な時点として特定することは難しい。むしろ、オフショアが企業にとって容易なオプ

ションとして現れ、そこで威嚇効果が発揮されるのは漸進的なプロセスとして捉えるのが

自然である。それゆえ、ここではオフショアの指標（3.3 節、図 3.3 を参照）におけるトレ

ンドを参照して二十五年ごとに時代区分をおこなった。第一期は 1975 年から 1999 年まで

であり、そこではオフショアの指標は低い水準のままほとんど変動がない。第二期は、1993

年から 2017 年までで、その期間のオフショアの指標は（2008 年の金融危機以降を除いて）

コンスタントに上昇している。第二期が、オフショアコストの低下によってその脅迫効果が

労働者にとって現実的なものとして迫ってきた瞬間であったと考えられる。 

本章でおこなう分析結果の一部は、グローバリゼーション、オフショア、労働者の交渉力

を労働分配率の決定要因として強調したこれまでの実証研究に沿ったものである。しかし

ながら、グローバリゼーションをオフショアの有無で二つのフェーズに分けて比較分析を

することで、第一期と第二期のあいだに顕著な差異を見出すことができた。グローバリゼー

ションについての一般的な指標である KOF index を用いて推計をおこなうと、Pariboni and 

Tridico（2019）が示したのと同様に、1975 年から 2017 年まで、一貫してグローバリゼーシ

ョンは労働分配率に対して有意に負の影響を与えていることがわかる。オフショアが労働

分配率に与える影響についても、Guschanski and Onaran（2021）が示すように、その値は有

意に負となる。しかしながら、二期間に分けて比較することで、オフショアが労働分配率に

与える影響は、オフショアが盛んになる第二期においてのみ有意で、それ以前の第一期では

有意な影響をもたないという結果が得られた。また、労働者の交渉力の指標としての労働組

合員率（union density）の値が労働分配率に有意な影響を持つのは、第一期においてのみで

あり、第二期においては十分な影響力をもたないことが明らかになった。第二期の結果は、

Dünhaupt（2017）による 1986 年から 2007 年までのデータを用いた実証研究と一致するもの

であるが、今回の分析においては第一期と第二期の間で対照的な結果になったということ

が注目に値する。これらの結果は、モデルが示唆するように、グローバリゼーションの質的

変化―雇用者によるオフショアの威嚇効果が現実的なものとなること—によって労働者が

賃金交渉における交渉力を失っていること暗に示している。 

この章は、六つの節から構成されている。第二節では、比較実証分析につながるように、

オフショア可能性の高低から三つの状況を想定し、それぞれに状況おける雇用者と被雇用

者のあいだのナッシュ交渉モデルについて説明する。第三節では、1975 年から 2017 年まで

の OECD18 カ国についての労働分配率、グローバリゼーション（KOF index とオフショア）、

労働組合員率それぞれの歴史的トレンドについて述べる。第四節では、それらのデータにつ
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いて、労働分配率を従属変数として回帰分析をおこなう。第五節では、得られた実証結果に

ついて、グローバリゼーションの質的変化による労使関係の変化として解釈をおこなう。最

後に第六節で簡単な要約と結論を述べる。 

 

2 理論枠組み：労使関係についてのゲームモデル 

今節での狙いは、小国開放経済において、オフショアと労働者の交渉力とが労使関係に与え

る影響を記述することにある。 

ここでは、労働者と雇用者のあいだで賃金𝑤を決定し、それを踏まえて企業が生産を国外

へ移転するかどうかを決定するという二段階のナッシュ交渉モデルを考える。簡単化のた

め、国内労働者は同質的であり、国境を越えた移動をしないものとする。さらに、企業は自

らが雇用した労働者𝑛のみを生産要素として生産活動をおこなう。このとき、企業の得る利

潤は、 

𝜋𝑑 = 𝑓(𝑛) − 𝑤𝑛 

であり、𝑓(𝑛)は微分可能な生産関数である。 

ここで、Jeon and Kwon（2018）に基づいて労働者と企業がおこなう交渉ゲームの流れを

記述しておく。 

1. 賃金交渉：労働者と企業が賃金について交渉をおこなう。交渉がうまくいけば、企業は

𝑛人の国内労働者を雇用し、𝑓(𝑛)だけの生産をおこなう。しかしながら、交渉が決裂し

た場合、企業は国内生産を停止し、オフショアをおこない国外で生産活動を行うかどう

かを選択する。また、労働者はレイオフされ、他の企業にプレミアなしの競争賃金 𝑤0

で再雇用される。 

2. 生産地の選択：企業は生産の規模にあったオフショアコスト𝜏  を支払うことで国外で

の生産が可能になる。企業がオフショアを選択するとき、国内よりも安価な賃金𝑤𝑓 で

労働者を雇用することができる。ここでは、国外賃金は国内の競争賃金よりもさらに低

いとする（𝑤𝑓 < 𝑤0）。 

 

オフショアを選択したときの企業の利潤は次のように書ける。 

𝜋∗ = 𝑓(𝑛) − 𝑤𝑓𝑛 − 𝜏𝑛. 

オフショアというオプションによって収益が見込めない場合（𝜋∗ ≤ 0）であれば、企業はオ

フショアを選択しない。もし、𝜋∗ > 0 であれば、企業は国内での生産から得られる利潤と

の比較によって、オフショアするかどうかの判断をする。企業がオフショアのオプションを

持つかどうかは、生産地の選択だけでなく、第一段階の国内労働者との賃金交渉にも影響を

及ぼす。 

 また、𝜋𝑑と 𝜋∗を比較することで、オフショア戦略が現実的なものとして現れてくるライ

ンを明らかにすることができる。もし、国外生産の単位コストが国内生産よりも高い場合

（𝑤 < 𝑤𝑓 + 𝜏）であれば、企業はオフショアというオプションを選択することはありえない。
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対照的に、もし国外生産の単位コストが国内生産よりも低い場合（𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤）であれば、

企業はゲームの第二段階の生産地選択において国外生産を選択しうる。企業の生産地の選

択は第一段階での賃金交渉の結果によって決定されるため、オフショアというオプション

は賃金交渉において労働者に対する威嚇として作用する。また、国外生産の単位コストが極

めて低い場合（𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤0）は、賃金交渉は合意に至らず、企業は国外での生産を選択す

る。以下で、三つのケースについてより詳細に議論する。 

 

2.1 オフショアの威嚇がないケース 

第一に、国外生産の単位コストが国内の賃金よりも高いケースを考える。このとき、Rodrik

（1999）より、最大化問題は次のように書ける。 

𝑚𝑎𝑥
𝑤

[(𝑢(𝑤) − 𝑢(𝑤0))𝑛]
𝜙

𝜋𝑑
1−𝜙 

ここで、𝑢(𝑤)は労働者が賃金から得る効用であり、𝑢′(𝑤) > 0  かつ𝑢′′(𝑤) < 0  であるとす

る。また、𝜙 および(1 − 𝜙)はそれぞれ労働者と雇用者の交渉力をあらわしている。 

W についての一階条件は次の通り。 

𝑤: 
𝜙𝑢′(𝑤)

𝑢(𝑤) − 𝑢(𝑤0)
−

(1 − 𝜙)𝑛

𝜋𝑑
 

Blanchflower, Oswald, and Sanfey（1996）から、𝑢(𝑤0)についての近似を 

𝑢(𝑤0) ≃ 𝑢(𝑤) + (𝑤0 − 𝑤)𝑢′(𝑤) 

という形で得られる。ここから、賃金 w について次のように書き直すことができる。 

𝑤 ≃
𝜙

1 − 𝜙

𝜋𝑑

𝑛
+ 𝑤0 

このケースにおいては、賃金についての式から、労働者が賃金交渉力を高めることで、競争

賃金に上乗せされるプレミアを獲得できることが示唆される。これらの結果から、今回のケ

ースについての仮説を以下のように導くことができる。 

 

仮説１：𝑤 < 𝑤𝑓 + 𝜏 であるとき、企業のオフショアというオプションは現実的ではなく、

そのため労働者は自らの交渉力を高めることで、より高い賃金を得ることができる。 

 

2.2 オフショアの威嚇があるケース 

第二に、グローバリゼーションと技術進歩によってオフショアコストが低下したケースを

考える。特に、国外生産の単位コストがオフショアの威嚇なしの賃金によって生産するコス

トよりも低く、かつ国内の競争賃金で生産するよりは高い（𝑤0 ≤ 𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤）というケー

スを取り扱う。この場合、企業は賃金交渉においてオフショアオプションを選択することは、

十分に現実的な選択肢となりうる。したがって、企業と労働者のナッシュ積は次のように書

ける。 
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𝑚𝑎𝑥
𝑤∗

[(𝑢(𝑤∗) − 𝑢(𝑤0))𝑛]
𝜙

[𝜋𝑑 − 𝜋∗]1−𝜙 

第一のケースと区別するため、賃金を𝑤∗と表記する。前項に倣って賃金を以下のように書

く。 

𝑤∗ ≃
𝜙

1 − 𝜙

𝜋𝑑 − 𝜋∗

𝑛
+ 𝑤0 

第一のケースと違って、労働者が交渉力を高め賃金を上昇させようとすれば、企業は生産を

オフショアすることを選ぶ。そのため、雇用を守るために労働者は交渉において賃金を下げ

ることを容認するようにならざるを得ない。第一のケースと第二のケースとの交渉賃金の

差は、 

𝑤 − 𝑤∗ =
𝜙

1 − 𝜙

𝜋∗

𝑛
> 0 

となる。この結果から、企業が生産をオフショアする選択肢を現実的なものとして持ってい

る場合、そのことが労働者に対する威嚇効果となり、交渉賃金を低下させる。以上の結果か

ら、次の仮説を得ることができる。 

 

仮説 2：𝑤0 ≤ 𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤 であるとき、オフショアによる威嚇効果によって労働者が雇用

を維持するために低い交渉賃金に妥協するため、労働分配率は低下する。 

 

仮説 3：𝑤0 ≤ 𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤 であるとき、労働者の交渉力はオフショアの威嚇によって減退

する。 

 

2.3 オフショアを選択するケース 

第三のケースとして、オフショアコストが十分に低く、国内の賃金にかかわらずオフショ

アを選択することが企業にとって最善であるような状況（𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤0）を考える。この場

合、企業は交渉ゲームの第一段階の結果にかかわらずオフショアを選択する。 

それぞれのケースを整理すると、国外生産の単位コスト（𝑤𝑓 + 𝜏）について区分した以下

の表 1 のようにまとめることができる。オフショアコストが低下するにつれて、経済は第一

のケースから第三のケースへと移行していき、交渉賃金は低下し、企業の利潤が増大する。 
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表 1 オフショアコストによって場合分けした各交渉ゲームの結果 

 Case 1. 

𝑤 < 𝑤𝑓 + 𝜏 

Case 2. 

𝑤0 ≤ 𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤 

Case 3. 

𝑤𝑓 + 𝜏 < 𝑤0 

 

Firm 

 

Domestic production Domestic production while 

using offshoring threat 

Offshoring 

production 

𝜋𝑑(𝑤)  < 𝜋𝑑(𝑤∗) <  𝜋∗ 

 

Worker 

Improve bargaining power 

and demand higher wages 

Compromise with lower 

wages to retain 

employment 

Work elsewhere 

𝑤 > 𝑤∗ >  𝑤0 

 

3 歴史的推移：労働分配率、グローバリゼーション、労働組合員率 

先に提唱した仮説について計量的な分析を進める前に、本節では OECD 十八カ国5の 1975

年から 2017 年までの静的データから、労働分配率、グローバリゼーション、労働組合員率

の歴史的推移を概観しておく。グローバリゼーションについては、KOF Index とオフショア

リ強度（offshoring intensity）という異なる指標を導入し、質的な観点から理解する。労働分

配率と組合密度が低下していることが確認でき、そして 1990 年前後にグローバリゼーショ

ンに質的な変化があった。 

 

3.1 労働分配率 

まず、ここ半世紀の労働分配率の推移について焦点を当てる。Krueger（1999）が強調する

ように、労働分配率の指標は自営業者の取り扱いについて問題を抱えている。この問題を回

避するために、今回は修正労働分配率という、被雇用者一人当たりの労働報酬を経済全体の

一人当たり GDP で割った指標を用いる6。ここでの労働報酬とは、支払いの形式に関係なく

労働から得られる所得の全体と雇用者からの社会保障を合計したものである。 

 

 
5 対象となる十八カ国とは、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、デンマ

ーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、韓国、二本、オラン

ダ、ノルウェー、スペイン、スウェーデン、イギリス、アメリカ合衆国である。ニュージ

ーランドやポルトガル、スペイン、スイスなどの国は一部データが欠損しているため、分

析からは除外した。 
6 データは、European Commission’s Directorate General for Economic and Financial 

Affairsの AMECO で公表されているものを利用する。 
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図 2 修正労働分配率 

 

図 2 に、本章の分析対象である OECD 十八カ国における 1975 年から 2017 年までの四十

余年の労働分配率の平均値と中央値の推移を示した。ここ四十年余り、先進諸国において労

働分配率は低下し続けていることがわかる。しかしながら、1980 年代の初めまでは多少の

上下動がありながらも、労働分配率はある程度の高水準を維持していた。1975 年から 1986

年までは、労働分配率の平均値も中央値も 60 パーセントを維持していた。1982 年以降、労

働分配率は徐々に低下し続けて 2017 年には 54 パーセントにまで下がった。労働分配率は

長期的に低下しているが、その中でも 1990 年から 2017 年までと比べて 1980 年代の変化は

激しいものであることが読み取れる。 

 

3.2 グローバリゼーション（KOF Index とオフショア） 

ヒト・モノ・カネの国境を越えた移動は、ここ三十年間でますます激しいものになり、その

現象はグローバリゼーションとして知られている。しかしながら、グローバリゼーションは

明確に定義可能である一面的な現象ではない。むしろ、（非）人間の諸活動が国境を越えて

統合される原因、経過、結果のすべてを含んだ一つのプロセスである（Al-Rodhan and 

Stoudmann, 2006）。 

多面的なグローバリゼーションについて、その国内経済への影響を計るために、複数のデ

ータを組み合わせたKOF Index of Economic Globalizationという指標を用いる7。この指標は、

 
7 KOF Index of Economic Globalizationは 1970年からの世界 123 カ国についての実際の

フローとさまざまな規制に基づいたデータである（Dreher, 2006）。フローは、国際貿易と
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0 から 100 までの幅で、より高い数値であるほど経済的な開放度が高いことを意味してい

る。図 3 から、KOF Index の値が 1975 年から持続的に上昇していることが見て取れる。経

済的グローバリゼーションの中央値は、1975 年の 49.8 から 2017 年には 79.3 にまで上昇し

ており、これは約 60 パーセントの増加である。ただし、経済的グローバリゼーションの進

展は 2000 年以降、その数値の増加は緩やかになっている。中央値をみれば、2000 年時点で

78.6 に達しており、それ以降はほとんど増えていない。 

 

図 3 KOF Index 

 

KOF Index は、2000 年以降グローバリゼーションが停滞していることを示唆している。し

かしながら、国際貿易や投資の在り方は、1990 年代初めごろから大きく変化した。この変

化は、先進国間の最終財の貿易から、先進国と途上国間とのオフショア貿易への変化として

特徴づけられる（Baldwin and Lopez-Gonzalez, 2015）。KOF Index は実際のフローと規制につ

いての統合的指標であるがゆえに、こうしたグローバリゼーションの質的な変化について

は計ることができない。より詳細なグローバリゼーションの内容について測定するために、

先進国と途上国との関係について焦点を当てる。 

以上の理由から、グローバリゼーションについてもう一つの指標として、先進国と途上国

間の経済関係を明確にするオフショア強度（offshoring intensity）を用いる。オフショア強度

は、対象とする OECD 十八カ国の工業部門の輸入のうち、低中所得国からの輸入の割合の

 

対外直接投資、証券投資、国外への支払い所得からなる。規制は、貿易障壁、平均の関税

率などからなる。 
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ことである8。図 4 から明らかなように、オフショア強度はその平均値でも中央値でも 1990

年代に入ってから大きく増加している。平均値をみれば、プラザ合意後の 1986 年に前年の

13.5 パーセントから 10.4 パーセントに低下しているが、その後は上昇を続け、2017 年では

26.5 パーセントにまで達している。オフショア強度の中央値は、1991 年から上昇を始め、

その時点で 9.05 パーセントであったものが 2017 年には 22.4 パーセントにまで上昇してい

る。 

 

図 4 オフショア強度 

 

これらの統計データが示すことは、国際貿易や投資の量的な増大と同時に、グローバリゼ

ーションが質的な変化―先進国と途上国間のオフショアの急速な広がり―を経験してきた

ということである。オフショアの急増は、Milberg and Winkler（2013）における「グローバ

リゼーションの新しい波」の特徴と一致する。さらに、こうしたグローバリゼーションの変

化のパターンは、Arrighi（1994）による、資本主義の蓄積システムが「生産拡大」の局面か

ら「金融拡大」の局面へと移行するという主張とも一致する。要約すると、グローバリゼー

ションの新しい波とは、先進国の大企業がより安価な賃金を求めて生産タスクを途上国へ

と移転するようになったことであるといえる。 

 

3.3 労働組合員率 

本章では、労働組合員率（union density）を労働者の交渉力の尺度として用いる。労働組合

 
8 低中所得国の定義は、世界銀行による分類に従っている。この所得区分は、一人当たり

国民所得に基づいて決定されている。 
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員率とは、雇用全体のうち組合に加入している比率のことであり、データは ICTWSS database 

version 6.1 を利用している（Visser, 2019）9。本章では労働組合員率の水準は、労働者が組織

されてる度合いとしてだけでなく、前節のモデルにおける労働者の交渉力𝜙の強度をあらわ

しているものとみなす。 

 

図 5 労働組合員率 

 

図 5 から読み取れるように、労働組合員率はずっと低下し続けている。その中央値は、

1975 年の 45.2 から 2017 年には 23.9 にまで半減している。一方で、平均値は中央値ほど急

激な低下傾向を見せていないが、それでも 1975 年の 45.2 から 2017 年の 31.2 まで低下して

いる。このことからも、労働者の交渉力がここ数十年の間ずっと低下する傾向にあるといえ

よう。 

この節をまとめるために、ここまで紹介してきた四つの指標―労働分配率、KOF Index、

オフショア強度、労働組合員率―についての四十余年の推移について表 2 にまとめる。この

表は、十八カ国の 1975 年、1996 年、2017 年における中央値を列記し、1975 年と 1996 年の

間の変化と 1996 年から 2017 年までの変化をそれぞれ記載している10。この中で、オフショ

ア強度は、1996 年以降に大きく変化している。これは、グローバリゼーションが 1990 年代

から先進国間の貿易から先進国と途上国間の貿易へと質的な変化を経験したことがあらわ

 
9 ICTWSSが提供するデータのなかには、交渉強度（bargaining intensity）という労働

者の交渉力についての重要な尺度が存在している。しかしながら、長期的分析をおこなう

にあたって、交渉強度は欠損データが多いため今回の分析では使用しなかった。 
10 各国についてのデータは、表 A.1を参照。 
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れている。 

表 2. 各指標の中央値の推移 

 1975 1996 % change 

1996-1975 

2017 % change 

2017-1996 

Labor share 65.7 57.6 −12.3 54.7 −5.0 

KOF index 49.8 70.0 40.5 79.3 13.2 

Offshoring intensity 9.4 13.2 40.0 21.7 64.4 

Union density 48.0 33.4 −30.4 23.9 −28.4 

 

4 労使間ゲームの実証分析 

前節で、労働分配率、グローバリゼーション、労働組合員率という指標が、過去四十余年間

でどのような歴史的推移をたどってきたかをみてきた。今節では、第二節での理論モデルか

ら得られた仮説に基づいて、回帰分析をおこなう。まず、回帰モデルを導入し、その後歴史

的な比較分析をするための期間の分け方について言及する。そして OECD 十八カ国のパネ

ルデータを用いて実際に分析をおこない、その結果についてみていく。 

 

4.1 回帰モデル 

労働分配率は、労使交渉ゲーム全体における資本への報酬に対する労働の報酬に近似して

いるとみなせるため、労働分配率を従属変数とする。前節までで議論した通り、グローバリ

ゼーションと労働組合員率が労使関係のダイナミックな過程の中で労働分配率にいかなる

影響を与えるのかを考察する。そのために、以下の回帰式を考える。 

 

𝐿𝑆𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝐺𝐿𝐵𝑖𝑡 + 𝛽2𝑈𝐷𝑖𝑡 + 𝛽3𝑈𝑛𝑒𝑚𝑝𝑖𝑡 + 𝛽4𝛥𝐺𝐷𝑃𝑖𝑡 + 𝛽5𝐺𝐸𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡 

𝐿𝑆𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝐺𝐿𝐵𝑖𝑡 + 𝛽2𝑂𝐼𝑖𝑡 + 𝛽3𝑈𝐷𝑖𝑡 + 𝛽4𝑈𝑛𝑒𝑚𝑝𝑖𝑡 + 𝛽5𝛥𝐺𝐷𝑃𝑖𝑡 + 𝛽6𝐺𝐸𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡 

 

ここで、𝐿𝑆𝑖𝑡は𝑖  国𝑡  年の労働分配率をあらわしている。独立変数の𝐺𝐿𝐵は前節で紹介した

KOF Index によって評価されたグローバリゼーションの程度を意味している。また、グロー

バリゼーションの質的な指標としてオフショア強度（𝑂𝐼）を考慮に入れる。KOF Index が実

際のフローと規制とに焦点を当てていたのに対して、オフショア強度は途上国からの輸入

のウェイトを意味している。グローバリゼーションの質的な変化、特にその金融化という観

点からいえば、対外直接投資の投下量の増大という点もまた重要な点であるが、これは KOF 

Index の中に含まれているため今回の分析では考慮しない。𝑈𝐷は労働組合員率をあらわし、

これは労働者がどの程度組織されているかの尺度である。 

また、労働市場に重要な影響を及ぼすマクロ的要因として、失業率（𝑈𝑛𝑒𝑚𝑝）と経済成長

率（𝛥𝐺𝐷𝑃）をそれぞれ制御変数として導入する。政府の活動の重要性を考慮するために、

政府支出（𝐺𝐸）もまた制御変数として加える（Dünhaupt, 2017; Jayadev, 2007）。もし、ある
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国の政府支出が相対的に高ければ、その国は最低賃金の制定など労働市場に対する規制を

積極的におこなっていることを意味する。福祉国家のように、政府による規制は労働分配率

に影響を与えると考えられる。 

 

4.2 期間の区分 

グローバリゼーション、オフショア、労働組合員率が労働分配率に与える影響を調べるため

に、まず 1975 年から 2017 年という長い期間で回帰をおこない、そののちに各期間の変化

を観察する。前節で見たように、グローバリゼーションは 1970 年代から拡大し始め、1990

年代初め頃からオフショアの拡大など質的・量的な変化を経験した。 

グローバリゼーションの長い歴史的過程における労使関係の変化を見るために、1975 年

から 1999 年までと 1993 年から 2017 年までの二つの四半世紀に分けて回帰をおこない比較

する。両期間にわたって、国境を越えたやりとりは増加傾向であるが、そこには質的な違い

がある。第一期は、図 2 で見たように、KOF Index というより統合的なグローバリゼーショ

ンの指標では、常にグローバリゼーションが拡大している時期であるが、オフショア強度は

15 パーセント未満で停滞している。第二期は、図 3 で見たように、オフショア強度が安定

的に増加している時期である。また、後者は近年まで続いている金融化の時期と重なってい

る。このように、前者は国際的な財貨貿易の拡大過程としてのグローバリゼーションの第一

期であり、後者はオフショアの強化を特徴とするグローバリゼーションの第二期であると

区別することができる。長期的な労使関係の変化について観察するために、この二つの期間

を比較する。 

 

4.3 回帰分析の結果 

OECD 十八カ国の 1975 年から 2017 年までのパネルデータを用いて回帰をおこなう。そ

の際、ハウスマン検定でランダム効果モデルと固定効果モデルのどちらが今回の分析に適

当であるかを決定できなかったため、それぞれのモデルから得られた回帰結果を以下の表

に併記する。労使関係は、一方で各国固有の制度的条件に影響されるが、他方でほとんどの

国に共通するグローバリゼーションや自由主義化などの一般的な傾向にも影響されるので、

こうしたハウスマン検定の結果は合理的なものである。例えば、デンマーク、スウェーデン、

フィンランドなどの北欧諸国は、他のほとんどの国で組合密度が低下していた 1980 年代半

ばでも組合密度が高く、この傾向は 1990 年代に入っても続いていた。こうした特異な傾向

は、ゲント制度と呼ばれる労働組合が政府や私的組織に代わって失業給付の水準を決定で

きるという制度によるものである。しかし、ヨーロッパの福祉国家を含めても、分析対象国

全体で、約半世紀にわたって、グローバリゼーションの進展とともに労働分配率と労働組合

員率が低下している。 

表 3 は 1975 年から 2017 年までの回帰分析の結果を示している。また、多重共線性に関

する検定の結果を表 A2 に示す。これらの有意な諸結果は、グローバリゼーションが労働分
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配率に対して負の相関があり、その一方で労働組合員率は正の相関をもつという仮説を支

持する結果となった。オフショア強度を含めた Model.2 と同様に、Model.1 でも KOF と UD

がそれぞれ労働分配率に有意な影響を持っているという結果が、ランダム効果モデルから

も固定効果モデルからも得られた。オフショア強度についても労働分配率に対して有意に

負の相関が得られた。通常の労働市場についてのモデルと一致して、失業率は労働分配率に

対して有意に負の相関が観察できる。また本論文の射程外ではあるがいくつかの先行研究

で言及されていた通り、GDP の成長は労働分配率の低下に有意に作用している（例えば、

Acemoglu and Autor, 2011; Barkai, 2020）。政府支出は労働分配率に対して正の相関をもつ。こ

の結果は、Blanchard and Giavazzi（2003）の福祉国家は労働者にとって有利に働くような労

働市場の規制をおこなう傾向がある、という指摘に一致する。 

 

表 3 長期の回帰分析結果 

 1975–2017 

 Model 1 Model 2 

 Fixed Effect Random Effect Fixed Effect Random Effect 

GLB −0.3243*** −0.3338*** −0.3132*** −0.3249*** 

 (0.0134) (0.0130) (0.0150) (0.0143) 

OI   −0.0363* −0.0365** 

   (0.0185) (0.0183) 

UD 0.1184*** 0.0952*** 0.1077 *** 0.0800 *** 

 (0.0180) (0.0167) (0.0192) (0.0179) 

Unemp −0.1314*** −0.1111** −0.1551*** −0.1304*** 

 (0.0436) (0.0432) (0.0456) (0.0450) 

ΔGDP −0.2022*** −0.2017 *** −0.2161*** −0.2161*** 

 (0.0436) (0.0440) (0.0448) (0.0454) 

GE 0.1417* 0.1252* 0.1724** 0.1512* 

 (0.0755) (0.0751) (0.0802) (0.0793) 

Intercept 74.3123*** 76.1318*** 74.1239*** 76.4098*** 

 (1.7196) (1.8577) (1.7624) (1.8522) 

R-square 0.6624 0.6617 0.6633  0.6621  

Wald chi2  1403.81  1353.40 

Num. Obs. 760 760 738 738 

Note: *𝑝 < 0.1; **𝑝 < 0.05; ***𝑝 < 0.01 

 

表 4 は、先述した期間の区分―1975 年から 1999 年までと 1993 年から 2017 年まで―に従

って、同様の回帰分析をおこなった結果を示している。KOF であらわされるグローバリゼ
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ーションは、表 3 の長期での回帰の結果と同じく、労働分配率に対して有意に負の相関とな

る。そして興味深いことに、1975-1999 年のモデルと比較して、1993-2017 年の労働組合員

率の係数が激減していることがみてとれる。Model.5 の係数は Model.3 の係数の 3 分の 2 以

下であり、Model.6 では労働組合員率は労働分配率に有意な影響をもたらさないという結果

さえ出ている。さらに、オフショアは、1993 年から 2017 年までの Model.6 で労働分配率に

有意な負の影響を示しているが、1975 年から 1999 年までの Model.4 では有意な影響を見出

すことができない。まとめると、第一期と第二期を比べると、労働組合員率の労働分配率に

対する効果は低下する一方で、オフショアの労働分配率に対する負の効果は増加したと言

える。 
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表４ 回帰結果の比較：1975–1999 vs. 1993–2017   

 1975–1999  1993–2017 

 Model 3 Model 4  Model 5 Model 6 

 Fixed Effect 
Random 

Effect 
Fixed Effect Random Effect  Fixed Effect Random Effect Fixed Effect Random Effect 

GLB −0.2555*** −0.2814*** −0.2551*** −0.2821***  −0.3497*** −0.3590*** −0.2785*** −0.2985*** 

 (0.0178) (0.1734) (0.0184) (0.0179)  (0.0250) (0.0238) (0.0257) (0.0243) 

OI   0.0159 0.0320    −0.1687*** −0.1595*** 

   (0.0302) (0.0311)    (0.0235) (0.0227) 

UD 0.1391*** 0.0808*** 0.1407*** 0.0778***  0.0796*** 0.0497** 0.0018 −0.0256 

 (0.0234) (0.0250) (0.0242) (0.0219)  (0.0235) (0.0207) (0.0249) (0.0228) 

Unemp −0.4445*** −0.3637*** −0.4602*** −0.3710***  −0.1598*** −0.1404*** −0.1649*** −0.1493*** 

 (0.0550) (0.0545) (0.05659) (0.05607)  (0.0456) (0.0452) (0.0434) (0.0431) 

ΔGDP −0.2933*** −0.2946*** −0.3032*** −0.2999***  −0.1343*** −0.1348*** −0.1368*** −0.1407*** 

 (0.0470) (0.0491) (0.0491) (0.0517)  (0.0428) (0.0430) (0.0408) (0.0411) 

GE 0.3891*** 0.2923*** 0.3550*** 0.2629***  0.5095*** 0.4746*** 0.8020*** 0.7436*** 

 (0.0946) (0.0952) (0.0985) (0.0997)  (0.0852) (0.0841) (0.0905) 0.0886 

Intercept 67.2213*** 72.5085*** 67.3324*** 72.9243***  70.3650*** 72.6290*** 65.4653*** 68.8024*** 

 (2.2001) (2.2031) (2.2592) (2.2893)  (2.4996) (2.4652) (2.4671) (2.4420) 

R-square 

(within) 
0.6516 0.6444 0.6557 0.6472   0.4560 0.4538 0.5147 0.5118  

Num. Obs. 440 440 418 418  446 446 442 442 

Note: *𝑝 < 0.1; **𝑝 < 0.05; ***𝑝 < 0.01
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5 議論：労使関係の歴史的変化について 

表 3 で示された回帰の結果からは、グローバリゼーションと労働組合の解体が、1975 年か

ら 2017 年の長期にわたって労働分配率を押し下げていることがわかる。しかし、オフショ

アと労働組合員率の労働分配率に与える影響が 1990 年代以降に変化したこともまた明らか

になった。前節の回帰分析の結果から、グローバリゼーションと労使関係が労働分配率に与

える影響について図 6 にまとめた。以下では、第二節のゲームモデルにおいて導入したオフ

ショアの威嚇効果という観点から、実証分析の結果について論じていく。 

 

図 6 グローバリゼーションが労使関係および労働分配率に与える影響 

 

KOF Indexで測ったグローバリゼーションは、1975年から 1999年までと 1993年から 2017

年までの両方の期間で労働分配率に対して負の影響を持つ。これはすでに他の先行研究（例

えば、Pariboni and Tridico, 2019 や Sung, Owen, and Li, 2019）でも言及されていた第二節の仮

説 1 と整合的な結果である。国境を越える流通の増大と規制の緩和は、企業がより大きな利

潤を獲得することを可能にし、結果的に労働分配率を押し下げた。 

オフショア強度と労働組合員率の労働分配率に与える影響がそれぞれ対照的であること

は興味深い点である。まだオフショア強度の値が低かった第一期には労働分配率に有意な

影響を見せていなかったが、その値が高まってきた第二期には有意に負の値をとるように

なる。その一方で、労働組合員率は第一期には労働分配率に対して有意に正の影響を見せて

いたが、第二期には統計的な有意性を失っている。1975 年から 1999 年までの第一期は、オ

フショアコストが非常に高かったため、図 4 が示すようにオフショアはそれほど活発に行

われてはいなかった。この状況は、第二節で示したゲームモデルのうち、第一のケースと一

致する。表 4 の Model.4 に示された結果は、オフショアオプションによる労働者への威嚇が

機能せず、労働者が交渉力を高めることで賃金を上昇させることができるという第一のケ

ースで得られた仮説 1 と整合的である。1993 年から 2017 年までの第二期は、技術進歩に伴

いオフショアコストが低下した結果、労働者に対するオフショアオプションを通した威嚇

が意味を持つという、第二のケースで想定した状況と一致する。実際に表 4 の Model.6 の結
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果は、オフショアによる威嚇効果が存在している場合に労働者の交渉力が低下し賃金が下

がるという、仮説 2 そして仮説 3 にそれぞれ一致する。結果的に、図 5 が示すように、KOF 

Indexによって測られる意味でのグローバリゼーションとしては考慮されえない第一期と第

二期の間に変化があったことがわかる。 

ここで、賃金交渉における労働者の交渉力の指標としての労働組合員率について目を向

けると、第二期になって、労働組合員率は労働分配率に対して有意な影響をもたなくなって

いる。そのため、まずグローバリゼーションの質的な変化―先進国間の最終財貿易から、途

上国とのオフショア―に伴う労使関係の歴史的な変化についてみていく。Krugman（2008, 

p.108）はこの質的変化について「貿易が拡大している国々は、1990 年代初頭に同じように

貿易が拡大した国よりもさらに平均賃金が低い」と指摘している。こうした指摘からも、先

進国間での貿易が中心的であった初期のグローバリゼーションと、先進国と途上国間でオ

フショアがおこなわれるようになったグローバリゼーションの新しい波とを区別できる。 

Wright（2000）が想定するように、労働組合は雇用者に対してストライキなどの手段を通

して圧力をかけることができるため、原則として、労働組合は労働者の交渉力を堅持するこ

とが期待される。雇用者が賃下げやレイオフといった労働者に対抗的な戦略を選ぶとき、労

働組合員率が高いほど労働者の抵抗が激しくなり、企業の利潤は損なわれることになる。第

二次世界大戦後から三十年間の資本主義の黄金時代に、労働者は賃上げのためのストライ

キというオプションを保持していた（Marglin and Schor, 1990）。前節の実証結果から、時系

列としては黄金時代よりも後ではあるが、第一期については労働組合がまだ交渉力を保持

していたことがわかる。 

しかし、第二期では、オフショアによって生産タスクを国外へ移転し、国内労働者を安価

な途上国の労働者と置き換えるという代替的なオプションが企業にとって選択可能になっ

た。こうした国境を越えた労働者の置き換えが可能になるということは、企業の国内労働者

に対する威嚇となり、仮にそれに屈することなく組織的に抵抗を試みる労働者たちがあっ

た場合でも、企業が彼らを罰するコストは低下する。こうしたオフショアによる労働者の組

織化に対する否定的な影響を、Burke and Epstein（2001）や Choi（2001）に倣って「脅迫効

果 threat effects」と呼ぶ11。労働組合が団体交渉を通して企業と賃金についての交渉をおこ

なうことが法的に保障されているとしても、その影響力は資本を国外へ投資するという戦

略によって相当に制限されたものになっている。同時に、労働者にとってストライキのよう

な企業に対して対抗的な戦略を採ることは、オフショアによって労働の代替可能性が高ま

ったことでより困難になっている（Acemoglu and Autor, 2011; Elsby, Hobijn, and Şahin, 2013）。

労使関係において各主体が採りうるオプションは、企業がオフショアを通して国内労働と

 
11 「脅迫効果」は労働者の代替可能性が高まり、交渉力が低下することに起因している

が、このことはアメリカ合衆国の労働組合についての実証研究である Bronfenbrenner

（2000）や Zhao（1998）、韓国の事業所レベルに関する Jeon  and Kwon（2018）によ

る実証研究によって確認されている。 
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国外労働とを代替する能力が高まることによって変化し、それによって、労働組合の交渉力

は企業の威嚇効果の前に減退した（図 6 の右側のケースにあたる）。その結果、労働組合は

賃金交渉の場において、かつての比較的高い労働分配率を確保するために必要な交渉力を

維持することができなくなった。本章での実証分析の結果は、第二期に労働組合の影響力が

弱まり、オフショアが労働分配率に対して有意に負の影響を持つというグローバリゼーシ

ョンの質的な変化を反映した結果となっている。Pariboni and Tridico（2019, p.1086）が言及

するように、「…迫りくる労働の再配置の脅威は、高賃金を求める労働者の声を抑制し、賃

金の引き下げを受け入れやすくさせるのに十分なものである。」 

ここまでの分析から、KOF Index で測ったグローバリゼーションが労働分配率を低下させ、

1990 年代以降のオフショアの進展がグローバリゼーションの質的な変化をもたらし、その

ことが威嚇効果による労働組合の交渉力の低下をもたらしたことが示された。そのため、オ

フショアは威嚇効果を通して雇用者と労働者との間のパワーバランスを変化させるため、

労働分配率と労使関係にとって重大な問題であることがわかった。 

 

6 結論 

単純なナッシュ交渉モデルにもとづいて、労働分配率と労使関係がグローバリゼーション

によっていかに変化したかについて検討してきた。すでにみたように、モデルから予想され

た仮説と同じく、グローバリゼーションは労働分配率に対して負の影響を持っていた。その

一方で、労働組合員率は、1990 年代からグローバリゼーションの質的な変化を通して、労

働分配率を上昇させる力を失った。この 1980 年代から顕在化するようになったグローバリ

ゼーションの質的な変化を、国内労働者を国外の低賃金労働者と直接代替するという脅し

の効果を強めるようなオフショア活動が進展してきたこととして記述してきた。本章にお

いて、労働分配率の低下について重要な要因の一つとして、グローバリゼーションの新しい

波の中で労働者が国境を越えて代替可能になり、そこから生じる威嚇効果によって労働者

の交渉力が相対的に弱まったことにあると論じてきた。全体としては、労働分配率の低下を

労使関係の各主体間の内生的なダイナミクスの中で説明してきた。 

グローバリゼーションの質的変化は、労働分配率を低下させるだけでなく、オフショアに

よる威嚇によって労使関係そのものを変化させる。そのため、技術進歩や金融化という従来

からの視角に加えて、オフショア取引の増加による影響もまた、現在の労働分配率や労使関

係について考察する際に重要な視角であるといえるだろう。 

本章でおこなった分析をさらに進めて、労働者や企業、タスクの異質性というった今夏の

分析では省略した要素を考慮することは今後の研究につながる。また、制度的条件や経済政

策の国別の差異を考慮せず、先進国に共通するグローバリゼーションのもとでの労働分配

率や労使関係についての一般的傾向に焦点を当てて分析した。しかし、北欧諸国の労使関係

を規定する特定の規制や慣習などが、労働分配率にどのような影響を及ぼしているのか。ま

た、これらの制度の影響について正確に検討することもまた、今後の研究のために有益な研
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究領域を提供するだろう。 
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試論：労働分配率の低下、オフショア、ポピュリズム 

 

1 南北構造と階級関係 

まず前節で明らかにした、グローバル経済のいくつかのトレンドとその関係性について

まとめておこう。労働分配率の下落と軌を一にして、KOF Indexで示されるグローバリゼー

ションは 1970 年から一貫して進展している。1990 年代に入ってからは、先進国企業が生産

過程の一部を途上国にオフショアすることがグローバル経済の活動のうち多くを占めるよ

うに変化してきた。つまり、ここ半世紀のグローバリゼーションは、その内容から二つに区

切ることができるということを明らかにしてきた。この四半世紀のオフショアの進展から

先進国と途上国間のつながりが深化したことは、労働分配率に対してネガティヴに作用し

ており、加えてそれまで労働分配率を押し上げる役割を果たしてきた労働組合を無力化し

ていた。つまりグローバリゼーションが労働分配率に与える影響は一貫してネガティヴで

あるが、その内容が 1990 年代から変化しているということが明らかになった。 

 今節では、オフショアの進展でもたらされた変化について、先進国内の要素所得分配率

の推移をみながら検討し、最後に近年の政治に顕著な排外主義的ナショナリズムとの関係

性についての試論を述べる。まず労働分配率のその性質からマルクス主義的な階級概念を

導入することは分析的に有益である。ここでは簡単化のため労働力を提供し労働分配率を

受け取る労働者階級と、生産手段を保有しそれを管理し、労働者を雇用する資本家階級との

二つの階級を前提とする。またオフショアの影響を考慮するため、先進国（以下、北）と途

上国（以下、南）を導入する。北には寡占的な主導企業が位置し、その主導企業に内部化さ

れるか、主導企業からのアウトソーシング引き受ける多数の競争関係にあるサプライヤー

が存在しているとする。一方で、南では北のような主導企業は存在せず、多数の競争的サプ

ライヤーのみが存在しており、北よりも低い賃金水準で生産活動をおこなっているとする。 

ここで北と南をつなぐ紐帯は、グローバル・バリュー・チェーン（以下 GVC）と呼ばれ

る国際的に分散したネットワークである。GVC とは、商品が生産され最終的に消費される

までの一連の活動（チェーン）を指し、特にその活動の一部が国境を越えたもののことをい

う。こうした国際間の生産ネットワークは Hopkins and Wallerstein（1986）が明らかにしたよ

うに、十六世紀の段階ですでに造船などの産業でみられていた。しかし、今回の分析で対象

とする二十世紀後半以降に限れば、前節で示したように 1990 年代に入ってから GVC に沿

ったオフショア活動が活発に行われるようになった。チェーン内の個々の生産タスクは南

北に存在するサプライヤーによって担われ、チェーン全体は北の寡占的な主導企業によっ

てガバナンスされている。オフショアコストが高い状態であれば、北の主導企業は国内のサ

プライヤーと一つのセクターを構成し、生産をおこなう。南も同様である。しかし、1990 年

代に入り ICT 技術が飛躍的に向上したことにより、オフショアコストが低下すると、北の

主導企業は南のサプライヤーを内部化するか外注契約を結ぶことにより、生産タスクの一

部を南に移転しサプライヤーとの関係性を再構築することが可能になった（Baldwin, 2016）。 



68 

 

チェーン内部に存在する多数の競争的なサプライヤーと、買い手寡占の状態にある主導

企業との間には非対称的な構造が存在している。主導企業の利潤は、商品価格の上昇、中間

投入費用の低下、そして生産性の上昇というチャネルを通して達成されるが、チェーン内の

非対称性はサプライヤー間の競争を利用することで中間投入費用を低下させ、主導企業に

利潤をもたらす。さらにオフショアコストの低下により、主導企業は国内のサプライヤーの

みならず南のより低い賃金率のサプライヤーに生産タスクの一部を委ねることができるよ

うになる。したがって近年のグローバル経済の一つの重要な特徴は、オフショア可能なタス

ク（主に低スキルのタスク）に従事するサプライヤーが、統合された巨大なグローバル市場

の中で競争に晒される一方で、北の主導企業は買い手寡占の地位を利用してサプライヤー

からの中間投入費用を抑えることで利潤を得るという構造的な非対称性にある（Burke and 

Epstein, 2001; Milberg and Winkler, 2013）。 

南北間の主導企業とサプライヤーという GVC で中心的に扱われる対象から、国内の階級

関係へと視点を移そう。オフショアの進展によって最もネガティヴな影響を被るのは、北で

も南でもオフショア可能な低スキルタスクに従事する労働者である。北のサプライヤーの

労働者についていえば、以前であれば国内のある程度高い賃金水準の中で分け合っていた

タスクが、南のサプライヤーに移転されてしまう可能性が、つまりタスクの国外移転による

失業・倒産のリスクが出てきた。このオフショアの威嚇効果によって、北のサプライヤーは、

南の安価な賃金水準に引っ張られる形で労働者の賃金水準を下げて中間財価格を抑えなけ

れば、買い手寡占の主導企業と関係を維持できなくなってしまう。また、南のサプライヤー

の労働者も同様の競争に晒され、北の主導企業からオフショア可能なタスクを引き受ける

ために賃金水準を（オフショア不可能な状況よりは高い水準かもしれないが）抑え続けなけ

ればならない。以上の、南北に共通して低スキルタスクを担う労働者の所得分配が低下傾向

にあるという論理は、Timmer et al.（2014）が国際産業連関表を用いておこなった実証結果

（表 5）と整合的である。 

 

表 5. 要素所得分配 

 1995 2008 2008 − 1995 

North countries    

Capital 35.9% 38.7% 2.9% 

High skill labor 16.8% 21.8% 5.0% 

Medium skill labor 33.3% 30.3% −3.0% 

Low skill labor 14.0% 9.1% −4.9% 

South countries    

Capital 55.2% 58.4% 3.2% 

High skill labor 5.4% 7.1% 1.7% 

Medium skill labor 15.6% 17.0% 1.4% 
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Low skill labor 23.8% 17.5% −6.3% 

Source: Timmer et al. （2014)をもとに筆者作成 

 

Timmer et al. （2014) は国際産業連関表の集計に従い、労働者のスキルレベルを学歴区分

（大卒以上・中卒から専門学校卒・中卒未満）と同一視した分類を用いている。北の国々に

関して、南へのオフショアの対象となりやすいと思われる非高スキルタスク（大卒より低い

学歴の労働者）の労働分配率は、オフショアの進展に伴い減少傾向にあり、高スキル労働者

への要素分配のみが上昇しているという結果を得ている。さらに彼らは、南の国々において

も低スキル労働者への分配が低下していることも明らかにしている。Timmer et al.（2014）

の実証結果と前節で行った個々四半世紀のオフショアを考慮した実証結果とを鑑みれば、

Rodrik（1999）において議論された通り、オフショアコストの低下により非高スキル労働の

代替可能性が上昇したことで、オフショアにより代替可能な労働者の賃金交渉力が低下し、

彼らの労働分配率を押し下げているという主張が説得力を持つ。 

GVC 分析にかかわる一部の楽観的な研究者の主張とは異なり、国際的な生産ネットワー

クとしての GVC への参加は必ずしもポジティヴな効果を約束するわけではない。むしろ、

Selwyn（2019）などが主張するように、一定数の労働者を容易に代替可能な存在へと変える

ことで、彼らに対してネガティヴな影響を与えうるものであるといえる。今節の分析は、

Krugman and Venables（1995）のモデルから導出される南北の格差が内生的に拡大するとい

う帰結のみならず、それに階級という視点を新たに導入することで北と南のそれぞれの国

内で、グローバリゼーションの進展により受ける影響が社会階層によって異なりうること

を明らかにした。 

 

2 非対称的なグローバル経済とポピュリズム 

これまで見てきたように、オフショアは 1990 年代以降の労働分配率の低下に影響を及ぼ

している。労働分配率の低下は、富裕層が労働所得だけでなく資本所得も受け取ることがで

きるため、所得格差の拡大につながるという懸念が一般的である。図 7 は、OECD14 カ国に

おける第 2 四半期の上位 10 パーセントと下位 50 パーセントの税引前所得分配率とオフシ

ョア強度の所得格差の比較である。 上位 10 パーセントの所得分配率は 1993 年の 29 パー

セントから 2017 年の 33 パーセントへと 11 パーセント上昇した。一方、下位 50 パーセン

トの所得分配率は、1993 年の 23 パーセントから 2017 年の 21 パーセントへ、8 パーセント

減少している。つまり、オフショアの強度が高まるにつれて、上位 10 パーセントの所得分

配率は増加し、下位 50 パーセントの所得分配率は減少しており、オフショアは所得不平等

に寄与しているようである。そこで、本節では、オフショアが所得分配に与える影響につい

て考察する。 
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図 7 所得の不平等とオフショア強度 

メモ：トップ 10 パーセントと下位 50 パーセントの税引き前所得のシェアは左軸、オフシ

ョア強度は右軸の数値となる。 

Source: 所得分配についてのデータは World Inequality Database（WID.world）より 

 

GVC を通じたオフショアを特徴とする 1990 年代以降のグローバリゼーションは、国境を

越えた非熟練労働の代替性を高めるという点で一般的な合意がある（Acemoglu and Autor, 

2011; Elsby et al., 2013）。オフショアによる労働力の代替性の上昇は、表 4 の回帰結果やこれ

まで示してきたデータの推移を説明するのに役立つ。Rodrik（1999）が示すように、労働の

代替可能性の向上は、主導企業内に蓄積された資本の追加的な選択肢となり得る。オフショ

アのコストが高く、国家間の労働力の代替性が低い場合、主導企業は必要な中間投入物を国

内の供給者に頼らざるを得なかった。しかし、質的な変化を経験した後のグローバリゼーシ

ョンではオフショアコストが低下し、労働の代替性が高まったことで、主導企業は国内とオ

フショアの両方のサプライヤーから中間投入物を調達できるようになった。その結果、先進

国にいてオフショア可能な低技能作業に従事する労働者は、途上国の低賃金労働者との激

しい競争にさらされ、賃金や雇用の水準が下降する傾向にある。 

この威嚇効果は、グローバルな市場構造の非対称性の源泉として成立していると考えら

れる（Milberg and Winkler, 2013）。ここでの市場の非対称性とは、価格決定力を持つ少数の

寡占的な主導企業と、価格決定力を持たない多数の競争的な供給者が市場に共存している

ことを意味する。寡占的な主導企業は、GVC の中で高いマークアップを得るために、2 つ

のオプションを採用することができる。第一に、最終商品の販売価格に関して、高いマーク

アップ価格を確保することができる。第二に、中間投入物の購入価格については、供給者間

の代替性を利用して中間投入物コストを削減することができる。一方、GVC 内で競争に晒

されるサプライヤーは、主導企業から販売価格の引き下げ圧力を受け、市場競争のメカニズ
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ムによって、その利潤はゼロに近くなる。このように、この理論的枠組みは、非ゼロ利潤の

経済環境を前提としており、オーソドックスな一般均衡システムとは異なっている。しかし、

第一章で指摘したように、現在の GVC 分析一般では非対称的な経済構造は無視され、一般

均衡モデルのなかで記述されることがほとんどである（例えば、Antràs and Chor, 2021）。 

市場構造の非対称性の下では、GVC が拡大しオフショアが盛んになるにつれ、主導企業

はオフショア可能な業務に従事する労働者をサプライヤー内で見つけることが容易となる。

すでに集計した形での労働分配率については実証分析を行ったが、Feenstra and Hanson（1996）

がかつて指摘したように、主導企業の高技能でオフショア化できない労働者とサプライヤ

ーの低技能でオフショア化できる労働者との間で労働分配率に差異が生じることになる。

したがって、オフショアが進むにつれて、主導企業で働く高スキル労働者の労働分配率は上

昇する可能性が高いと予想される。一方、サプライヤーにおけるミドルスキルやロースキル

の労働者の分配率は、主導企業とサプライヤーの間の非対称構造により低下する可能性が

高い。これは、世界産業連関表を用いて表 5 で示した結果と整合的である。結果的に、オフ

ショアが活発に行われるようになった期間に、主導企業で働く高スキル労働者とサプライ

ヤーで働く中・低スキル労働者の間で所得分布が二分化する傾向が強まったといえる。 

Barkai（2019）の実証研究では、労働分配率と資本分配率がともに減少していることが記

録されている。その代わり、利潤の分配率が大きく増加し、労働と資本の分配率の減少を相

殺した。Autor et al.（2020）は、主導企業-彼らの用語では「スーパースター企業」-の重要性

を高めることが、全体の労働分配率の低下を引き起こしていることを示している。De 

Loecker et al.（2020）は、企業間のマークアップの分布が主導企業に偏るようになり、マー

クアップの偏った分布が主導企業の市場パワーを高めていることを明らかにしている。本

稿でここまで展開してきた実証結果と非対称構造に基づく世界経済についての解釈は、こ

れらの最新の実証研究と、重要視している要素は違えど、同一線上にあるといえる。 

以上を踏まえて、前節の帰結―現代のグローバル経済は低スキル労働の代替可能性を高

めることで、労働者側の交渉力を削り、低い労働分配率の下で中間投入費用を抑えることで

利潤を得るという構造に依存している―から現代の政治、特に 2008 年の金融危機後に南北

問わず勢力を伸ばした排外主義・反グローバリズムを掲げるポピュリズム的政治言説につ

いて言及してみたい。 

一般に経済学の視点からみて、ポピュリズムは経済的合理性を欠いたレトリックであり、

全体の経済厚生を損なうものとみなされ、嫌忌の対象である（Rodrik, 2018）。これは、欧米

諸国でポピュリズム政党が政策決定の場において影響力を持つようになる以前、ポピュリ

ズムの舞台がラテンアメリカを中心とした十分に民主化されていない発展途上国であった

ため、経済学のコンテクストにおいて「同時代の地理的差異を時間的な連続性へと召喚し、

それを「遅れを取り戻す」物語へと転換」（Massey, 2005; 邦訳 p.161）することで、いずれ

その政治経済的発展の中で解消されるはずだとみなされていた。そのため、経済学からのポ

ピュリズムへのアプローチはその多くが、政治的レトリックではなく経済的合理性に基づ
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いた決定を人々に理解してもらわねばならないという、啓蒙主義に還元される傾向がある。

以下では、この経済決定論的啓蒙主義に陥ることなく、経済分析と政治理論を節合すること

を目指す。 

そのため、ポピュリズムに関する本質主義を退けるエルネスト・ラクラウを中心とした言

説的=理論的アプローチを軸にして、いかに「人民」が構築されるのか考察を進めていく。

ラクラウは、ポピュリズムを非合理性の表現とみなす従来の侮蔑的な態度を否定して、異な

る仮定を対置する。彼は、ポピュリズムに関する「曖昧さや不確定性は、社会的現実につい

ての言説の欠点ではなく、ある一定の状況においては、社会的現実そのものの側に刻み込ま

れたもの」（Laclau, 2005; 邦訳 pp. 99-100）であるとする。したがって、前節までの分析は、

ラクラウのいうところの社会的現実をとらえる社会的論理についての探究であったといえ

る（Glynos and Howarth, 2007）。 

ここ四半世紀の GVC の進展がもたらしたものは、北が南を収奪するという単純な南北問

題ではなく、オフショア可能なタスクの労働市場が国境を越えて統合され、そこに参加する

すべての労働者が競争に晒されることで、南北を問わず代替可能性が高い労働者の労働分

配率が低下するという新たな南北問題であった。それゆえ伝統的なマルクス主義における

労働者階級と資本家階級間の階級闘争や、階級関係を南北に置き換えた構造とは異なる対

抗関係が成立していることを意味している。これは Laclau and Mouffe（2001）において強調

された、階級の統一性は資本主義的生産様式の内部によって必然的に決定されるものでは

ないという経済還元主義を否定するテーゼと矛盾しない。マルクスの時代、労働者階級によ

る資本への闘争というヴィジョンは、当時の社会的現実と一致するものであり相対的に正

しかったが（Laclau, 1990）、現代の社会的現実を踏まえて階級を歴史化すれば、そこにあら

われるのは代替可能な労働者のそれぞれが競争的な関係に埋め込まれるという新たな敵対

性である。 

ここにおいて、南北問わずその影響が拡大している排外主義的で反グローバリゼーショ

ンを掲げるポピュリズムの台頭を検討することができる。とはいえ Mudde and Kaltwasser

（2012）が明らかにしたように、ラテンアメリカのポピュリズムはアメリカ合衆国のトラン

プに代表される「排除的」なものではなく、「包摂的」な性格を持ち、Filc（2015）によれば

それは植民地時代の歪んだ社会構造が影響しているという。この意味で、ポピュリズムには

多様な形態が存在しており、各国に特有の政治・社会的状況を反映したものであると考えら

れる。しかし、グローバルな経済構造の観点からみれば、その主張の多くが競争に晒された

労働者のための政策をおこなうことを軸にしており、「人民」の構築における重要な結節点

をなしている。 

先進諸国の情勢に目を向けると、アメリカ合衆国のトランプ大統領を筆頭に、EU 離脱を

推進したイギリスのジョンソン首相、マリーヌ・ルペンが率いるフランス国民戦線、そして

ドイツのための選択肢が反グローバリゼーションを掲げて、その影響力を増している。また

上の経済大国のみならず、オーストリアやスウェーデン、デンマークといった先進的な福祉
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体制を持った国においても同様の主張をおこなう政治勢力の伸長がみられる。彼らは、グロ

ーバリゼーションの進展とともに雇用が奪われ、支払った税金が外部からの移民のために

利用され、国際的統合の中で他国の支援に予算が割かれることを強調し、「われわれ国民」

のために政治が行われていないことを批判し、「われわれ国民」のための政治なるものを掲

げることで支持を集めてきた。例えば、トランプ大統領の支持者にラストベルトと呼ばれる

中西部から北東部の旧工業地帯の労働者階級であったことがしばしば言及されるが、先の

分析結果と合わせて排外主義的ポピュリズムは、グローバリゼーションという社会的現実

のなかに刻まれていた、一定の低スキル労働者の労働分配率の低下という亀裂を反映して

いるといえる。アメリカ合衆国のみならず、先進諸国で反グローバリズムを支持する人々は

その多くが低学歴であるという調査結果は、この論理をさらに補強するものである。 

発展途上諸国では先進国以上に国ごとの状況に依存しており、ポピュリストたちの政治

的主張には幅がある。しかし、経済に関する主張に限れば似通った構造を見ることができる。

従来からポピュリズム的な政治が影響を持っていたラテンアメリカだけでなく、フィリピ

ンやタイ、インドネシアなどの東南アジア諸国も、既存の社会構造の中で周縁化され格差に

苦しむ層を「人民」として構築するために「エリート」を敵対的関係に置くことで共通して

いる。この「人民」と「エリート」の区別は、ここ四半世紀のグローバリゼーションによっ

て新しく形成された社会階層と一致している。グローバリゼーションから利得を享受でき

る資本家および高学歴階層に対し、グローバルな競争に晒されネガティヴな影響を被る階

層を、反グローバリズム、排除されていた人々の包摂、農村や貧困層への支援を掲げること

で一つの「人民」として構築しているといえる。 

以上のことからわかるのは、現代の反グローバリズムを掲げるポピュリズムは、決してカ

リスマ的な指導者の巧みなレトリックによって扇動された大衆による一時的な流行ではな

く、グローバリゼーションの中に存在する社会的現実を反映し、代弁している側面をもって

いるということである。 
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結び 

 

本稿では、まず GVC 研究を俯瞰し、二十一世紀に入ってからの経済学的な装いをした GVC

研究ではいかなる研究視角が損なわれているのかを明示した。本稿はその中で、GVC にか

かわる主体間の権力関係に焦点を当てて、二つの方向―リード企業とサプライヤーという

企業同士の関係性についてと、企業と労働者との関係性―から分析をおこなった。企業とサ

プライヤー間の関係性は、外部から観察することが難しいため、ここではリード企業が毎年

発表する CSR レポートを利用し、分析をおこなった。特に多くの日本のリード企業ホーム

ページから入手可能な、東日本大震災の直後から 2020 年に至るまでの十年間の CSR レポー

トを対象にし、震災が企業の社会に対する関与にいかなる影響をもたらしたのか、そして十

年という年月が企業の CSR の取り組みにどのような変化をもたらしたのかを調査した。結

果としては、リード企業とサプライヤーの間の関係性の変化が明確に見られた。当初は、被

災したサプライヤーの立て直し、また直接的に取引のない被災地への復興支援を謳ってい

たものが、三年もたてば、いかにしてリード企業がリスクヘッジをすることができるのか、

そしてそのためにサプライヤーを代替可能なものにする戦略へと記述は移行していく。こ

こにおいて、リード企業にとってサプライヤーは取引における対等な相手ではなく、むしろ

管理する対象として現れる。こうした発見は、現在の GVC 分析の文脈において、ただバリ

ューチェーンのガバナンスの一つとして分類という意味しか持たないが、被災地の復興や

それに人々がいかにかかわっていくのかを考えるにおいてきわめて重要な問題になりうる。 

もう一方では、オフショアリングが先進国の国内所得分配にどのような影響を与えるか

を分析した。労働分配の集計レベルでは、オフショアリングが直接的に、また労働組合の弱

体化を介して間接的に、労働分配にマイナスの効果を与えていることが分かった。この結果

は、誰もが GVC に参加することで利益を得ることができ、したがって GVC への参加を奨

励することが雇用の拡大と経済の持続的成長への道であるという楽観的な言説に疑義があ

ることを示すものである。また追加的に、GVC 内の労働の異質性に着目し、技能別の労働

分配率の変化を計算した。その結果、高技能労働者の労働分配率が大きくなる一方で、中・

低技能労働者の労働分配率は低下していることが分かった。この結果は、GVC の文脈では、

GVC への参加による経済的利益の分配が、相対的に高スキル労働者を多く抱えるリード企

業に偏っていることを示唆している。このように、経験的過程と非対称構造に基づく GVC

分析により、オフショアリングは GVC 内の労働力を勝者と敗者に分ける傾向があるという

結論が得られる。 

本稿では取得可能なデータの問題から、多くの分析で発展途上国を捨象し、OECD 先進国

のみに着目している。しかし、Weil（2014）、Selwyn（2019）、Selwyn et al.（2020）が示した

ように、途上国の相当数の労働者が過去 30 年間に社会的ダウングレードを経験し、その低

賃金と劣悪な労働条件の両方がGVCに基づくオフショアリングの新しいシステムトラブル
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となっている。これに加えて、GVC が経済と社会の両方のアップグレードに貢献できるか

どうかを考えるには、技術変化について考慮することもまた重要となる（Rodrik, 2018）。本

分析では簡略化しているが、リード企業が高付加価値業務を独占できる要因として無形資

産に注目する研究も出てきている（Chen, Los, and Timmer. 2018; Durand and Milberg, 2020）。

発展途上国を分析し、技術変化の様式と無形資産を考慮することは、さらなる研究のための

実りある領域を提供するはずである。 

最後に本稿が示したことは、グローバリゼーションに関係するいくつかの従来的な主張

に再考を迫り、そして現代思想上の論争に偏重していたラディカルな政治理論を、社会的論

理と節合することで補完的に作用する。まず、経済学が近年のポピュリズムの台頭に対して

とる反応は、ラクラウのいうところのポピュリズムに関する侮蔑的な前提に陥っており、社

会的現実と政治的言説を切り離してしまっている。そして、経済学者がポピュリズムに対抗

して経済的理性に従った帰結を人々に啓蒙しようとすることは、グローバリゼーションか

らネガティヴな影響を被る人々にとって、まったく意味のない主張である。ジジェクが述べ

るように、「トランプの勝利に対する反応として、絶対に受け入れるべきではない自滅的な

ものが二つある。一つは、みずからの利益に反した投票をし、トランプの見栄えだけよい扇

動のわなに落ちたことを理解していない一般選挙民の愚かさに対して、偉そうに驚いて見

せること」（Žižek, 2017; 邦訳 p.446）を経済学者は「エリート」の立場からしてきたにす

ぎない。また伝統的なマルクス主義に対しては、近年のグローバリゼーションの進展による

社会的現実の変化によって、国内の資本家と労働者との間に敵対的な階級闘争が生じると

いう本質主義的アイデアは成立しがたいことを示唆している。むしろ、国境を越えて低スキ

ルの代替可能な労働者間の競争関係が敵対関係へと転化しやすくなっているということが

要点である。排外主義的な右派ポピュリズムの多くが、「われわれ国民」の得られたはずの

福利厚生を、（先進国であれば）外部からの寄生者によって、（途上国であれば）グローバル

な資本とつながった腐敗したエリートにより、切り崩されていると主張していることは、こ

の社会的現実を利用した一つの例であると考えられよう。そして、ポスト・マルクス主義に

対しては、その関心が政治や現代思想の領域に向かっていることから、伝統的なマルクス主

義から経済的な領域に対する分析が少ないという批判がしばしば向けられる。しかし、その

欠落を経済に関する社会的現実の分析によって補完した時、現代においてポスト・マルクス

主義の主張はよりアクチュアルな影響力を持ちうることが明らかになった。 

 最後に、排外主義的なポピュリズムが経済構造の変化に対応しているとしても、それは近

年のグローバリゼーションへの対応が排外主義しかありえないという必然性をもつわけで

はないということである。本稿では、「社会的論理」のみに焦点を当て、社会的現実からい

かなる実践や体制が出現し、変容するのかといったダイナミクスとしての「政治的論理」、

またイデオロギーの形成に関する「幻想の論理」（Glynos and Howarth, 2007）については

考慮していないため、排外主義的なアプローチに対抗するオルタナティヴを具体的にいか

に形成するかについてここで答えることはできない。それでも、現代のポピュリズムがグロ
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ーバリゼーションの変容に伴う社会的現実に対応したものであるとして、ポピュリズムの

侮蔑的な前提と本質主義から離れることで開かれた有意義な議論が可能になることは示唆

することができた。今後は各国に特有の状況を考慮し、全体論的な構造と個別的な事象との

乖離についてより詳細に検討していくことが必要である。 
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Appendix 

表 A1.各国の推移 

Country Variable 1975 1996 % change 

1975-1996 

2017 % change 

1996-2017 

 Labor share 66.4 58.4 −12.0 52.1 −10.7 

Australia KOF index 

Offshoring 

39.9 

8.1 

61 

16.7 

52.8 

103.8 

68.2 

42.8 

11.8 

156.4 

 Union density 50.1 31 −38.1 13.7 −55.8 

 Labor share 65.5 58.2 −11.1 54.3 −6.7 

Austria KOF index 

Offshoring 

57 

9.4 

76.1 

7.9 

33.5 

−15.8 

82.9 

13.8 

8.9 

75 

 Union density 52.6 40.1 −23.7 26.7 −33.4 

 Labor share 63.9 61.9 −3.1 58.9 −4.8 

Belgium KOF index 

Offshoring 

71.1 

No data 

84.1 

11.8 

18.2 88.5 

18.1 

5.2 

53.8 

 Union density 51.9 56 7.8 51.9 −7.3 

 Labor share 60.2 56.7 −5.8 54.7 −3.5 

Canada KOF index 

Offshoring 

44.4 

9.1 

65 

9.7 

46.3 

6.3 

71.7 

27.4 

10.3 

182.4 

 Union density 34.3 34.1 −0.5 29.4 −13.7 

 Labor share 62.6 54.7 −12.6 54.8 0.1 

Denmark KOF index 

Offshoring 

54 

9 

77.8 

8.5 

44.0 

-5 

84.5 

15.8 

8.6 

84.3 

 Union density 68.9 76.4 10.8 66.1 −13.4 

 Labor share 67.3 56.4 −16.1 52.2 −7.4 

Finland KOF index 

Offshoring 

47.3 

7.8 

73 

13.5 

54.3 

73.2 

83 

20.9 

13.6 

54.3 

 Union density 65.3 80.8 23.7 62.2 −23.0 

 Labor share 65.7 56.9 −13.3 58.1 2.1 

France KOF index 

Offshoring 

49.3 

16.6 

67.5 

13.2 

36.9 

−20.6 

78.1 

17.6 

15.7 

33.3 

 Union density 22.8 9.2 −59.6 8.8 −4.3 

 Labor share 64 59.1 −7.6 57.7 −2.3 

Germany KOF index 

Offshoring 

55.1 

16 

67.7 

14.4 

22.8 

−10 

80.5 

21.1 

18.9 

46.7 

 Union density 34.6 27.8 −19.6 16.7 −39.9 

 Labor share 67.5 52.8 −21.7 35.2 −33.3 

Ireland KOF index 

Offshoring 

68.4 

6.2 

88.4 

6.5 

29.2 

5.2 

88 

8.1 

−0.4 

24.2 

 Union density 55.3 44.2 −20.0 24.3 −45.0 

 Labor share 66.4 53.7 −19.1 51.9 −3.3 

Italy KOF index 

Offshoring 

41.2 

23.1 

63.7 

19.6 

54.6 

−15.1 

70.2 

29.5 

10.2 

50.8 

 Union density 48 36.7 −23.5 34.3 −6.5 

 Labor share 72.1 63.7 −11.6 57 −10.5 

Japan KOF index 

Offshoring 

33.2 

32 

44.2 

31.6 

33.1 

−1.2 

66.7 

47 

50.9 

48.4 

 Union density 34.4 23.2 −32.5 17.1 −26.2 
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 Labor share 79.2 73.2 −7.5 59.4 −18.8 

Korea KOF index 

Offshoring 

28.3 

5.7 

36.2 

19.3 

27.9 

234.1 

64.3 

41.2 

77.6 

112.9 

 Union density 15.8 12.1 −23.4 10.5 −13.2 

 Labor share 70.2 60.7 −13.5 57.3 −5.6 

Netherlands KOF index 

Offshoring 

70.1 

13.9 

82.7 

13 

17.9 

−6.5 

89.4 

34.4 

8.1 

164.9 

 Union density 37.8 25 −33.8 16.8 −32.8 

 Labor share 60.5 49 −19.0 50.1 2.2 

Norway KOF index 

Offshoring 

59.9 

7.7 

72.3 

8.6 

20.7 

11.2 

77.5 

21.2 

7.1 

145.2 

 Union density 53.8 56.3 4.6 49.3 −12.4 

 Labor share 66.4 59.1 −10.9 52.6 −10.9 

Spain KOF index 

Offshoring 

34.5 

22.3 

65.1 

16.8 

88.6 

−24.6 

76.6 

29.7 

17.6 

76.2 

 Union density 13.3 17.8 33.8 14.2 −20.2 

 Labor share 52.8 48.7 −7.7 49.2 1.0 

Sweden KOF index 

Offshoring 

50.3 

8.1 

73.9 

4.7 

46.9 

−42 

83.4 

14.8 

12.8 

212.7 

 Union density 74.5 95.1 27.6 65.6 −31.0 

 Labor share 67 51.8 −22.6 57.5 11.0 

UK KOF index 

Offshoring 

63.1 

16.8 

74.2 

11 

17.5 

−34 

81.5 

22.1 

9.8 

99.8 

 Union density 43.8 32.6 −25.5 23.4 −28.2 

 Labor share 61.4 59.6 −2.9 56.8 −4.6 

US KOF index 

Offshoring 

40.1 

28.9 

59.1 

31.8 

47.3 

10 

68.1 

51.6 

15.2 

62.1 

 Union density 25.3 14 −44.6 10.5 −25 
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Table A2. 多重共線性についての評価 

Variable VIF 1/VIF 

KOF 2.47 0.404668 

Offshoring 1.98 0.505177 

UD 1.57 0.635046 

Unemp 1.44 0.693553 

ΔGDP 1.41 0.711349 

GE 1.08 0.929429 

Mean VIF 1.66  

 


